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特集「公的統計—社会の重要な情報基盤—」
　　
　　

「特集 公的統計—社会の重要な情報基盤—」
について

千野 雅人†（オーガナイザー）

「公的統計」とは，「行政機関，地方公共団体又は独立行政法人等が作成する統計」のことであ
る（統計法第 2条第 3項）．政府が作成する統計は，以前は，「官庁統計」や「政府統計」などと称
していたが，2007年に旧統計法を全面改正して制定された統計法により，「公的統計」として
明確に定義された．ここで，「行政機関」とは国の府省庁等のことであり，「独立行政法人等」に
は，独立行政法人のほか，国立大学法人，大学共同利用機関法人，日本銀行，日本年金機構な
どの公的な法人が含まれる．統計法上は，統計数理研究所や国立大学が作成する統計は公的統
計であるが，私立大学が作成する統計は公的統計ではない．この線引きには異論もあるかもし
れないが，法令では，用語の定義が明確で紛れないことが重要であり，これにより，時々の為
政者や行政担当者による恣意や裁量の余地がなくなるのである．
なお，国の府省庁や都道府県には，統計調査の実施について総務大臣への承認申請や届け出

などの厳格な規律が規定されている一方で，統計数理研究所や国立大学には，基本理念に沿っ
て統計を作成する責務は生じるものの，届け出手続きなどの規律は規定されていない．
この特集では，公的統計を「社会の重要な情報基盤」と位置付けたが，これも，統計法に基づ

くものである．終戦後の 1947年 3月に公布された旧統計法では，戦前の公的統計の真実性が
おろそかになっていたのではないかという疑念を踏まえ，「統計の真実性を確保し，統計調査の
重複を除き，統計の体系を整備し，及び統計制度の改善発達を図る」ことを法律の目的としてい
た．このため，公的統計と社会・国民との関係や位置付けは必ずしも明確ではなく，公的統計
は個別の行政に付随して行われる副次的な活動であるという認識を持つ者もいたと思われる．
一方，データを取り扱う情報技術の進化や国民への浸透とともに，公的統計は，行政のみな

らず，産業界，学界，国民など広く社会の構成員に利用されるべき情報であり，社会を支える
重要な情報インフラである，という認識が広まってきた．このような中で，統計法第 1条「法
律の目的」では，「公的統計が国民にとって合理的な意思決定を行うための基盤となる重要な情
報である」という基本的認識を明確に規定した．これは，一見すると当然のことのように見え
るが，旧統計法からの流れを見れば，「行政のための統計」から「社会の情報基盤としての統計」
への転換を目指した画期的な認識を示すものであると言えるだろう．
また，2014年 1月に国連総会で決議された「公的統計の基本原則」（United Nations Funda-

mental Principles of Official Statistics）でも，「公的統計は，経済・人口・社会・環境の状態につ
いてのデータを政府，産業界及び国民に提供することにより，民主主義社会の情報システムの
中で不可欠な要素を構成している．」（基本原則 1）と規定している．このように，国際的に見て
も，公的統計は社会に不可欠な情報基盤であることが，共通認識とされていることがわかる．
では，実際には，公的統計はどのように重要なのだろうか？
外国の例を挙げると，米国の国勢調査は，合衆国憲法の規定によって実施が義務付けられて

†統計数理研究所：〒 190–8562 東京都立川市緑町 10–3
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いる．統計調査の実施根拠が，法律や政令や規則ではなく，憲法なのである．合衆国憲法第 1
章第 2条第 3項には，「議員議席及び直接税は，各州の人口に応じて，これを各州に配分する．
人口の実地調査は，第 1回合衆国議会の開会から 3年以内に，以後は 10年ごとに，法律の定
める方法により行う」旨が規定されている．米国では，この規定に従って，合衆国憲法制定の 3
年後に当たる 1790年に第 1回国勢調査を実施し，以後，例外なく 10年ごとに国勢調査を実施
している．また，この憲法の規定から，国勢調査の目的が，国会議員の議席と国家徴収の税金
を各州に公正に配分するという，国家が国家として存立するための根源にあることがわかる．
実際，米国では，10年ごとの国勢調査の実施後に，その人口に従って合衆国下院の 435議席を
50州に配分し直している．
このような状況は日本でも同様であるが，日本の場合その根拠は法律である．国勢調査の実

施は，統計法の規定により政府（総務大臣）の義務となっており，また，衆議院小選挙区の区割
りは，選挙関係法律の規定により国勢調査の人口に従って改定される．実際，2020年国勢調査
の人口が 2021年に公表された後，2022年に公職選挙法が改正され，衆議院小選挙区の区割り
が改定された．その結果，2023年以降の衆議院選挙では，小選挙区数は，5都県で 10増加す
る一方，10県で 10減少することとなった．小選挙区数は議員議席数であるため，とくに，小
選挙区数が減少する県では，政党の公認候補者の調整に難航するなど，混乱する様子も見られ
る事態となった．また，国が徴収した税金を地方に配分する地方交付税の額は，地方交付税法
により，国勢調査の人口を始めとする各種統計を基に算出されている．
このほか，消費者物価指数は，日本銀行の物価安定目標や公的年金額の毎年の改定に利用さ

れ，全国家計構造調査（かつての全国消費実態調査）は，生活保護基準額の 5年ごとの改定や人
事院による給与勧告に利用されるなど，公的統計の重要な活用事例を挙げれば，枚挙にいとま
がない．公的統計がないと，民主主義も国家も企業も私たちの生活も成り立たなくなってしま
うと言っても過言ではなく，公的統計は，まさに社会に不可欠な情報基盤となっている．
このような重要な役割を十分に果たすためには，公的統計は，社会の様々な主体から信頼さ

れる有用なものでなくてはならない．このためには，急速に進化するデジタル経済，サプライ
チェーン拡大などの経済のグローバル化，脱炭素社会に向けた活動，観光の振興や課題，働き
方の多様化，加速する少子高齢化など，変化する社会経済の姿を的確に把握することができる
よう，公的統計を整備していくことが求められる．また，公的統計がその有用性を十分に発揮
するためには，アクセスしやすい統計情報の提供，学術研究のための調査票情報オンサイト利
用の更なる利便性向上など，利用者の視点に立った統計データの利活用を促進していくことも
重要である．そして，そのような取組を確実に進めるためには，的確なマネジメントとプロセ
スによって質の高い公的統計を作成・提供する体制を確立するなど，総合的品質管理を深化さ
せることが必要である．
一方，この 5年間には，毎月勤労統計調査と建設工事受注動態統計調査における不適切事案
が相次いで発覚し，公的統計への信頼を揺るがす深刻な事態となった．これらは，調査設計や
推計方法の変更とそれに伴い必要となる処理や手続きが，適正に行われなかった事案であっ
た．総務省統計委員会（委員長：椿広計統計数理研究所長）は，このような重大事案の再発防止
に向けて問題の点検と課題の抽出を行い，その結果を「建議」として取りまとめた．現在，この
建議を基に，公的統計の総合的品質の向上に向けた各種の取組が本格化したところである．
これらの状況は，川崎・上田論文において，公的統計の品質の概念や，国際機関と日本にお

ける総合的品質管理に向けた取組・動向の一環として，概説されている．また，正確で信頼さ
れる公的統計を作成するためには，社会の重要な情報基盤である公的統計の重要な情報基盤と
して，事業所・企業を対象とする各種統計調査に母集団情報を提供する「統計ビジネスレジス
ター」の的確な整備が必要である．高橋論文では，日本の統計ビジネスレジスターである「事業
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所母集団データベース」の構築の経緯や概要，今後の発展の方向や国際連携への期待などを論
じている．
公的統計への信頼を高めるためには，統計利用者からみた有用性の向上も重要である．2007

年に全面改正された統計法により，公的統計のミクロデータの一つである「匿名データ」の提供
が開始された．さらに，2018年に一部改正された統計法により，国公私立大学等に所属する
教員は，オンサイト施設において「調査票情報」（個票データ）を用いた学術研究分析を行うこ
とが可能となった．伊藤・出島・村田論文では，「全国家計構造調査」の調査票情報を用いた独
自分析により，夫婦の働き方の違いや配偶者の労働時間が，宿泊費などの費目の消費支出額に
有意な影響を与えることを確認している．また，事業所・企業系の公的統計では，匿名データ
も一般公開型ミクロデータも作成が困難とされているが，伊藤・横溝論文では，「経済センサ
ス活動調査」の調査票情報を用いて，これらを代替する役割を果たすミクロレベル疑似的デー
タである「合成データ」について，各種の作成技法を有用性と秘匿性の両面から定量評価してい
る．このほか，匿名データは，教育の発展に資する目的で利用することができる．佐藤論文で
は，大学の学部レベルの演習において，匿名データを用いて集計や分析を行うことができる R
のパッケージについて解説している．
近年の公的統計の課題の一つが，調査環境の悪化による無回答や無記入・誤記入の増加への

対応である．実地調査の現場や周知・広報の段階において，公的統計に対する国民の十分な理
解の獲得に向けた努力は行われているが，そのような取組にも限界があり，集計の段階におい
ても，調査回答における欠測値の補完や外れ値への対処を効果的に行うことが重要となる．高
部論文では，多項ロジットモデルに基づく統計的マッチングの手法を紹介し，マッチング確率
を欠測値の補完に活用する方法について分析を行っている．また，和田論文では，単変量外れ
値と多変量外れ値の違いを解説し，MSD（Modified Stahel-Donoho）推定量による多変量外れ値
検出法を実装した Rのパッケージを紹介している．
最後になるが，本特集の編集に当たり，寄稿していただいた著者の皆さま，査読者の方々，

編集委員の南和宏教授（統計数理研究所），編集室の皆さまに，お礼を申し上げたい．これを機
に，公的統計に対する理解が進み，その発展に少しでも貢献することができれば，幸いである．
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要 旨

本稿では，国際機関及び日本における公的統計の総合的品質管理に関する取組について概説
する．日本及び世界においてこの分野の取組が体系的に行われ始めたのは 1990年代以降のこ
とであり，その内容は今日まで段階的に発達してきた．国際的な取組の中では，国連統計委員
会の制定した「公的統計の基本原則」及び国際通貨基金（IMF）の「特別データ公開基準」などが世
界の国々における公的統計の品質向上に大きな影響を与えた．また，日本では，2007年に全面
改正された統計法が公的統計の品質管理の発展に大きな役割を果たしている．最近，政府の 2
つの基幹統計調査において不適切な処理が行われていた問題が発生し，これを契機として総合
的な品質管理の取組が拡充されている．結びに，公的統計の総合的品質管理を推進するために
重要な要素について考察する．

キーワード：公的統計，公的統計の基本原則，統計法，総合的品質管理，TQM，国連
統計委員会．

1. はじめに

政府が作成する統計は「公的統計」と呼ばれる．公的統計の作成プロセスは，統計という製品
を作成するという意味において，工業生産のプロセスと類似している面がある．しかし，公的
統計には工業製品とは異なるいくつかの特徴があり，公的統計の品質管理においてはその点に
留意する必要がある．以下，その主なものを 3点挙げる．

（1）品質の要件が定義しにくいこと
品質は，一般に「対象に本来備わっている特性の集まりが，要求事項を満たす程度」（ISO,

2015）と定義される．しかし，公的統計において要求事項を明確に定めることは必ずしも容易
ではない．
公的統計の品質における重要な要素の一つは精度である．精度を高くすることは望ましい

が，それにはコストがかかるため，一定の制約が生じる．公的統計は「国民にとって合理的な
意思決定を行うための基盤となる重要な情報」（統計法第 1条）であり，多くの利用者が様々な
用途で利用することを想定する必要がある．要求される精度は利用目的によって異なり，精度
向上の費用対効果を十分考慮する必要がある．統計の精度と他の品質要素（速報性など）の間に

1一般財団法人日本統計協会：〒 169–0073 東京都新宿区百人町 2–4–6メイト新宿ビル 6階
2滋賀大学 データサイエンス AI イノベーション研究推進センター：〒 522–8522 滋賀県彦根市馬場 1 丁目

1–1
3総務省 統計局：〒 162–8668 東京都新宿区若松町 19番 1号
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はトレードオフの関係があるため，どの品質要素をどのような利用に合わせて設定するのがよ
いか，そのバランスの判断は難しい．また，統計の精度という概念は必ずしも一般の人に理解
しやすいものではなく，統計作成機関からの分かりやすい情報提供が必要となる．
さらに，公的統計は，複数の統計を組み合わせて利用されることが多いことから，関連する

統計が整備されていれば価値が高まる．ただし，様々な統計が存在しても，それらの間に比較
可能性や整合性が欠けていれば，利用者の混乱を招いたり，誤解が生じたりするなど問題が生
じる．すなわち，品質は，個々の統計だけでなく，多種多様な統計全体の総合的な体系にも依
存すると考えられる．
（2）公的統計は政府が法令に基づいて作成するものであること
行政機関が統計の作成・提供などの業務を行う上では，統計法を始め，様々な法令や行政手

続き等に従う必要がある．統計作成に必要なリソースの配分は，各府省内の調整や政府内での
査定を通じて決定されるので，統計の品質向上に必要な予算の確保は統計部局だけの判断で決
定することはできない．政府の予算は国会の議決により決定され，財政事情によっては統計予
算に縮減の圧力がかかりやすい．
また，公的統計は各府省の様々な部門で所管の行政に応じて作成されており，すべての部門

で統一的な品質向上の取組を進めるのは容易なことでない．特に統計が専門でない機関は十分
な体制が確保できない場合もある．仮に一部の統計において信頼を失う大きな問題が発生すれ
ば，その影響は公的統計全体に波及するリスクがある．
（3）統計作成には国民の協力が必要であること
公的統計の作成における主な「原材料」は，世帯や企業等を対象とする統計調査などを通じて
入手される情報である．公的統計の品質向上には，原材料の調達段階から品質の確保が必要と
なるが，それには国民が漏れなく正確な回答を提出してくれることが前提となる．近年，プラ
イバシー意識の高まりなどから，統計調査への協力度は低下しており，このことは公的統計の
品質に大きな影響を与えている．このため，統計調査に関し国民の理解・協力を得ることは品
質向上のための重要な要素となる．
また，統計利用のニーズに対応して統計の充実・改善を行うには，統計調査の新設や拡充が

必要となることが多い．その場合，回答者の負担が増加するなど，情報収集上の制約もある．
国民は統計の利用者であると同時に情報の提供者であるので，このようなメリットと負担のバ
ランスも考慮する必要がある．

このように，公的統計には独特の性質があることから，その品質向上の取組においてはその
特徴を考慮に入れる必要がある．品質を広義で捉えるならば，公的統計全般が社会において信
頼される有用な情報として提供されるか，という総合的な観点に立つ必要がある．他方，狭義
で捉えるならば，個別の統計がその分野のユーザーのニーズを満たす正確で使いやすい情報と
なっているか，という個別の観点に立つ必要がある．「神は細部に宿る」という言葉があるよう
に，公的統計では，全般的な信頼性，有用性といった広義の品質も，また，個々の統計の正確
性，使いやすさといった狭義の品質も必須の要件である．両者は排他的なものではなく，それ
らが重なり合いながら公的統計の品質の概念を構成している．
初期の品質管理では，主として狭義の品質に焦点が当てられていた．戦後，世界的に標本調

査の活用が拡大した時期には，統計数値の誤差の管理が品質に関する重要課題とされた．1980
年代以降の国際的な議論では，統計全般の信頼性，中立性，利用価値などに注目が集まり，徐々
に広義の品質に視点が移っていった．1990年代には，公的統計全体への信頼確保の視点も含め
られ，品質の高い統計の作成に必要な組織，制度等の基盤整備も視野に入れられるようになっ
た．このような長年の積み重ねを通じて，多面的な品質の概念について共通認識が形成され，
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公的統計において総合的品質管理が導入されるようになった．
以下では，まず，国際的な取組として，国連統計委員会及び国際通貨基金（IMF）による国際

的な品質向上の取組について紹介する．次に，日本に関して，2007年の統計法改正を契機とす
る品質管理の導入の動きを紹介する．さらに，2019年及び 2021年に発生した 2つの基幹統計
調査における不適切事案と，それに対応した品質向上の取組について紹介する．最後に，公的
統計の品質管理において重要な要素について考察する．

2. 公的統計の品質に関する国際動向

2.1 国連の公的統計基本原則（FPOS）
世界の統計整備に関しては，1946年に設立された国連統計委員会（United Nations Statistical

Commission = UNSC）の場を中心に，世界各国の代表者が統計整備の枠組を検討し，基準や方
針等を整備している．UNSCが 1990年代以前に定めた基準の大半は特定分野の統計整備や統
計手法等に関するものであり，統計全体の品質の概念に明示的に触れたものは見られなかった．

1994年，UNSCは，公的統計の最も基本的な共通規範として，「公的統計の基本原則（Fun-
damental Principles of Official Statistics = FPOS）」を制定した（United Nations, 1994）．FPOS
は，公的統計の品質確保の基礎を与えるものとして大きな役割を果たすものとなった．FPOS
の制定の背景には，当時の国際情勢の大きな変化があった．1990年代前半，計画経済の国々が
市場経済に移行し，これに対応して西欧諸国が中心となって FPOSの原型を制定した．計画
経済諸国でも公的統計は作成されていたが，その役割は国の経済計画を支えることが主目的で
あり，国民共通の情報基盤とは見なされていなかった．他方，市場経済下では国民，企業など
様々な主体がオープンな情報に基づいて判断し，行動することが大前提となるため，計画経済
が市場経済に移行するには，公的統計の役割，要件等の規範を新たに定義する必要が生じた．
しかし，当時は市場経済諸国にも明文化された規範が存在しなかったことから，まず 1990年
頃，国連欧州経済委員会で新たな基本原則が制定された．この原則は世界全体においても有意
義であると認識され，1994年，国連統計委員会では欧州とほぼ同じ内容のものが，各国の公的
統計が目指すべき規範として採択された．

FPOSは表 1のとおり 10項目から成る．その最も基本的な理念は原則 1に要約されている．
そこでは，公的統計は民主社会に不可欠な情報基盤であること，そのため，有用な統計が公正
な方法・手続きにより作成され，社会での利用に供されるべきとしている．原則 2以降もそれ
を深掘りする形で，異なる視点から公的統計の満たすべき要件を定めている．

FPOSは公的統計の品質に直接言及していないが，第 1章で述べたように，公的統計の満た
すべき要件が明示しにくい中で，このような根幹となる原則が国際的に合意されたことは，世
界各国の公的統計の品質管理を推進するための基礎を与えた．

FPOSは，当初，統計専門の機関である UNSCの決議により採択されたが，2014年には国
連総会においてもこれを承認する決議が行われた（United Nations, 2014）．これにより，FPOS

表 1．公的統計の基本原則（項目名）．
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は世界の政策担当者をも含めた，より広範な関係者における合意事項と位置付けられた．

2.2 国連の公的統計品質保証枠組（NQAF）
FPOSは公的統計の基本理念や原則などを端的に表現しており，各国の統計に関する指針と

して重要な役割を果たしたが，表現が抽象的であるため，それを実践する方法は必ずしも明確
でなかった．FPOSの実践方法の具体化に貢献したのが，UNSCが 2012年に採択した「公的統
計の品質保証枠組（National Quality Assurance Framework = NQAF）」（United Nations, 2012）
である．

NQAFの策定に当たっては，この分野で先駆的な取組を行ってきたいくつかの欧米の国が
主導的役割を果たした．Lyberg（2012, p.111）によると，1980年代後半から 1990年代にかけ
て，欧米のいくつかの国で公的統計に関する品質マネジメントの導入を検討する動きが始まっ
た．その背景には，厳しい予算制約の中でユーザーニーズにどのように対応すればよいかと
の問題意識があった．また，この時期，1987年に国際標準化機構（ISO）が品質管理の国際規格
ISO 9000を制定し，総合的品質管理（Total Quality Management = TQM）が標準化されて注目
を集めた．このような背景から，公的統計においても TQMへの関心が高まり，いくつかの国
が TQMの導入に着手した．

1990年代の後半には，国際的な経済危機の発生に伴い，公的統計の信頼確保の必要性が注
目されるようになり，公的統計の品質に関する国際会議が開催されるなど，世界的に統計の
品質に関する関心が高まった．さらに 2000年代に入ると，UNSCにおいて FPOSを踏まえた
品質管理の必要性が認識されるようになった．2010年には UNSCの要請によりカナダ統計局
がこの問題に関する国際的なレビューを行い，その結果を UNSCに報告した（United Nations
Statistical Commission, 2009）．カナダなどいくつかの国で行っている品質保証の枠組は他の
国々にも参考になると考えられ，同様な取組を国際的に進めていくこととされた．

UNSCでは，それを踏まえて専門家グループを設置し，2012年に各国共通の品質保証枠組の
ひな型を示した NQAFのガイドライン（United Nations, 2012）を作成した．各国は，そのひな
型を参考に，それぞれの事情に合わせて修正して独自の枠組を作成することとされた．

NQAFの目次項目は表 2のとおりである．ここでは，統計の作成・提供の活動全体を A～D
の 4つのレベルに分けて 19項目の原則を示し，それぞれについて，「保証すべき要素」を質問文
の形で示している．併せて，保証のために採りうる方法を例示している．また，これら 19項
目が FPOSのどの原則に関係しているかも明示されている．
この NQAFは，各国でそれぞれの事情に合わせるよう検討された後，その検討状況を踏ま
えてマニュアル（United Nations, 2019）が作成された．このマニュアルでは，NQAFの「保証す
べき要素（Elements to be assured）」は「要求事項（Requirements）」とされ，品質保証に沿った用

表 2．国連「公的統計品質保証枠組（NQAF）」の項目．
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語に改訂された．また，このマニュアルでは，2015年の国連サミットで採択された「持続可能
な開発目標（Sustainable Development Goals = SDGs）」の実施状況をモニターするために設定
された SDG指標のデータも対象とすることとされた．SDG指標には多様なものが含まれてお
り，既存の公的統計のほか，自然観測から得られるデータなど様々なものが用いられる．その
ようなデータは公的統計以上に品質保証が難しいことから，マニュアルはその点も視野に入れ
て記述されている．UNSCは，今後，NQAFの未導入国においてもこのマニュアルに沿って統
計の品質向上策を効果的に講じることができるよう，支援することを構想している．

2.3 IMFの特別データ公表基準（SDDS）
IMFは国際金融政策のために加盟国から金融・経済分野の様々な統計データを収集し，デー

タベース上に公開している．IMFは，その事業の一環として，加盟各国における統計品質向上
の自主的な取組を促すことを目的として，1996年に各国の統計データの品質に関する情報公開
の枠組である「特別データ公開基準（Special Data Dissemination Standard = SDDS）」を公表し
た．SDDSの初版は現在参照することができないが，その後改訂が行われ，現在は 2013年版
（IMF, 2013）が最新となっている．今日，多くの国が SDDSに従って経済，金融等の統計を公
表しており，この枠組は世界の統計の品質向上に寄与してきた．

IMFが SDDSを導入したきっかけの一つには，1994～95年のメキシコ経済危機がある（Car-
son, 2001, p.6）．当時，IMF理事会では，メキシコ経済危機を誘発した一因は政府統計の作成・
公表の不備であったと考え，各国が信頼性の高い統計をタイムリーに公表することにより経済
政策の透明性を高めることが必要と判断し，SDDSを設けることとした．

SDDSは，各国が経済，金融等の統計データを公表するに当たって， 1©データの対象範囲，
公表周期，速報性， 2©アクセスのしやすさ， 3©データの公正さ， 4©データの品質の観点から満
たすべき基準を示している．ここで「データの品質」とは，個々の統計に関する精度，正確さ，
国際基準への準拠等を指すものであり，言わば狭義の品質である．

SDDSに参加するか否かは各国の自主判断に委ねられている．参加を決定した国は，公表す
る統計が SDDSの基準にすべて準拠していることを約束しなければならない．準拠しているか
否かについては，IMFが確認して問題がなければ，その旨が公表される．基準に到達していな
い場合，必要な改善を行った上で再度 IMFの確認を受け，基準に達すれば SDDS準拠として
公表される．

SDDSに参加することは，その国の統計が一定水準に達していることを示す証しとなり，そ
の国の統計に対する信頼度が高まると期待される．先進国の多くは SDDS準拠が比較的容易で
あるが，途上国では改善を要する場合も多く，その場合，SDDSへの準拠が目標とされ，統計
改善のインセンティブとなっている．

SDDSに未到達の国に対しては，1997年，基準を若干緩和した「一般データ公表体系（General
Data Dissemination System = GDDS）」が用意された．これに参加する各国は，それを出発点
として改善を進め，SDDS準拠を目指すこととされた．

SDDSの求める品質の主要項目は表 3のとおりである．ここでは，品質に関する要件を 4つ
の分野に区分して記述している．
「 1©データの対象範囲等」では，提供されるべきデータが 4部門に分けて具体的に列記されて
おり，それぞれについて満たすべき公表周期，公表時期が示されている．「 2©データへのアクセ
ス等」では，公表時期に関する恣意性をなくすとともに，すべての利用者を公平に取扱うこと
を求めている．「 3©データの公正さ」では，統計を作成する機関の中立性が法的に確保されるな
ど，FPOSを遵守する環境が整備されているほか，統計データの扱いに関する透明性を求めて
いる．「 4©データの品質」では，統計の作成方法等の情報公開，データの整合性確認の可能性，
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表 3．IMF「特別データ公表基準（SDDS）」の主要項目．

国際基準との整合性に関する情報の公表などを求めている．参加国は 1©～ 4©のすべてを満たす
ことが望ましいが，国の状況に応じ，必要のない項目や重要でない項目である場合には，理由
を付して適用除外としてもよいとされている．

IMFでは，SDDSの参加国における遵守状況に関し，基準・規則遵守状況報告（Report on the
Observance of Standards and Codes = ROSC）という制度に基づき，第三者による評価を行っ
ている．ROSCは SDDSに限定されたものではなく，IMFが加盟国に遵守を求めている国際金
融等に関する 12分野の基準・規則等について評価を行うものである．ROSCの実施に際して
は，調査対象国に対して IMFが事前に書面調査を行い，それを踏まえて専門職員が当該国を
訪問してヒアリングを行い，その結果を報告書としてまとめている．日本の公的統計に関する
ROSCは，2006年にマクロ経済統計に焦点を当てて実施された．その報告書（IMF, 2006）によ
れば，総論として，日本ではデータの収集，処理，公開が客観的な方法により行われ，専門性
と透明性をもって対応が行われていると評価された．ただし，詳細な記述の中では，SNA統計
を担当する職員数が不足していること，統計部局における職員の短期の人事ローテーションが
専門性の蓄積の障害となる懸念があることなどが課題として指摘された．これらの課題につい
ては，その後，関係機関において改善の努力がなされた．

SDDS及び GDDSは，その後見直し・改善が行われている．SDDSについては，2008年の
リーマンショックによる経済危機の経験を踏まえ，2012 年，内容を拡充した SDDS Plus が
上位の基準として設定された．また，GDDSは 2015年に内容が拡充（enhance）され，現在は
e-GDDSと呼ばれている（IMF, 2015）．SDDS Plusは，SDDSと同様の形で基準を定めている
が，特に 1©， 2©について内容が拡充されている．e-GDDSは SDDSよりも低い要求水準となっ
ているが，参加国は，統計の中・長期改善計画を IMFに提出し，それを公表することが条件と
されている．
各国の準拠の状況をみると，2000年には加盟 183カ国のうち，SDDSが 47，GDDSが 22，

未準拠が 114であったが，2023年には加盟 190カ国のうち，SDDS Plusが 31，SDDSが 47，
e-GDDSが 107，未準拠が 5となっている．IMFによる取組は開始から約 30年が経過し，これ
により，各国においてより高いレベルの品質を目指す努力が継続的に進められている．

3. 公的統計の品質に関する日本の動向

日本の公的統計における品質向上の取組は，国際的な動向とよく似た順序をたどって進展し
た．日本では，1947年に制定された統計法（以下「旧統計法」）の下で統計の整備・充実が着実に
進められたが，品質向上の取組が体系的に行われるようになったのは 2007年の統計法の全面
改正以後のことである．この改正統計法（以下「新統計法」）により，公的統計の満たすべき要件
が基本原則として明文化されるとともに，PDCAサイクルを実施するための制度的な基盤が整
備された．これを契機として，品質管理の枠組が具体化され，その取組が徐々に進められた．
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2010年代後半には，公的統計の精度や信頼性をめぐる疑義や批判が政府内で生じたほか，不適
切な統計処理の事案が発生したことから，品質管理の必要性に関する認識が高まった結果，そ
の取組が本格化した．
この章では，統計法の改正とそれを起点として進められてきた品質向上の取組の展開を紹介

する．

3.1 2007年の統計法改正
旧統計法では，同法の目的を「統計の真実性を確保し，統計調査の重複を除き，統計の体系
を整備し，及び統計制度の改善発達を図ること」（第 1条）と定めていた．当時は「統計の品質」
の概念が未確立であり，また，法令上の「整備」や「改善発達」などの文言が具体的に意味すると
ころも明らかでなかったため，同法の下では品質向上を意識した体系的な取組はほとんど見ら
れなかった．

21世紀に入ると，公的統計が新しい環境により適切に対応したものとなるよう，2007年に
統計法の全面改正が行われた．この改正では，公的統計の満たすべき基本理念が明確に記述さ
れ，品質管理を進める上で重要な指針を与えた．以下，新統計法の中で，公的統計の品質に関
係の深い 3つの条項を挙げる．
第 1条では，この法律の目的を「公的統計が国民にとって合理的な意思決定を行うための基
盤となる重要な情報であることにかんがみ，公的統計の作成及び提供に関し基本となる事項を
定めることにより，公的統計の体系的かつ効率的な整備及びその有用性の確保を図り，もって
国民経済の健全な発展及び国民生活の向上に寄与すること」としている．（下線は筆者による．）
これにより，社会における公的統計の位置付け，公的統計の整備に関する要件及び達成すべき
目標が，抽象的な記述ながらもより明確にされた．
第 3条では，公的統計に関する基本理念として次の 4点を定めている．

1©行政機関等の相互協力・役割分担の下で体系的に整備されるべき
2©適切かつ合理的な方法で，中立性及び信頼性が確保されるよう作成されるべき
3©国民が容易に入手し，効果的に利用できるものとして提供されるべき
4©統計作成に用いられた個人又は法人等に関する秘密は保護されるべき
これと同様の考え方は旧統計法にも内在していたと考えることもできるが，新統計法ではこ

れが明記されたことにより，公的統計の満たすべき要件が明確化された．この内容は FPOSの
趣旨にも合致している．
第 4条では「政府は，公的統計の整備に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るため，公
的統計の整備に関する基本的な計画を定めなければならない」と定めている．「公的統計の整備
に関する基本的な計画」（以下「基本計画」）の実施状況については新統計法に基づき毎年度フォ
ローアップし，必要に応じて対策が講じられる．そして，政府は公的統計に関して実施した施
策の効果を評価した上で，基本計画をおおむね 5年ごとに見直すこととされている．すなわち，
この規定は公的統計の品質向上に関する PDCAサイクルを導入する根拠を与えており，基本
計画は公的統計全体に関わる品質管理の重要な要素となっている．基本計画は閣議により決定
されるので，政府自身がそれにコミットすることとなる．また，基本計画を策定する時は，関
係行政機関と協議するほか，統計委員会の意見を聴き，パブリックコメントを行うこととされ
ている．これにより，政府内だけでなく，統計利用者などを含む多方面の意見が反映される．
この手続きは，公的統計が「国民にとって合理的な意思決定を行うための基盤」となるために必
要な仕組みと考えられる．
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3.2 第 1期基本計画—品質要素の定義と品質保証の導入
新統計法の下での最初の基本計画（以下「第 1期基本計画」）は，対象期間を 2009～2013年度
として 2009年 3月に閣議決定された．基本計画は，公的統計全体に通じる改善の目標や個々
の統計の充実・改善などの方向性を示しており，それ自体が広義の品質管理の中核としての役
割を担っている．その中では，公的統計の品質の確保・向上の方策が明記された．具体的には，
総務省が中心となって「IMFデータ品質評価フレームワーク等を基に，『統計の品質表示のため
の共通様式』を含めた統計の品質に関する自己評価のためのガイドラインを策定する．この際，
作成過程の一層の透明化や，公表期日前の統計情報を共有する範囲・手続等について規定」し，
各府省は，所管する統計について，それに基づき「自己評価を計画的に実施」することとされた
（閣議決定, 2009, p.59）．これに基づき，2010年 3月，「公的統計の品質保証に関するガイドラ
イン」（以下，「品質保証ガイドライン」）が統計企画会議の申合せとして決定された（統計企画
会議, 2019）．
このガイドラインでは，公的統計の品質を「正確性のみならず，利用者ニーズの適合性，公

表の適時性，統計データの解釈可能性などを含む概念」と規定し，「品質保証」を「利用者ニーズ
に対応した公的統計の作成・提供，その品質の表示・評価・改善を通じ，公的統計の有用性及
び信頼性の確保・向上を目指す」体系的な活動を行うこととしている（p.1）．また，「品質保証」
という概念は関係者になじみがないものであると想定されたことから，品質保証とは「製品に
瑕疵があった場合に補修する，損害を補償するといった，製品保証のような概念ではない」旨
も明記されている（p.1）．
品質保証ガイドラインに示された公的統計の品質要素は表 4のとおりである．各府省は，こ

れに基づいて品質の自己評価を実施し，それをもとに計画的に品質の改善に努めることとされ
た．このため，各品質要素に関して，評価の観点及びチェックポイントが詳細に示されている．
また，各府省は，所管する公的統計に関する品質表示の充実を図ることとされ，品質表示を

行うべき事項は表 5のとおりとされた．当面，基幹統計を優先して取り組み，それ以外の統計

表 4．公的統計の品質要素及び定義．
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表 5．公的統計の品質表示事項（調査統計に関するもの）．

についても可能な範囲で対応することとされた．
このガイドラインについては，以後，各府省の取組，関連する学会の研究成果，国際動向な

どを参考に，不断の見直しを行うこととされた．この方針に従い，品質保証ガイドラインはそ
の後 2011年，2016年，2019年に改定が行われて現在に至っている．

3.3 第 2期基本計画—プロセス保証の導入と未諮問基幹統計調査の確認
第 1期基本計画は，決定の約 4年後から見直しが行われ，種々の検討・調整を経て 2014年

3月に第 2期基本計画（対象期間：2014～2018年度）（閣議決定, 2014）が決定された．新たな基
本計画では，新たに「品質保証活動の推進」と題する節が設けられ，品質管理について 2つの新
しい事項が盛り込まれた．

1点目は，品質保証活動における「プロセス保証」の導入である．プロセス保証とは，「決めら
れた手順・やり方どおりに行えば，プロセスの最終アウトプットが目的・基準通りになるため
の一連の活動」（日本品質管理学会, 2015, p.6）とされる．公的統計については，結果数値や統
計表を丁寧に検査・確認しても，十分な精度を満たしているか，各種のニーズを満たしている
かなどを判断することは極めて難しい．このため，統計が適正なプロセスに従って作成される
ことを通じて統計の品質を保証するものである．

2点目は，「未諮問基幹統計調査」に関する実態の確認及び課題等の検討を行うことである．
未諮問基幹統計調査とは，長年にわたり統計委員会に諮問されていない基幹統計調査のことで
ある．新統計法では，基幹統計調査を実施する行政機関がその調査を変更しようとする場合に
は，予め総務大臣の承認を得なければならないと定めている．その際，総務大臣は，原則とし
て統計委員会に諮問してその意見を聴くこととされている．この手続きにより，統計調査の変
更を専門家がチェックし，必要に応じて改善の提言が行われる．この手続きは，旧統計法にお
ける指定統計調査に関する手続きが継承されたものであり，第三者によるチェックを通じて，
旧指定統計調査を引き継ぐ基幹統計調査の品質向上を促すものである．しかし，長年にわたり
変更がなかった基幹統計調査はこの手続きを経ていないため，そのような統計調査に対しても
一定のチェックを行う必要があると考えられたため，このことが基本計画に盛り込まれた．
これにより，2015年度には，家計調査，人口動態調査など 5本の基幹統計調査について，ま

た 2016年度には，賃金構造基本統計調査及び建築着工統計調査について統計委員会によるレ
ビューが行われた．その結果，各統計調査の課題や改善方策等が明らかにされ，それに沿って
改善が進められた．
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3.4 第 3期基本計画—経済統計に関する疑義・批判への対応と品質評価の導入
第 2期基本計画が施行されてから間もない 2015年頃から，政府内で GDPを中心とする経済

統計の精度等に関し疑義が示され，批判などが行われるようになった．これに対応して，基本
計画は当初の予定から 1年前倒しで改定され，2018年 3月には，対象期間を 2018～2022年度
とする第 3期基本計画（閣議決定, 2018）が決定された．従前は統計の品質について主に自己評
価に委ねられていたところ，新たな基本計画には第三者評価が導入され，政府全体として品質
保証活動を推進する取組が盛り込まれた．
以下，その経緯と内容について順を追って解説する．
2015年 10月 16日に開催された経済財政諮問会議における麻生太郎副総理（兼財務大臣）の発
言が発端となり，政府内において経済統計の精度等に関し議論が活性化した．麻生副総理は，
家計調査と商業動態統計の動向の乖離や毎月勤労統計の標本入れ替え時に生じるギャップなど
について疑問を呈し，統計の改善の必要性を訴えた（経済財政諮問会議, 2015, pp.9–10）．これ
に対し，高市早苗総務大臣は，麻生副総理の疑問に答え，GDPの精度向上のために基礎統計
の充実と，GDP作成におけるそれら基礎統計の活用方法の開発が必要であることを指摘した
（経済財政諮問会議, 2015, pp.10–11）．統計の精度をめぐる議論がハイレベルな政治の舞台で行
われたことにより，GDP及びその基礎統計を始めとする公的統計の品質向上が政府の重要課
題の一つとして位置付けられた．
これを契機として，政府内において公的統計の精度向上に対する関心が高まり，新たな検討

の場が設けられ議論が行われた．2016年 12月には経済財政諮問会議において「統計改革の基本
方針」（経済財政諮問会議, 2016）が決定され，それに基づいて設置された統計改革推進会議は
2017年 5月に提言を取りまとめた（統計改革推進会議, 2017）．その中では，政府が EBPMの
推進と統計改革を一体として進めていくという方針を提示し，主要な柱として， 1©EBPM推進
体制の構築， 2©GDP統計を軸にした経済統計の改善， 3©ユーザー視点に立った統計システム
の再構築と利活用推進， 4©報告者負担の軽減と統計業務・統計行政体制，業務効率化，基盤強
化が示された．その一環として，個々の統計の評価を行うために，「統計棚卸し」を実施するこ
ととされた．その具体的な内容は明示されていないが，統計の品質の確保・向上の観点から既
存の統計全般についての事後的なモニタリングを行うこととされた．その趣旨や方向性は品質
保証ガイドラインの推進を後押しするものとなった．
このような背景の下，2018年 3月には，2018～2022年度を対象期間とし，「統計改革の基本

方針」を反映した第 3期基本計画（閣議決定, 2018）が決定された．また，同年 6月には，基本計
画に基づく公的統計に関する PDCAサイクルの強化を図るため，統計法の改正が行われ，統
計委員会の機能強化（ 1©基本計画の進捗に対する統計委員会の勧告権の付与， 2©統計委員会の
建議権の付与， 3©統計委員会をサポートし各府省において所管統計の品質面も含め総括する統
計幹事を統計委員会に新設）が措置された．
第 3期基本計画に基づいて進められた主な品質管理活動には，次のものがある．

•品質保証ガイドラインの運用を通じた統計作成過程の更なる透明化
•各統計について，精度向上，業務効率化，報告者負担軽減等の観点から第三者によるモニ
タリングの実施（「統計棚卸し」）

•各統計の精度に関する情報の公表状況の統一的な検査（「見える化状況検査」）
•政府全体を通じて統計の品質面，技術面等の改革を支援するチームの設置
•統計委員会に「統計業務プロセス部会」と「評価分科会」を新設

「統計棚卸し」は，2018年 11月に統計委員会に新設された統計業務プロセス部会が中心と
なって行うこととなった．その取組内容は，3～5年の間にすべての統計について，統計の企
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画，実査，審査・集計，提供・利活用の各段階に共通の視点を設けて統計の業務プロセスを点
検するものであった．また，統計精度に関する標準的な検査である「見える化状況検査」もこれ
と一体的に行うこととされた．このような取組を通じて，品質に関する第三者評価が徐々に進
められた．

3.5 毎月勤労統計調査の不適切事案と第 3期基本計画の変更
第 3期基本計画が実施される中，重要な基幹統計調査の 1つである毎月勤労統計調査（以下

「毎勤統計」）において不適切な処理が行われていた事案が発生した．この問題は，最初，2018
年末に新聞で報道され，2019年 1月，厚生労働省がこの事案について正式に公表した．（以下，
「毎勤統計事案」．）
毎勤統計の結果となる賃金動向は，当時，政治的に高い注目を集めていた．また，毎勤統計

の数値は雇用保険の給付額の算定に用いられていることから，この事案は大きな政治問題と
なった．このため，統計委員会が中心となって再発防止及び統計の品質向上のための方策を建
議として取りまとめた．その方策は，総合的品質管理（TQM）の考え方に基づくものであり，政
府において実行に移されるとともに，それを第 3期基本計画に反映するために同計画の部分的
な変更が行われた．
以下，その経緯について解説する．
毎勤統計は，厚生労働省が毎月実施する基幹統計調査である．常時 5人以上を雇用する約

33,000の事業所を対象として，そこに勤務する労働者の雇用状況，給与及び労働時間等を調査
している．毎勤統計事案の問題点を要約すると，次のとおりである（「統計」編集部, 2019）．

（1）従業者規模 500人以上の層は悉皆調査を行うものとして設計されていたが，東京都の当
該層において回収困難な事業所が増加したため，厚生労働省は，2004年からこの部分を抽出
調査に変更した．その際，母集団復元のために抽出率の逆数を推計乗率として適用すべきとこ
ろ，そのための集計システムの修正を怠った．これにより，それ以降の結果数値に偏りが生じ
ることとなった．
（2）このような標本設計の変更については，統計法に基づき，調査計画の変更として総務省
に承認の手続きを行うべきであった．しかし，厚生労働省はそれを行っておらず，また，この
ような変更を行っていた事実をホームページ等で公表していなかった．
（3）この調査では，数年ごとに標本の抽出替えが行われ，その際に断層が生じるという問題
があった．その改善のために，厚生労働省は 2018年に「ローテーションサンプリング」の手法
を導入した．その際，（1）の推計方法の問題を是正した．この変更により，時系列に段差が生
じたが，厚生労働省は推計方法の変更について対外的に公表していなかった．
（4）不適切な集計が行われていた時期に集計に用いられた基礎データが保存されていなかっ
たため，その時期の数値を遡及して再計算することが困難となった．

この調査結果は雇用保険，労災保険などの支給額の決定に用いられており，この不適切処理
によって 2004年以降の保険受給者に対し，過去にさかのぼって追加の給付を行うことが必要
となった．追加給付に係る経費（事務経費などを含む．）として約 795億円が特別会計の予算に
計上された（日本経済新聞電子版, 2019）．
なお，毎勤統計事案は，統計委員会において第 3期基本計画に基づき統計改善の取組につ
いて確認・評価を行う過程で明らかになったものである．その意味では，基本計画に基づく
チェック機能がこの問題の発見を促したものと見ることができる．
厚生労働省は，この問題の実態を解明するため，統計の専門家，弁護士等の外部有識者で構

成される「毎月勤労統計調査等に関する特別監察委員会」を設置して調査を行った．その結果，
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表 6．2019年統計委員会建議における基本的な視点．

2019年 1月から 2月にかけて 2つの報告書が公表された（厚生労働省 毎月勤労統計調査等に
関する特別監察委員会, 2019a, 2019b）．
また，2019年 1月，毎勤統計事案を受けて，他の統計調査においても同様の問題が発生して
いないか政府全体で確認することとされ，総務省が中心となって各府省による一斉自己点検が
行われた．その結果，毎勤統計事案と同程度の重大な不適切処理は発見されなかったが，影響
度は小さいながら多数のエラー等が発見された．
これを踏まえ，統計委員会は 2019年 2月以降，全府省の統計調査及び業務体制について点
検検証を進め，2019年 6月，毎勤統計を含むすべての統計調査に共通する総合的な対策として
「公的統計の総合的品質管理を目指した取組について」（統計委員会, 2019）を建議として取りま
とめ，総務大臣に提出した．この建議では，「総合的品質管理（TQM）」の考え方に沿って統計
作成プロセスの継続的な改善を進め，万が一のエラー発生時にはその影響を最小化することを
目指すこととされた．この建議における基本的な視点は表 6のとおりである．
建議で提案された主な取組は次のとおりである．

（1）PDCAサイクルによるガバナンスの確立を図る観点から，各統計調査について，調査計
画の履行状況等を点検・評価を行い，必要に応じて業務マニュアルの修正，調査計画の改定，
調査の見直し等の措置を講じる．なお，この提案に沿って，2020年 7月，「PDCAサイクル確
立に向けた点検・評価ガイドライン」（統計行政推進会議, 2020）が全府省の統計幹事による申
合せとして決定され，同年 10月から運用が開始された．
（2）エラーの発生防止及び早期発見の観点から，統計の結果を調査担当から独立した立場で
分析的審査を行うために，「統計分析審査官」を新設する．なお，この提案に沿って，緊急措置
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として，2019年 7月から 31人の統計分析審査官が各府省に配置され，その任に当たった．
（3）誤りが発見された場合に重大な事態に至ることを防ぐとともに，再発防止等の適切な対
策が講じられるよう，組織として明確な対応ルールを定める．なお，この提案に基づき，2020
年 6月，府省共通の対応ルールのひな型が示され，それを基に各府省は順次対応ルールを定め
て運用を開始した．
（4）統計作成者は，結果数値等の誤りが判明した場合に備えて，政策部局等による統計の利
活用状況を予め把握し，万一の場合に備え，利用者への連絡ルール等を定める．
（5）建議に示された品質管理の取組を着実に進めるため，必要な人員，組織体制，職員の専
門性確保を図る．なお，これを踏まえて 2021年度から人員，組織体制等の強化が進められた．

また，この建議の公表後の 2019年 9月には，統計部門だけでなく政策部門とも連携した総合
的な対策を検討するため，内閣官房長官を議長とする「統計改革推進会議」の下に各方面の学識
者等からなる「統計行政新生部会」が設置され，さらなる検討が行われた．その結果は，2019年
12月に取りまとめられた（統計改革推進会議 統計行政新生部会, 2019）．この報告では，統計
委員会による建議を踏襲しつつ，公的統計に対する国民の信頼確保のためには，各府省の統計
部局だけでなく，政策部局等においても信頼確保の取組を進めるとともに，官房などでリソー
スの確保や人材育成などに携わる幹部職員等にも十分に配慮すべきことを指摘している．報告
に含まれる主な項目は次のとおりである．

（1）公的統計の統計作成プロセスが当然満たすべきと判断される「要求事項」を定め，それに
基づき統計作成プロセスの第三者による診断に着手し，作成プロセスの水準を段階的に向上さ
せる．これについては，2020年 11月，統計委員会に統計作成プロセス部会が設置され，同部
会が中心となって「要求事項」が取りまとめられた．それに基づいて「統計作成プロセス診断」が
行われるようになった．
（2）統計作成の要所要所で，専門知識を有する職員が適切な判断を下すことができるよう，政
府内に統計専門資格「統計データアナリスト」等を新設し，各府省においてその人材を育成し，
必要な部署に有資格者を配置する．

統計委員会の建議及び統計行政新生部会の報告の内容については，その取組が確実に実施
されるよう，2020年 6月に第 3期基本計画の一部を変更する閣議決定が行われた（閣議決定,
2020）．基本計画は，対象期間を通常 5年程度としているところ，決定から約 2年という短い
時間で変更したことは，公的統計の PDCAサイクルの根幹となる基本計画の枠組が柔軟に運
用されていることを示している．

3.6 2021年の不適切事案と統計委員会建議
前述の取組が進められていた途上の 2021年 12月，建設工事受注動態統計調査（以下，「受注

統計」）における不適切な処理の事案（以下，「受注統計事案」）が発覚した．この受注統計は国土
交通省が毎月実施する基幹統計調査であり，建設事業者等に対し建設工事の受注高等の報告を
求めるものである．この事案は，毎勤統計事案からわずか 2年後に発覚したものであることか
ら，再び社会的に大きな注目を集めた．
この問題についても統計委員会が中心となって再発防止策を検討し，建議を取りまとめた．

建議の検討においては，毎勤統計事案において講じられた方策の有効性等が点検された．その
結果，毎勤統計事案における各種の対策は引き続き有効であることが確認され，受注統計事案
を通じて新たに発見された課題を踏まえて追加の対策が立案された．
以下，建議の検討経緯や概要について解説する．
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受注統計事案を要約すると，次のとおりである．

（1）受注統計が開始された 2000年当時から，一部の調査対象が，当月の調査票の提出ととも
に，過去に未提出だった調査票を期限に遅れて提出する事例があった．その際，国土交通省は，
年間合計値の精度を確保する観点から，遅れて提出された月の値を当月の値に合算し，その値
を当月の調査票に修正記入して集計していた．
（2）2003年から，回収率の低下に対応するため，受注高の合計値に回収率の逆数を乗じる「欠
測値補完」を導入した．これにより，前記の合算処理と欠測値補完が併存することとなった．
過月分の受注高が算入されているのに加えて，欠測値補完が行われたことにより，遅延提出分
の数値が合計値に二重に計上される形となった．これは，通常「二重計上」の問題と呼ばれて
いる．
（3）2019年，国土交通省は二重計上が生じていることを認識したにもかかわらず，誤りの公
表，訂正等の適切な対応を行わなかった．
（4）合算処理を行った際，調査票の数値を書き換え，元の数値を残していなかったため，二
重計上の誤りを遡及して訂正することが困難となった．

受注統計事案の発覚を受け，同月，国土交通省では，弁護士や学識者から成る第三者検証委
員会を設置し，事案の検証・分析が進められた．また，これと並行して，総務省及び統計委員
会によるこの問題への対応について検証を行うため，統計委員会にタスクフォースが設置され
た．検証委員会及びタスクフォースは，いずれも 2022年 1月に報告書を取りまとめた（国土
交通省 建設工事受注動態統計調査の不適切処理に係る検証委員会, 2022; 統計委員会, 2022a）．
これらの検証結果を踏まえ，2022 年 1 月，統計委員会は「公的統計品質向上のための特別
検討チーム」（以下「特別検討チーム」）を設置して政府全体の再発防止策の検討を行った．この
検討では，調査票の遅延提出，欠測値補完処理等は他の統計調査でも生じうることから，他の
統計調査においても同様の問題が生じていないか，すべての基幹統計調査について点検・確認
が行われた．その結果，基幹統計調査において新たな二重計上や書き換えの問題は確認されな
かった．
特別検討チームでは，最初に，毎勤統計事案を踏まえた対策が行われていたのに，なぜ受注

統計事案の発生が防止できなかったのか，対策に不十分な点があったのではないか，との観点
から検討が行われた．その結果，受注統計事案の原因となる二重計上の問題は 2003年に発生
しており，第 3次基本計画（変更後）の対策が過去にさかのぼって効果を持つのは困難であるこ
と，他方，仮にそのような対策が問題発生あるいは問題発見の当時に講じられていたとすれば，
相当程度の効果が期待できたことなどが確認された．この結果を踏まえ，これまでの「総合的
品質管理」の方針を維持しつつ，新たに発見された課題にも的確に対応できるよう，可能な限
り対策を改善することとされた．
特別検討チームの検討結果は，2022年 8月に統計委員会の建議として総務大臣に提出された

（統計委員会, 2022b）．この建議には 2019年の統計委員会の建議からさらに踏み込んだ重要な
指摘がいくつか含まれている．特に重要なのは，エラーの発生に対するトップマネジメントの
基本姿勢のあり方である．組織においてエラーの発生を抑止し，エラーが重大事象に至るのを
防ぐためには，トップが業務の特性を理解し，業務の内容や量に応じた体制を確保する必要が
あると指摘した．その上で，「エラーの発生自体を悪とする」のではなく，「エラーに対して社
会や統計ユーザーを第一に考えた対応がなされないことを悪とする」という意識を府省内に浸
透させ，品質優先で風通しのよい組織風土の醸成を強く提唱している（p.3）．この記述は，行政
が無謬性に固執する姿勢を戒めるものでもあり，政府に対するこれまでの提言にはあまりみら
れない着目すべき点である．
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表 7．2021年統計委員会建議の 10の取組．

そのほか，具体的な取組として，表 7に示す 10項目が提言されている．
これらの項目の多くは，2019年の建議における項目とも類似しているが，いずれも従来以上
に実効性を高めるよう，具体的な提言が盛り込まれている．
また，2019年の建議には無かった新たなものとして，2～4の項目が追加された．
2は，受注統計において遅延提出の調査票の取扱がエラーの発端となったことに関連する事
項である．業務マニュアルに記載されていない事態が発生した場合にはエラーが発生するリス
クが増大するので，まずは状況に応じて例外的な処理を行って問題の解消に注力した上で，そ
のような状況を今後の改善に向けた見直しのヒントと認識し，統計作成プロセスや業務マニュ
アルの見直しに活かすことを推奨している．

3は，受注統計事案が欠測値補完を新たに導入したのに伴って発生したことからの教訓であ
る．誤りは「3H（変化，初めて，久しぶり）」のタイミングで発生しやすいことを指摘し，変更時
には変化や変更が及ぼす影響を確認してエラーの未然防止に努めるよう促している．

4は，遅延調査票は受注統計以外の統計調査でも発生すると考えられることから，その適切
な取り扱い方を示している．
この建議では，過去の建議の内容を改めて評価した上で，それ以降に発見された課題にも適

切に対応するために，推奨される取組の内容を深化させている．

3.7 第 4期基本計画—政府における最近の総合的品質管理の取組
2022年 8月の建議は，第 3期基本計画の終了する 2022年度末まで余すところ約半年の時期
にとりまとめられたため，建議の検討と基本計画の改定が並行して進められた．新たな基本
計画には建議の提言内容がすべて盛り込まれ，2023年 3月に対象期間を 2023～2027年度とし
て第 4期基本計画（閣議決定, 2023）が決定された．これにより，不適切処理事案を踏まえた総
合的品質管理の取組は，新たな基本計画の中で一体的に整理され，着実に進められる枠組が
整った．
第 4期基本計画では，統計の品質に焦点を当てた取組のあり方が，「第 I部施策展開に当たっ

ての基本的な方針」，「第 3章第 IV期基本計画における施策展開の基本的な視点」の「（4）品質の
高い統計の作成のための基盤整備」に記されている．以下にその主な部分を引用する．
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公的統計が社会の情報基盤としての役割を果たす上で，統計ユーザー等にとって，信頼
できる，有用性の高い統計が継続的に提供されていることが不可欠であり，品質の高い統
計を確実に作成するために必要な基盤を整備する．
特に，各府省は，幹部職員の下，社会や統計ユーザー等を第一に考えて，主体的に統計

の総合的品質管理（Total Quality Management．以下「TQM」という．）や統計作成プロセス
の標準化やメタデータを含む情報提供の質の向上に取り組む．また，統計は，多くの者が
関与する「総合プロジェクト」であることを認識し，統計の品質上の問題は，常に発生し得
るものとして十分な備えを行い，仮に発生した場合には，迅速に対応する．さらに，品質
管理体制を含め，必要なリソースの確保や専門性の高い人材の育成に計画的に取り組む．
総務省は，中央統計機構として，各府省に対して，人的支援や相談対応を含む技術的な支
援，各府省が共同で利用することができるシステムの提供を拡充するとともに，統計調査
の最前線である地方公共団体や統計調査員による実査や審査，調査環境の改善を支援す
る．（p.7）

このような方針に基づき，総合的品質管理の実践に向けて様々な具体的な取組が行われてい
る．以下，主な取組を紹介する．

（1）PDCAサイクルに関するガイドラインの整備と実践
各統計調査における総合的品質管理を実践するために，従前は「公的統計の品質保証に関する
ガイドライン」及び「PDCAサイクル確立に向けた点検・評価ガイドライン」が並立していたが，
2023年 7月，両者を一体的かつ整合的に実施できるよう，新たなガイドラインとして「PDCA
サイクルによる公的統計の品質確保・向上のためのガイドライン」（統計行政推進会議, 2023）
（以下「PDCAガイドライン」）に集約された．
このガイドラインは，各府省が統計作成プロセスについて自律的に PDCAサイクルを回す
ための指針を与えるものであり，それを実践するには，統計作成に関する業務マニュアルの整
備などが必要となる．このため，ガイドラインの整備と並行して，各統計調査の業務マニュア
ルを整備するための参考として，「統計作成ガイドブック」が作成され，各府省に提供された．
また，PDCAの「C（Check）」の実効性を高めるための重要な取組の一つである「統計作成プロセ
ス診断」については，統計作成プロセスの品質保証を行うための方針等が定められた．この中
には業務の各段階において品質の確保・向上に必要とされる「要求事項」が明記されており，統
計作成者はそれを満たすように業務設計と業務遂行の水準を向上させていく取組が PDCAガ
イドラインにおいても求められることとなった．

PDCAガイドラインの適用実績としては，前身のガイドラインのものも含め，2020年 10月
の運用開始から 2022年度末までに 239の統計調査に対して各府省自らが行う点検・評価が実
施されている．これが適用された統計調査においては， 1©オンライン調査の導入・拡充， 2©速
報値公表の追加， 3©業務委託・民間事業者の活用， 4©調査項目・集計項目の見直し， 5©業務マ
ニュアル内容の充実・共有化， 6©標本設計・推定方法の見直し， 7©調査実施期間・調査票提出
期限の見直し，などの多くの改善事例が報告されており，PDCAサイクルが統計の品質向上に
寄与していることが確認されている．
（2）統計作成プロセス診断の実施・充実
統計作成プロセス診断は，各統計の作成プロセスの適正化及び改善を図り，統計の品質向

上に寄与することを目的として，専門家が第三者の立場から診断を行うものである．この診
断は，第 3期基本計画（変更後）に基づき，2021年に一部の統計調査に対し試行的に実施され，
2022年度には，不適切事案が生じた受注統計と，それと同じ部署で作成されていた建築着工統
計の 2つの基幹統計に対して先行的な取組が実施された．
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これらの実績を踏まえ，2023年 7月に「統計作成プロセス診断の方針（フレームワーク）」が
決定され，以降，これに基づいて計画的に実施されている．この方針には，統計調査が満たす
べき「要求事項」が明示されており，これによって本格的な統計作成プロセス診断が可能となっ
た．統計作成プロセス診断は，統計作成府省による継続的な品質管理の取組の充実及び実効性
の確保を意図して行われるものであり，これにより，統計作成を担当する各府省の自主的な取
組を支援するものであることが「統計作成プロセス診断の方針（フレームワーク）」に明示されて
いる．また，これを通じて把握された改善などの好事例は，総務省を通じて府省横断的に横展
開することとされている．第 4期基本計画では「統計作成プロセス診断を全ての基幹統計調査
を対象に計画的に行う」（閣議決定, 2023, p.68）という目標が掲げられ，現在，その計画に沿っ
た対応が着実に進められている．
（3）体制整備及び人材育成
政府全体として総合的品質管理を充実・定着させていくためには，その業務を担う体制が必

要である．このため，2023年度から 40名の統計品質管理官が総務省に定員として措置され，
各府省の統計作成部署に派遣されている．統計品質管理官は，統計の総合的品質管理の中核と
して PDCAガイドラインに基づく各府省内での自主・自律的な統計作成プロセスの不断の見
直しの推進を図る役割を担う．また，各府省における総合的品質管理の支援のため，2023年 4
月，総務省は，品質管理等に関する相談対応を担う外部有識者として統計品質アドバイザー 8
名，統計技術アドバイザー 4名を任命している．
「品質はプロセスで作り込む」との考え方を実践する上では，担当職員には業務に必要な専門
性が求められる．毎勤統計事案及び受注統計事案では，問題発生の早期発見及び未然防止がで
きなかったことの一因として，担当職員に統計の専門知識が不足していたことが挙げられてい
る．このため，政府は，統計の専門資格として統計データアナリスト等を新たに設け，職員に
その資格の取得を督励している．この資格は，所定の研修を修了することに加え，一定の業務
経験を有することが要件とされている．2023年 3月末までに，政府全体で統計データアナリス
ト 27人，統計データアナリスト補 187人の認定が行われている．
統計専門人材の育成は，政府全体の人事方針にも取り入れられている．「令和 5年度におけ

る人事管理運営方針について」（内閣人事局, 2023）には，「「公的統計の整備に関する基本的な
計画」（令和 5年 3月 28日閣議決定）等を踏まえ，統計作成に携わる職員について，各府省等
が定める育成目標に従い，研修受講や統計データアナリスト等の資格取得の促進，能力向上と
適切な処遇配置，品質管理や誤り防止の取組等への的確な評価等を行い，EBPM及び統計人材
の確保と育成を着実に行う」（p.13）ことが明記されている．これにより，計画的な人材育成を
より強力に進めることが可能となる．

以上，最近の取組の一端を紹介した．公的統計の総合的な品質管理の取組は，第 4期基本計
画に沿って確実に進められており，基本計画を要とする公的統計全体の PDCAサイクルを回
すことを通じて，その取組は新たな課題に対応して進化を続けている．

4. 結び

以上説明したとおり，海外においても国内においても，公的統計の品質管理に関する取組が
段階的により高度なものに発展している．このような動向を通じて，公的統計の品質管理を成
功させるために重要な要素を 3点指摘しておきたい．

1点目は，公的統計の品質管理を進めるための概念及び枠組を明確に定め，それを現実の課
題に適用して改善を進めることである．
冒頭で述べたとおり，公的統計の品質の概念はとらえにくいものであるため，基本的な概念
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を明確に定義することは品質管理を進める上で不可欠な第一歩である．その上で，品質向上の
ための仕組みを構築し，実践する必要があるが，枠組が抽象的に存在するだけでは品質管理を
進めにくい．他方，現実には，統計に対する疑義，批判，さらには品質に影響する問題などが
発生する．そのような場合にこそ，具体的な課題に即して品質管理の枠組を効果的に実践する
ことが可能となる．新統計法は，このような枠組の根拠を与えるものであり，新統計法は公的
統計の品質管理の仕組みを支える重要な要素と言える．
公的統計の利用ニーズは，社会・経済の環境とともに常に変化し，品質の目標自体も変化す

ることから，品質向上の取組には終わりはない．品質管理の枠組を活用して継続的な品質向上
の取組を行いつつ，枠組自体も必要に応じて改良していくことが必要である．
統計の品質向上とは，ややもすると統計のエラーをなくすことと見なされがちだが，より重

要なのは利用価値を高めることである．品質管理が形骸化することのないよう，その本来の意
義を統計組織内に浸透させることが必要である．

2点目は，品質管理に関する各統計組織内での自律的な対応と政府全体を通じた連携である．
日本の統計制度は分散型であり，政府内の様々な機関が統計を作成している．公的統計の品質
向上のためには集中型に移行すべきとの議論もあるが，大規模な組織再編は容易ではなく，ま
た，組織の形態を変えることで直ちに品質が向上するほど簡単な問題ではない．多種多様な統
計の品質を 1か所で集中的に管理することは実務上困難であるので，一義的には各統計組織が
責任を持って自律的に品質管理を行うことが不可欠となる．このことは，統計組織を集中型に
変更したとしても同様である．現状は，すべての統計組織を通じた共通の方針・枠組が明確に
定められ，各組織が品質について責任を持って対応することが求められている．
しかし，府省によっては専門的なノウハウがない場合もあることから，中央統計機構である

総務省の統計機関（統計局，政策統括官，統計研究研修所）等が各府省に対し必要に応じてアド
バイスや支援を行うことが重要となる．また，重大事象を誘発するリスク要因に関する情報
や，各統計機関において良好な取組事例を横展開することも品質の向上に効果的である．
このような意味で，政府全体を通じた連携が非常に重要であり，その中で中央統計機関に期

待される役割は大きい．
3点目は，統計の品質向上には，公的統計の意義，仕組み等に関し国民の理解を得ることで
ある．
品質管理でしばしば用いられる表現に「後工程はお客様」というものがある．この言葉を統計

作成のプロセスに当てはめると，国民は統計作成の「前工程」と「後工程」の両方を担っている．
統計作成の前工程とは，統計調査などを通じて統計作成の原材料となる情報を国民から収集す
るプロセスに当たる．この工程においてしばしば発生する統計調査への非回答や回答誤りは，
しばしば統計の品質低下の原因となるので，正確かつ漏れのない回答が得られることが重要と
なる．その意味では，国民が，国の統計組織を「後工程はお客様」と考えてくれれば，統計の品
質向上に大きく貢献するだろうが，そのようなことはにわかには期待しがたいであろう．
他方，統計作成の後工程とは，作成した統計を国民の利用に供することに当たり，これにつ

いては統計組織が「お客様」に対して配慮しなければならないことは言うまでもない．本稿で説
明している公的統計の品質管理の取組はまさにこの部分に該当する．
このように，国民は統計作成の前工程と後工程の両方に関わっているので，前工程である統

計調査等において漏れなく正確な回答を提出することは，最終工程の「お客様」である国民自身
のメリットにはね返ってくる．統計機関が国民に対してこのような両面の役割を十分説明し，
理解を得るよう努力することは，統計の品質向上に寄与することとなる．その意味で，統計組
織は国民との良好なコミュニケーションの確立に努める必要がある．
統計の品質の維持・向上は，一義的には統計組織自らが努力すべきことであるが，それには
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国民の理解・協力が必要である．それには，統計組織はどのような場合でも誠実で分かりやす
い情報発信を行う必要がある．統計組織が努力を重ねても，不測のエラーが発生することもあ
るが，そのような場合にも，その情報を誠実に公開し，速やかに是正措置を講じて信頼回復に
努めなければならない．
このことと関連して，国民の統計リテラシーの向上に努めることは，公的統計の品質向上に

とって重要である．利用者が高い統計知識を持てば，公表された統計から新たな知見が引き出
されるなど，統計の利用価値が高まると期待される．そのためにも，統計学，データサイエン
ス，情報技術等の知識が国民に広まるよう，政府，学界，産業界等が連携して取り組むことが
大切である．
高い品質の公的統計が社会に提供され，有効に活用され続けるためには，社会全体として，

公的統計のこのような特質に関する理解が高まるよう継続的な努力が必要である．
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This paper outlines the efforts in total quality management of official statistics by
international organizations and the Government of Japan. Quality management in this
field has been developed stepwise since the 1990s. Among international efforts, the Fun-
damental Principles of Official Statistics established by the United Nations Statistical
Commission and the Special Data Dissemination Standard of the International Monetary
Fund have led to substantial improvements in the quality of official statistics worldwide.
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要 旨

本稿は，公的統計を社会の情報基盤と位置付けた現行の統計法において，その整備を進める
ことが定められた事業所母集団データベースの開発・整備の経緯と当該データベースの概要に
ついて紹介するとともに，今後の方向性について論じるものである．我が国の事業所母集団
データベースは，国際的には統計ビジネスレジスターと呼ばれるものに相当する．統計ビジネ
スレジスターとは，統計目的で利用される事業所・企業等の経済単位のデータベースで，通常
各国の国家統計局によって維持・管理されるものである．事業所母集団データベースは，経済
センサスや各種統計調査及び行政記録等をその情報源とし，事業所や企業に関する各種統計調
査のための母集団情報を提供するとともに事業所に関する統計を作成することを目的として整
備されている．本稿では，事業所母集団データベース構築の経緯を紹介した後，データベース
の概要について述べる．さらに，今後期待される発展の方向性として，データベースのカバ
レッジの更なる改善や国際連携などについても論じる．

キーワード：経済センサス，行政記録情報，サンプリング・フレーム，レジスター統
計，ビジネスデモグラフィー．

1. はじめに

現行の統計法は，1947年に制定された統計法が 2007年に全面的に改正されたものである．
改正の際の基本的な視点は「行政のための統計」から「社会の情報基盤としての統計」へというも
のであった（平田, 2007）．この改正においては，いくつかの重要な取組を新たに実施すること
が定められた．例えば，公的統計の整備に関する基本的な計画を策定することや調査票情報の
2次利用の推進などであるが，その中に「事業所母集団データベースの整備」も含まれていた．
「事業所母集団データベース」とは，統計法によれば，「事業所に関する情報の集合物であって，
それらの情報を電子計算機を用いて検索することができるように体系的に構成したもの」と定
義されている．
本稿においては，上記のように統計法において位置付けられることになった，社会の重要な

情報基盤の一つと考えられる「事業所母集団データベース」の開発・整備の経緯を国連等におけ
る国際的な動向を踏まえて紹介した後，現在の事業所母集団データベースの概要について述べ
る．さらに，事業所母集団データベースの今後の展開として，データベースのカバレッジ，国
際連携，同データベースに格納されたデータをある時点で集計して得られる事業所・企業に関

†長野大学 企業情報学部：〒 386–1298 長野県上田市下之郷 658–1
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する統計（レジスター統計）の作成及び事業所・企業の動態統計（ビジネスデモグラフィー統計）
の作成などについて論じる．
なお，本稿における事業所母集団データーベースの概要については，主に同データベースの

情報源や利用についてまとめたものであり，データベース本体の技術的仕様等のシステムに関
する事項についての紹介は別の機会に譲ることとする．

2. 統計ビジネスレジスターとしての事業所母集団データベース

我が国の「事業所母集団データベース」は，国際的には「統計ビジネスレジスター」（Statistical
Business Register）というものに相当する．統計ビジネスレジスターとは，統計目的で整備され
た事業所や企業などの経済単位のデータベースのことで，「統計ビジネスレジスターに関する
国連ガイドライン」（United Nations, 2020）によれば，次のように定義されている．すなわち，
統計ビジネスレジスターとは，「国家統計局によって維持管理される，ある地域範囲について
の定期的に更新される経済単位の構造化データベースで，統計目的に利用されるもの」（筆者
訳）である．
なお，「統計ビジネスレジスター」という用語に付されている「統計」という言葉は，行政目的
で利用される事業所・企業の登録簿である「ビジネスレジスター」と区別するためのものと考え
られるが，特に支障のない場合には単に「ビジネスレジスター」と呼ばれている．
事業所母集団データベースは，統計法第 27条に基づき総務大臣が整備することとされてい

る．整備の目的は，統計法によれば，「行政機関等による正確かつ効率的な統計の作成及び統
計調査その他の統計を作成するための調査における被調査者の負担の軽減に資すること」とさ
れている．また，その利用の目的として統計法では 2つ挙げられている．1つは，事業所に関
する統計を作成するための調査の対象の抽出のためであり，もう 1つは，事業所に関する統計
の作成のためである．
データベース整備に当たっての具体的な企画は総務省統計局が担い，整備に関する様々な取

組は，各府省や独立行政法人統計センター（以下「統計センター」という）の協力の下，進められ
ている．

3. 統計ビジネスレジスターに関する国際的取組

海外の政府統計機関では，欧州の統計機関を中心に早くはノルウェーやフィンランドなどで
1960年代半ばからビジネスレジスターの整備が始められたが，デンマーク，スイス，カナダな
ど多くの国々では 1980年代以降にその構築にとりかかっている（Blancas, 2022）．そのような
動きの中で，1986年にビジネスレジスターに関する経験を交換するための国際的な専門家グ
ループによる「ビジネスフレームに関する国際円卓会議」（International Roundtable on Business
Survey Frames）が組織され，第 1回の会合がオタワ（カナダ）で開催された．この会議は，国連
の統計委員会にその活動が承認されたいわゆるシティグループの一つに位置付けられ，2007年
には他のシティグループの名づけ方に合わせて「ビジネスレジスターに関するヴィースバーデ
ングループ」（Wiesbaden Group on Business Registers; 以下，単に「ヴィースバーデングルー
プ」という）と改名された（United Nations Statistics Division, 2024a）．このヴィースバーデン
グループの会合には欧米の統計部局からの統計専門家が中心となって参加しているが，我が国
の統計部局からも毎回のように参加し，論文を発表するなど情報交換を行ってきている．
なお，国連のシティグループは，統計手法の開発と実装における特定のテーマに関する課題

について議論し，対処するための非公式協議グループとして各国統計局等の専門家を参加メン
バーとして結成されてきたもので，扱われるテーマは例えば，ビジネスレジスターや物価指数，
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サービス統計など，グループごとに定められている．各グループの名称は，その多くが最初の
会議が開催された場所にちなんだものとなっているため，総称してシティグループと呼ばれて
いる．シティグループでの議論の結果は国連統計委員会に報告され，国際統計基準の開発・改
善などに役立てられている．
ヴィースバーデングループの会合は，2008年までは毎年開催されてきたが，それ以後は隔年
で開催されるようになり，これが開催されない年には国連欧州経済委員会（UNECE）が中心と
なってビジネスレジスターに関する専門家会合（Meeting of the Group of Experts on Business
Registers）が開催されることとなったため，結果的にビジネスレジスターに関する専門家会合
が毎年のように開催されることは継続されている．
このような流れの中で，ビジネスレジスターに関する国際的なガイドラインが作成されるよ

うになった．2015年には国連欧州経済委員会（UNECE）によって「統計ビジネスレジスターに
関するガイドライン」（United Nations Economic Commission for Europe, 2015）が作成された．
このガイドラインは，2003年に欧州委員会統計局（Eurostat）により作成され 2010年に第 2版
として改訂された「ビジネスレジスター推奨マニュアル」（Eurostat, 2010）を元に作られており，
統計ビジネスレジスターを構築・維持していくための実用的ガイダンスと推奨事項を提供する
ものとなっている．
この UNECEのガイドラインを元に国連によって，統計制度があまり発達していない国々
にも適用できるように「統計ビジネスレジスターに関する国連ガイドライン」が作成されてお
り，現在のところ 2020年版の最終稿が国連ウェブサイトで公開されている（United Nations,
2020）．

4. 事業所母集団データベース開発の経緯

我が国では，上記の国際的動向と連動する形で事業所・企業に関するデータベースの構築が
進められてきた．本節では，同データベースの開発の経緯を 橋（2007a, 2007b）に基づき紹介
する．

4.1 事業所に関する初期のデータベース
前述のように現在の我が国の「事業所母集団データベース」は 2007年に統計法が全部改正さ
れた際にその整備が定められたものであるが，それ以前にも統計ビジネスレジスターに相当す
る，事業所に関するデータベースの整備が総務省統計局により進められていた．
事業所に関する最も初期のデータベースは，1998年 1月に運用を開始した「事業所・企業名

簿情報データベース」である．このデータベースは，事業所や企業に関する様々な標本調査の
標本抽出枠（サンプリング・フレーム）となる事業所や企業の名簿を各府省に提供することを目
的に構築されていた．データベースの情報源は，平成 8年事業所・企業統計調査の調査結果の
みであり，また，データベースの各府省での利用はオフラインのみとなっていた．
次に開発されたデータベースは「事業所・企業データベース」と呼ばれ，2002年 4月からその
運用が開始された．事業所・企業データベースは，統計調査の実施のための事業所・企業の母
集団情報の提供及び各事業所・企業が各種の統計調査の標本として選定されたか否かに関する
履歴情報の提供を目的としていた．この履歴情報は，特定の事業所・企業が一定の回数を超え
て標本として選定されることを回避するために利用され，報告者負担の軽減に寄与するもので
あった．事業所・企業データベースの主要な情報源は，事業所・企業統計調査，商業統計調査，
工業統計調査，及び法人企業統計調査の最新の調査結果であり，また，各府省は，当時の中央
省庁の通信ネットワークであった霞が関WANを通じてこのデータベースへアクセスすること
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が可能となっていた．

4.2 新しいデータベースの必要性
事業所・企業データベースは，その目的に沿った一定の役割を果たしていたが，以下に述べ

るような改善すべき点がいくつか明らかとなっていた．
まず，第 1の点は，データベースのデータ更新があまり頻繁でないことであった．事業所・
企業データベースの主要な情報源であった事業所・企業統計調査等の統計調査のデータは，調
査の実施間隔に従って得られるため，データベースのデータが全体的に更新されるのに 2年か
ら 3年の期間が必要となり，他の統計調査のための母集団情報の提供というデータベースの役
割を踏まえると，更新頻度の更なる改善が望まれていた．
第 2の点は，データ更新に相当程度のタイムラグが生じていたことであった．前述のように

データベースの情報源は主に大規模な統計調査の結果であるが，各々の統計調査の実施から結
果の公表までは通常少なくとも数ヶ月を要する．その上，データベースの更新に利用される
データが提供されるのは，さらにその一定期間後となっている．例えば，2004年に実施された
事業所・企業統計調査（2004年 6月 1日現在で実施）の結果に基づきデータベースのデータが更
新されたのは調査日から 20ヶ月以上後のことであった．
第 3の点としては，その利用方法であった．事業所・企業データベースは，当初の目的に
従って事業所・企業の母集団情報を提供することに加え，各種統計調査の標本として選定され
た履歴情報を提供することにより，特定の事業所・企業が各種統計調査の標本として過度に選
定されないように調整する役割を果たしていた．しかし，当時諸外国において進められてい
た，統計ビジネスレジスター自体から統計を作成する取組については，まだ事業所・企業デー
タベースにおいては実現されていなかった．
上記の状況を改善するため，総務省統計局において事業所・企業に関する新たなデータベー

スを構築することとなった．以下では，新たなデータベースを構築するに当たり，当時進めら
れていた新データベースを取り巻く大きな流れについていくつか述べる．

4.3 統計調査等業務の業務・システム最適化計画
2006年 3月 31日に当時の各府省情報化統括責任者連絡会議において，「統計調査等業務の業
務・システム最適化計画」（以下，「最適化計画」という）が決定された（各府省情報化統括責任
者連絡会議, 2006）．この最適化計画に基づき，それまで各府省によってそれぞれ別々に開発・
運用されてきた統計に関する情報システムを統合することにより，業務とシステムの簡素化と
合理化が図られることとなった．統合後のシステムには「政府統計共同利用システム」という名
称が与えられることとなり，2008年 1月から運用が開始され，その後改良が加えられつつ現在
でも運用が行われているものである．
政府統計共同利用システムは，事業所母集団データベース（当初は，事業所・企業データベー

ス），オンライン調査システム，統計地理情報システム（統計 GIS）等の 13のシステムから構成
されており，そのシステムの構成は図 1に示すとおりである．この最適化計画において，事業
所母集団データベースで整備する母集団情報の基礎となる統計調査として経済センサスを用い
ることとされ，母集団情報の更新は，各種統計調査の結果や行政記録情報等を活用して随時行
うものとされた．
なお，事業所母集団データベースは，後述する「公的統計の整備に関する基本的な計画」（第

I期基本計画）に基づき必要となる機能が追加されるまでは引き続き「事業所・企業データベー
ス」という名称を用いることとされた．



我が国における統計ビジネスレジスターの整備 179

図 1．政府統計共同利用システムの構成図．独立行政法人統計センター（2022）を元に筆者が
加工．

4.4 統計法の全部改正
「経済財政運営と構造改革に関する基本方針 2004」（2004年 6月 4日閣議決定）において既存
統計の抜本的見直しや統計制度の充実が掲げられたことを受けて，2004年 11月に経済社会統
計整備推進委員会（以下「推進委員会」という）が内閣府に設置され，経済社会統計の整備の推進
を図るための議論が開始された．議論の結果は 2005年 6月 10日に「政府統計の構造改革に向
けて」と題する報告書としてまとめられた（内閣府経済社会統計整備推進委員会, 2005）．報告
書では，経済センサスの創設，GDP関連統計などの既存統計の抜本的見直しや統計制度の充
実についての具体案が提言された．
推進委員会の報告書の公表直後には「経済財政運営と構造改革に関する基本方針 2005」（2005

年 6月 21日閣議決定）が公表され，統計法制度を抜本的に見直す方針が打ち出された．この方
針に沿った形で 2005年 9月に推進委員会の後継組織として内閣府に統計制度改革検討委員会
（以下「検討委員会」という）が設置された．この検討委員会において統計制度の抜本的見直しに
関する議論が行われ，その検討結果として，2006年 6月 5日に「統計制度改革検討委員会報告」
が公表された（統計制度改革検討委員会, 2006）．この報告書は，「推進委員会」の報告書と併せ
て，我が国の統計の改革に向けた基本的な認識を示し，時代の変化に対応した新たな統計整備
の仕組みについて提言するものとなっている．その提言の主要なポイントとして，統計に関す
る新たな法制度を整備することとと併せて，ビジネスフレーム（事業所・企業に関する共通の母
集団情報）を整備することも挙げられていた．なお，上記の推進委員会及び検討委員会におけ
る議論の経過については，井上（2008）に詳しく記されているのでそちらも参照いただきたい．
上で述べた経緯を受けて「経済財政運営と構造改革に関する基本方針 2006」（2006年 7月 7

日閣議決定）において，統計法制度を抜本的に改革するための法律案を次期通常国会に提出す
ることとされた．この統計法を全部改正する法案は 2007年 2月 13日に国会に提出され，5月
16日に可決成立し，5月 23日に公布された．公的統計は，改正された統計法（以下，特に断り
のない場合，「統計法」はこの改正された法律のことを指す）の第 1条において「国民にとって合
理的な意思決定を行うための基盤となる重要な情報」と位置付けられることとなった．
既に言及したように統計法第 27条では，行政機関等による正確かつ効率的な統計の作成及
び統計調査その他の統計を作成するための調査における被調査者の負担の軽減に資することを
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目的として，基幹統計調査又は一般統計調査に係る調査票情報の利用，法人その他の団体に対
する照会その他の方法により，総務大臣が「事業所母集団データベース」を整備することとされ
た．また，同法第 27条第 2項では，行政機関の長，地方公共団体の長その他の執行機関又は
独立行政法人等は，以下の目的のため，総務大臣から事業所母集団データベースに記録されて
いる情報の提供を受けることができるものとされた．

（1）事業所に関する統計調査その他の事業所に関する統計を作成するための調査の対象の
抽出

（2）事業所に関する統計の作成

4.5 事業所母集団データベースの整備に関する計画
統計法第 4条において，「政府は，公的統計の整備に関する施策の総合的かつ計画的な推進
を図るため，公的統計の整備に関する基本的な計画（以下この条において「基本計画」という）を
定めなければならない」とされている．この基本計画は，2009年 3月に最初の計画（以下「第 I
期基本計画」という）が策定され，おおむね 5年ごとに統計をめぐる社会経済情勢の変化を勘案
して変更するものとされている．
基本計画はその後これまでに，2014年 3月，2018年 3月（2020年 6月に一部変更）及び 2023
年 3月と大きく 3回にわたり変更されてきた（それぞれ，「第 II期基本計画」，「第 III期基本計
画」，「第 IV期基本計画」と呼ばれている）．基本計画の変更に当たっては，学識経験者から構
成される統計委員会（統計法に基づき総務省に設置）において調査審議がなされた後に閣議決定
が行われている．また，統計委員会は，統計法に基づき毎年度総務大臣から統計法の施行状況
について報告を受けることとなっており，その際には総務大臣又は関係行政機関の長に対して
意見を述べることができるとされている．すなわち，基本計画を含む統計法施行の PDCAサ
イクルの中で統計委員会が非常に重要な役割を担っていることになる．
これらそれぞれの基本計画では，事業所母集団データベースの整備についても具体的な計画

が記されており，同データベースはこの計画に沿って整備が進められてきている．各期におい
て事業所母集団データベース関連で記載された計画のうち，データベース整備において中心的
な役割を果たしている総務省に関連する主なものは，以下のとおりである（詳しくは付録の表
A-1～表 A-5を参照）．
まず，第 I期基本計画（2009年 3月閣議決定）においては，事業所母集団データベース整備の

ために，経済センサス -活動調査の中間年に経済センサス -基礎調査を実施すること，法人企業
の母集団情報整備のために往復郵便等による業種名，従業者数，事業所数等の照会を定期的に
実施すること，雇用保険適用事業所等に関する届出情報から事業所等の新設，廃業等を把握す
ることなどについて定められた．
この第 I期基本計画が策定されたことを受けて総務大臣が事業所母集団データベースを具体

的に整備していくことになったわけであるが，まず初めに「事業所母集団データベースの整備
方針」が 2011年 3月 25日に総務大臣により決定された（総務省, 2011）．この整備方針では，事
業所母集団データベースの整備に関して，その目的，整備サイクル，統計関係業務支援機能の
整備，記録する統計調査，行政記録情報等の活用，及び整備スケジュールが定められた．この
後，この方針を出発点として事業所母集団データベースの整備が進められることとなった．

2014年 3月に閣議決定された第 II期基本計画では，新たな行政記録情報等の活用や企業へ
の直接的な照会などにより企業組織構造の変化を継続的に確認する方法について検討すること
や，事業所母集団データベースを活用して，我が国の事業所・企業の実態を把握する統計に加
え，事業所・企業の異動状況や産業の成長・衰退等に着目した統計を作成することなどが定め
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られた．
また，第 III期基本計画（2018年 3月閣議決定, 2020年 6月一部変更）においては，経済セン

サス -基礎調査をローリング調査や統計センターにおけるプロファイリング活動に移行し，事
業所・企業や各種法人等に係る母集団情報の更なる整備促進を図ること，法人番号を事業所母
集団データベースに登録すること，レジスター統計の作成内容について検討を行うことなどが
計画された．
さらに，最新の第 IV期基本計画（2023年 3月閣議決定）では，経済センサス -活動調査の中間

年における事業所母集団データベースの更なる整備を図るため，事業所・企業の基本的事項の
更新範囲や頻度を高めることについて，経済センサス -基礎調査の見直しを含めて検討を行う
こととされた．

5. 事業所母集団データベースの概要

事業所母集団データベースの整備は，上述の「事業所母集団データベースの整備方針」に基づ
き開始され，その後は幾たびか変更された「基本計画」に沿って整備が進められており，本稿の
執筆時点においても引き続き第 IV期基本計画に従って進められているところである．以下で
は，事業所母集団データベースの概要について，総務省（2011），独立行政法人統計センター
（2022）及び総務省統計局（2024）に基づき述べる．

5.1 データベースの構成単位
事業所母集団データベースに収録されているデータの基本的な単位は，事業所である．事業

所の定義は，後述する同データベースの主要な情報源である経済センサスにおける事業所の定
義（日本標準産業分類における定義に準拠）に従っている．具体的には，令和 3年経済センサス -
活動調査の用語の解説（総務省統計局, 2021b）によると，事業所の定義としては，以下のよう
に述べられている．

事業所とは，経済活動が行われている場所ごとの単位で，原則として次の要件を備え
ているものをいう．
•一定の場所（1 区画）を占めて，単一の経営主体のもとで経済活動が行われている
こと．

•従業者と設備を有して，物の生産や販売，サービスの提供が継続的に行われている
こと．

すなわち，事業所とは，一般に工場，製作所，事務所，営業所，商店，飲食店，旅館，娯楽
場，学校，病院，役所，駅，鉱業所，農家等と呼ばれるものである（総務省, 2013）．

5.2 データベースの主な機能
事業所母集団データベースの整備の目的は，既に述べたように統計法第 27条に規定されて
いるとおり，（1）行政機関等による正確かつ効率的な統計の作成及び（2）統計調査その他の統計
を作成するための調査における被調査者の負担の軽減に資することである．この目的を達成す
るためにこのデータベースは以下に示すようないくつかの機能を備えている．

•事業所と企業に関する母集団情報を保持すること
•各種統計調査を実施する府省等に母集団情報を提供すること
•各種統計調査の標本として抽出された履歴を保持すること
•母集団情報提供の際，調査対象者の負担を平準化すること（重複是正）
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5.3 データベースの情報源
5.3.1 経済センサス
事業所母集団データベースの基盤情報となっているのは，経済センサスの調査結果である．

経済センサスには，基礎調査と活動調査の 2種類の調査がある．経済センサス -基礎調査は，す
べての産業分野における事業所及び企業の基本的構造—例えば事業の内容や従業者数など—
を把握するための調査で，これまで 2009年，2014年及び 2019年の各年度に実施されてきた．
一方，経済センサス -活動調査は，全ての産業分野における事業所及び企業の経済活動の実態—
例えば売上（収入）など—を明らかにするための調査で，これまでに 2012年，2016年，2021年
に実施されてきた．
このうち 2019年に実施された経済センサス -基礎調査は，基本計画に基づきローリング形式
で行われており，2019年 6月 1日から 2020年 3月 31日までの期間に主に事業所の開業・廃業
状況を把握する目的で実施された．なお，ローリング形式の調査とは，調査を 1時点で全国的
に実施するのではなく，地域ごとに順次日にちをずらして一定期間内に全国の調査を完了させ
る形態の調査方法である．

5.3.2 各種統計調査
経済センサス以外の統計調査についても，事業所母集団データベースに記録されている値の

補完など，情報の更新のために利用されている．利用する統計調査は，以下の基準により選定
されている．

•特定の産業において，悉皆（又はおおむね悉皆）となっている統計調査
•幅広い産業を対象とし，一定の悉皆層を有する統計調査
•幅広い産業を対象とし，調査客体数が多い統計調査
•行政記録情報等と連動することにより，新たな統計の作成が期待される統計調査
•その他一般統計調査のうち，特に事業所母集団データベースの整備に有効であると考えら
れる統計調査

上記の基準により選定された統計調査を所管府省ごとに整理したものを表 1に示す．

5.3.3 行政記録情報等
統計調査結果に加え，行政記録情報も事業所母集団データベースの更新のための情報源とし

て利用されている．利用されているのは，主に労働保険情報及び商業・法人登記簿情報である．
労働保険情報については，毎月，厚生労働省より雇用保険・労災保険の加入等に関する情報

を入手し，また，商業・法人登記簿情報については，毎月，法務省より商業・法人登記簿に基

表 1．事業所母集団データベースの更新に利用されている統計調査（経済センサス以外）．
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づく法人の設立，移転，商号変更，合併，解散等の情報を入手している．ただし，労働保険情
報からは，雇用者のいる事業所のみの情報が得られ，また，商業・法人登記簿情報からは法人
の情報のみが入手できていることに留意が必要である．
これらの行政記録に基づく情報は，事業所の新設や廃業を捉えることを主な利用目的として

いるが，行政記録に新たに登録されたからといって，必ずしもそれが新たに活動を開始した事
業所，又は活動を廃止した事業所であるとは限らないため，総務省では，これらの行政記録情
報に基づき，関係の事業所・企業に対して郵送や電話等による照会を行って，新設・廃業に関
する正しい情報を事業所母集団データベースに格納するようにしている．さらに，2023年か
らは，この事業所・企業に対する照会範囲を拡大し，存続する事業所・企業のうち複数事業所
企業に対して売上高，従業員数等の基本的事項を郵便で照会する事業を開始することとしてお
り，結果として売上高でみて 90%に相当する事業所に関する基本的事項の情報を毎年更新で
きるようになる予定である（Kurematsu et al., 2023）．
一方，必ずしも事業所母集団データベースへの直接の情報源ということではないが，事業所

母集団データベースの精度向上に資する取組の一環として，基本計画に基づき統計センターに
おいて企業調査支援事業（プロファイリング活動）が実施されている．
プロファイリング活動とは，企業ごとに専任の担当者（サポートスタッフ）が割り当てられ，

企業との関係を密に構築しながら情報を収集する取組のことで，統計センターにおいては，
2019年以降このプロファイリング活動を導入し，約 5,000企業を産業分類等で 5つのグループ
に分け，1グループあたり 6名のサポートスタッフを配置した 5つのチームを編成して対応に
当たっている．サポートスタッフ 1人当たり約 160企業を担当し，統計調査への回答支援と正
確な回答データの作成を実施している．回答支援の内容は，企業の回答者の把握，企業の合
併・分割等の把握，調査対象名簿の整備，調査に関する情報提供，問い合わせへの対応，調査
票の回収・督促，回答内容の審査・訂正，企業への照会などである．
このプロファイリング活動は，経済センサスや経済構造実態調査など企業を対象とする統計

調査に適用され，調査に回答する企業を支援することを通じて調査の精度を確保し，ひいては
事業所母集団データベースの精度向上に役立てられているところである．

5.4 格納・提供される母集団情報
上記のように様々な情報源から得られる情報が事業所の母集団情報としてデータベースに格

納されるわけであるが，格納される項目は，経済センサス -活動調査における産業共通の調査事
項が基本となっている（具体的な調査事項は，例えば 2021年の経済センサス -活動調査の産業
共通調査票の調査事項（総務省統計局, 2021a）を参照いただきたい）．また，調査事項をデータ
ベースに格納する際には詳細な符号化が行われ，結果としてデータベース内の項目数は約 250
項目となっている．
データベースに収録されているデータのレコードは，主に各回の経済センサスの結果により

更新される．例えば，2021年の経済センサス -活動調査に関しては，活動中の事業所（前回調査
から存続している事業所及び新設された事業所で，約 600万事業所）のデータ更新及び追加並
びに廃業事業所（約 150万事業所）への廃業識別コードの付与が行われている．さらに，5年ご
との経済センサス -活動調査の中間年には行政記録情報等を活用した情報収集により新設・廃
業の事業所を捉えて，その情報をデータベースに付加していくため，データベースのレコード
数は年々増加することとなる．なお，2024年 2月現在のデータベース内のレコード数（事業所
数）は，約 1,400万レコードである．
事業所母集団データベースに格納された母集団情報は，「年次フレーム」という名称で毎年更
新され，統計法に基づき統計調査の対象の抽出又は統計の作成を行うことを目的として，国の
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行政機関，都道府県，市区町村等に提供されている．
年次フレームで提供されている項目は前述の経済センサス -活動調査における産業共通の調

査事項が基本となっているが，その主なものは以下のとおりである．

•事業所に関する項目
名称，所在地，電話番号，事業の開始日，単独・本所・支所の別，売上高，従業者数，常
用雇用者数，産業分類 など

•企業に関する項目
経営組織，法人番号，資本金，売上高，従業者数，常用雇用者数，産業分類 など

なお，これまで述べてきた事業所母集団データベースの要点を模式図として図 2に示す．

5.5 報告者負担の軽減措置
事業所母集団データベースの持つ機能の一つである，統計を作成するための調査での報告者

の負担軽減を図るため，同データベースには統計調査の標本として選定された回数に関する情
報を各事業所のデータに付与して保存している．この情報を活用して，各事業所・企業が統計
調査の標本として過度に選定されないよう選定回数の上限を設定している．上限値は，会社等
の資本金や従業者数によって定められており，具体的には表 2のとおりである．
ただし，以下に示す事業所・企業は，選定回数の上限設定からは除かれている．

図 2．事業所母集団データベースの模式図．独立行政法人統計センター（2022）を元に筆者が
加工．

表 2．統計調査の標本として選定される回数の上限．
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•全数調査の対象となるもの
•集落抽出法による標本調査で，集落内の全てを調査対象とする統計調査の対象となるもの
•調査実施時に調査対象が決まる統計調査の対象となるもの
•層別抽出法による標本調査で，一部悉皆部分に含まれるもの
•国の機関に係るもの並びに地方自治法に規定する普通地方公共団体及び特別地方公共団体
（特別区など）の機関に係るもの

6. おわりに

結びに代えて，今後の事業所母集団データベースの更なる発展が期待される事項についてい
くつか述べる．

6.1 データベースのカバレッジ
事業所母集団データベースは，事業所と企業に関する母集団のフレームとして機能すること

を意図したものと考えられるが，第 III期基本計画において「法人企業統計の母集団名簿と事
業所母集団データベースの企業数等のかい離」を改善するための方策を検討することとされて
いることからもわかるように，データベースのカバレッジが完全でない可能性を指摘されてい
た．実際，2016年の時点では経済センサス -活動調査で捉えられた法人数が約 190万法人であ
るのに対して，法人企業統計の母集団名簿による法人数が約 293万法人となっており，経済セ
ンサスの方が 100万法人程度少ない状況となっていた．
これを受けて総務省統計局により，2019年に実施された経済センサス -基礎調査において，

国税庁が提供している法人番号公表サイトから約 160万法人の名簿（名称・所在地）を追加する
とともに，2016年以降に事業所・企業に照会して把握した新たな法人の名簿約 10万法人を追
加して現地調査を通じてそれらの法人の活動状態を確認することが行われた．その結果，活動
状態を確認できた約 100万法人が事業所母集団データベースに新たに登録されるに至った（総
務省統計局, 2022）．
このように，事業所母集団データベースのカバレッジは法人企業については大きく改善され

てきているが，個人企業に関してはまだ改善の余地が残されていると考えられる．小規模な個
人企業については，経済センサスでその存在を把握することが困難な場合があるとともに，先
に述べた経済センサス後に実施している事業所・企業に対する照会事業において利用されてい
る労働保険情報及び商業・法人登記簿情報からは，雇用者のいない個人企業に関する情報が得
られないため，それらの個人企業についての開業や廃業の情報の更新が現状では困難な状況に
あると考えられる．
これに対して，政府部内では国税庁が管轄する個人事業主に関する e-Taxの申告情報を経済
センサスにおいて活用できないか検討を行っており（内閣官房, 2021），今後このような検討が
実を結び，データベースのカバレッジの更なる改善が進むことが期待される．

6.2 国際連携
ビジネスレジスターに関する国際的な取組については，本稿の第 3節において紹介したとこ
ろであるが，今後ますます国際的な連携が重要となってくると考えられるため，ここではこれ
に関する事項について述べる．
前述のように，ビジネスレジスターに関する国際的な専門家会合であるヴィースバーデング

ループや UNECE等によるビジネスレジスターに関する専門家会合に我が国の統計部局からも
たびたび参加をして情報交換を行ってきているところである．また，統計ビジネスレジスター
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に関する国連ガイドラインの作成に際してはそれを扱う企業・貿易統計専門家委員会が 2018
年度に国連統計委員会の下に設置され（United Nations Statistics Division, 2024b），その会合
に我が国統計部局からも参加するなど，我が国としてビジネスレジスターに関する国際的な連
携に積極的に関わってきている．
この国連の企業・貿易統計専門家委員会は，企業関連統計の開発のための調整とガイダンス

を提供することを目的としており，ビジネスレジスターもその専門家委員会での議論のテーマ
の一つとして位置付けられている（United Nations Statistics Division, 2024c）．この専門家委
員会にはビジネスレジスター，企業の単一識別子，起業家精神などに関するいくつかのタスク
チームが設置されている．このうちビジネスレジスターに関しては，ビジネスレジスターに
地理空間情報を組み込むこと，多国籍企業のグローバルレジスター，ビジネスレジスターと
貿易レジスターの統合，企業の単一識別子に関する世界的取組などが議論されている（United
Nations Statistical Commission, 2024）．
近年，企業の多国籍化が進展しており，各国が整備しているビジネスレジスターもその国内

だけでは留まらず，国際的な接続・連携が求められるようになってきている．また，ビジネス
レジスターに地理空間情報を組み込むに際しては，国際的に標準化された体系に基づくものを
利用していく必要がある．このように今後ますます国際的な連携が重要となってくるため，我
が国としても引き続き積極的に国際的な活動に関与していくことが期待される．

6.3 レジスター統計
事業所母集団データベースの利用目的のひとつに，事業所に関する統計を作成することがあ

る（統計法第 27条第 2項）．これに関連して前述のように，2018年 3月に閣議決定され，2020
年 6月に一部変更された第 III期基本計画において「レジスター統計」の作成内容について検討
を行うこととされた．
総務省では，まず，2019年の年次フレームを基にレジスター統計を集計することからこの課

題への取組を開始した（Yagi et al., 2021）．ただし，事業所母集団データベースは，これまで
5年に 2度実施されてきた経済センサスの中間年においては，特定の産業や調査事項等の情報
が更新されるのみであるので，レジスター統計を年次で作成していくために一定程度の推計を
行っている．推計計算においては，経営組織や産業，事業所・企業が新設か存続かの別によっ
て異なる推計モデルを作成し，付加価値額等の推計が行われている（総務省統計局, 2021c）．
レジスター統計は，これまでのところ，2019年及び 2020年の年次フレームを基に 2カ年分
についてその試算値が公表されている．作成されている試算値には，事業所数，企業数，従業
者数，売上（収入）金額，付加価値額等の経理事項が含まれている．なお，この試算に用いられ
ている集計方法や推計方法等については研究段階のものであり，今後さらに改善されていくこ
とが期待される．

6.4 ビジネスデモグラフィー統計
事業所母集団データベースから作成される統計としてこれまでに公表されたレジスター統計

の試算値は，毎年の年次フレーム作成時点のいわゆるスナップショット（静態）としての事業
所・企業の状態を表す統計である．これに加えて原理的には，事業所母集団データベースから
事業所・企業の動態を表す統計も作成することが可能である．これはビジネスデモグラフィー
統計と呼ばれているものである．ビジネスデモグラフィー統計は，「統計ビジネスレジスター
に関する国連ガイドライン」（United Nations, 2020）によると，「特定の期間における企業（や事
業所）の開業数，廃業数のデータや，前の期間に開業して存続している企業（や事業所）の数に
関するデータを提供するものである」（筆者訳）とされている．
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我が国において実際に事業所母集団データベースからビジネスデモグラフィー統計が作成で
きるようになるためには，例えば税務情報などの更なる情報源に基づいてデータベースがより
広範囲・頻繁に更新されるようになる必要があると考えられ，今後の進展が期待されるところ
である．
なお，複数の経済センサス（又は事業所母集団データベースから作成される年次フレーム）の
結果を基にビジネスデモグラフィー統計を確率的に推計する方法も筆者を中心に研究・開発し
ているところである．一般に，経済センサス等 1年以上の間隔で実施される統計調査の結果に
基づくビジネスデモグラフィー統計の推計においては，いわゆる「短命の開業企業」（経済セン
サス等の調査実施後に開業し，次の調査の前に廃業してしまいセンサス等では捉えられない企
業）が見落とされてしまうことが指摘されている（Ahmad, 2006）．筆者らの研究においては，そ
れらの「短命の開業企業」も考慮に入れた推計モデルを開発し，ビジネスデモグラフィー統計の
推計値の試算を行っている（Takahashi, 2022）ことを参考までに記しておきたい．

6.5 ユーザーの拡大
統計法によると，事業所母集団データベースに記録されている情報を利用できるのは，国や

地方公共団体などの公的機関に限られている．したがって現状では研究者が研究目的で利用す
ることはできず，研究者が事業所・企業の母集団情報を利用する際には，経済センサスの調査
票情報をオンサイト施設などで利用することとなり，その場合は当然，センサスとセンサスの
中間年の事業所・企業の新設・廃業等の情報—すなわち，ビジネスデモグラフィーに関する情
報—を利用することはできない．
前述のように仮に将来，事業所母集団データベースが今まで以上に広範囲・頻繁に更新され

るようになり，このデータベースから直接ビジネスデモグラフィー統計が作成できるような段
階になった際には，研究者が研究目的でこのデータベースを利用できるようになることが望ま
れる．
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付 録

A. 「公的統計の整備に関する基本的な計画」における事業所母集団データベース整備関連の
主要な計画

表 A-1．第 I 期基本計画における事業所母集団データベース整備関連の主要な計画．（「別表
今後 5年間に講ずべき具体的施策」のうち，「第 2 公的統計の整備に関し総合的かつ
計画的に講ずべき施策」部分より）
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表 A-2．第 II期基本計画における事業所母集団データベース整備関連の主要な計画．（「別表
今後 5 年間に講ずる具体的施策」のうち，「第 3 公的統計の整備に必要な事項」部分
より）

表 A-3．第 III期基本計画における事業所母集団データベース整備関連の主要な計画（その 1）．
（「別表 今後 5年間に講ずる具体的施策」のうち，「第 2 公的統計の整備に関する事項」
部分より）（注）表 A-3～表 A-5の「具体的な措置，方策等」欄において，基幹統計に係
る事項を「◎」とし，その他の公的統計に係る事項を「○」としている．
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表 A-4．第 III期基本計画における事業所母集団データベース整備関連の主要な計画（その 2）．
（「別表 今後 5年間に講ずる具体的施策」のうち，「第 2 公的統計の整備に関する事項」
部分より）
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表 A-5．第 IV期基本計画における事業所母集団データベース整備関連の主要な計画．（「別表
今後 5 年間に講ずる具体的施策」のうち，「第 2 公的統計の整備に関する事項」部分
より）
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Development of the Statistical Business Register in Japan
—“Establishment Frame Database” as an Important Information Base

for Society—

Masao Takahashi

Faculty of Business and Infomatics, Nagano University

This report provides an overview and possible future directions for developing the
Establishment Frame Database, stipulated by the current Statistics Act, which positions
official statistics as an information base for society. Databases such as the Establishment
Frame Database in Japan are internationally referred to as statistical business registers,
which are databases of economic units such as enterprises and establishments and are used
for statistical purposes; they are typically maintained and managed by national statisti-
cal offices in various countries. The Establishment Frame Database is designed to utilize
information sources such as the Economic Census, various statistical surveys, and admin-
istrative records to provide population information about establishments and enterprises
for various statistical surveys and to create statistics related to establishments. In this
report, after a brief history of the Establishment Frame Database is provided, an overview
of the database is presented, followed by discussions of future possible directions, including
further improvement of the coverage of the database and international cooperation.

Key words: Economic Census, administrative records information, sampling frame, register-based statistics,
business demography.
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伊藤 伸介1・出島 敬久2・村田 磨理子3

（受付 2023年 12月 31日；改訂 2024年 6月 7日；採択 7月 2日）

要 旨

日本を含む先進国全般に，共働き世帯の割合が増加している．それに伴って，夫婦の所得の
構成と時間の配分が変化しつつあることから，様々な経済政策の効果を検討するためには，世
帯類型ごとに夫婦の所得の構成と労働時間が消費支出に与える影響を調べることが求められ
る．その関係について，本稿では，調査項目として新たに週間就業時間が追加された全国家計
構造調査の個票データを用いて，説明変数に労働時間を導入することで明らかにした．
具体的には，先行研究で推定されてきた家計消費の詳細費目に関する消費関数を設定した上

で，説明変数に労働時間を新たに取り入れた．さらに，消費に与える恒常所得の影響をより正
確に考慮するために，賃金構造基本統計調査で推定される賃金関数をもとにした賃金の期待値
と実現値の差も説明変数に導入した．
その結果，第 1に先行研究と同様に，夫婦の働き方の違いが家事消耗品や宿泊費等の支出に
影響を与えることが観察された．第 2に，労働時間が消費の費目に一部ではあるが影響をもた
らしていることが確認された．以上の点については，共働き世帯で配偶者の労働時間が長くな
るほどに，時間節約型の消費傾向が強まることによって説明することができる．

キーワード：家計消費，消費関数，共働き世帯，労働時間．

1. はじめに—働き方の変化と家計の消費行動

他の先進国同様に日本でも，夫婦に関しては，片働き世帯の割合が減少し，共働き世帯の割
合が増加している（図 1）．その共働き世帯においても，配偶者がパート・アルバイトなどの短
時間労働だけでなく，正規就業の割合が増大している．また，配偶者が非正規就業でも，パー
ト・アルバイトの他に，有期契約労働者，派遣労働者の様々な就業形態が増加しており，就業
形態は多様化しているといえる．こうした夫婦の働き方の違いによって，夫婦の所得の構成は
大きく異なるため，消費財の選好に関する両者の交渉力や時間制約の影響を通じて，消費支出
を変化させる可能性がある．所得を変化させる様々な経済政策が消費に与える影響を評価する
場合には，そのような働き方の違いに注意した世帯類型ごとに，消費の構造を捉えることが求
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図 1．専業主婦世帯と共働き世帯の推移．出典：労働政策研究・研修機構「早わかり グラフ

でみる長期労働統計」II 労働力，就業，雇用，図 12．（注：本図は，総務省統計局「労
働力調査（一部は特別調査）」各年から作成されている．）

められる．
本稿では，公的統計の個票データを用いて，世帯類型ごとに，就業を所与とした場合に世帯

主と配偶者の所得の構成が双方の選好に関わる費目の消費支出に与える影響について明らかに
する．
具体的には，これまでの先行研究を踏まえ，全国家計構造調査の個票データを用いて，その

詳細費目の消費支出に関して，夫婦の所得の影響を推定する．さらに，恒常所得の影響をより
正確に制御するために，賃金構造基本統計調査の個票データも併用しながら，先行研究のモデ
ルに加えて，労働時間に関する情報を有効に活用した上で，世帯類型や就業特性を考慮した消
費構造との関係を実証的に明らかにする．

2. 近年の男女の雇用形態の変化

実証分析に先立ち，夫婦の労働時間を大きく決定づける雇用形態の変化を，男女別に比較し
ておこう．図 2-1と図 2-2は，日本の雇用形態別の雇用者数を男女別に示したものである．
まず，雇用者数全体としては，男性でほとんど伸びが見られない．その一方で，女性では持

続的な増加が観察される．さらに，男性と女性で，正規雇用と非正規雇用（パート・アルバイ
ト，派遣社員，契約社員など）の構成が大きく異なり，女性では男性に比べて，非正規雇用の構
成割合が依然として大きいことがわかる．
ただし，女性については，雇用者数全体の伸びが続いている中で，雇用者数のうち正規の職

員・従業員（正規雇用者）が 2015年頃から増加していることも観察される．これについては，
2012年の労働契約法の改正によって，非正規雇用で標準的な有期労働契約がその後の更新によ
り通算 5年を超えた場合，労働者が申し込めば無期労働契約に転換できる権利（無期転換申込
権）が設けられたことが指摘できる．改正労働契約法の施行は 2013年 4月であり，そこから通
算 5年となる有期労働契約が発生する 2018年 4月から，無期転換申込権の適用が開始されて
いる．この転換申込権に対応できるように，企業など雇用主は，有期労働契約の見直しを事前
に進めていたことが知られている．また，非正規雇用の中でも，派遣社員，契約社員等，労働
時間が比較的長い雇用形態の増加も観察される．
以上のことは，まず夫婦での片働きから共働き世帯の増加とともに，共働き世帯の中でも，

女性の正規雇用の増加，さらに非正規雇用の中でも比較的長時間の労働である雇用形態の増加
を示している．このことは，夫婦の所得と労働時間の構成を変化させ，夫婦双方の消費に関す
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図 2-1．雇用者の雇用形態の構成：男性．出典：労働政策研究・研修機構「早わかり グラフ

でみる長期労働統計」II 労働力，就業，雇用の図 8-2．（注：本図は，総務省統計局
「労働力調査（一部は特別調査）」各年から作成されている．ここでの派遣社員とは，労

働者派遣事業所の派遣社員に限ったものである．2012年以前は，契約社員に嘱託が
含められている．）

図 2-2．雇用者の雇用形態の変動：女性．出典：図 2-1に同じ．原典と注に関しても同様．

る交渉力や家計内生産の時間的制約に影響を与える可能性がある．この変化は，政府の財政政
策や社会保障制度の効果を変えるために，以上の関係の実証が求められる．

3. 理論モデルと先行研究

3.1 家計消費の理論モデル
家計消費の理論的説明に関しては，家計の生涯にわたる効用最大化から得られる条件である

オイラー方程式が基本として知られている．また，その実証研究においては，恒常所得の影響
とリスク回避度を勘案した消費の平準化についての検証がなされてきた．それに関しては，日
本でも世帯単位のミクロデータを利用した計量分析の方向が追究されている（阿部, 2011）．
近年の日本を含む先進国での共働きが増加することによって，恒常所得の稼得主体が夫と妻

になることが指摘できる．このことは，家計の選択が世帯主の選択と同一視できない部分を拡
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げることから，効用を最大化する主体もまた，家計ではなく，夫と妻のそれぞれと位置付けら
れる余地が拡大することを示唆している（伊藤・出島, 2022）．

3.2 世帯における所得の構成と消費構造に関する先行研究
世帯構成員の所得の比率に応じて，消費にどのような影響を与えるかを検証した日本におけ

る先行研究としては，例えば，Hayashi（1995），小原（2008），澤田（2008），坂本（2008）等が
ある．
坂本（2008）によれば，家計経済研究所が 2006年に実施した「世帯内分配と世代間移転に関

する研究」の調査個票データを用いることによって，夫婦の働き方の組みあわせによって両者
の交渉力が変わることが，消費や余暇の配分に影響をもたらすことを実証的に明らかにしてい
る．具体的には，夫妻における自由裁量消費（被服・履き物・教養・娯楽費）の比率，余暇時間
の配分に関する夫妻での比率の決定要因が定量的に追究されている．それによって，本分析で
は，夫と妻のそれぞれの賃金と一部では子どもの人数が，これらの比率に有意な影響を与えて
いることが検証されている．妻の賃金が高くなるにつれて，妻の自由裁量消費が傾向的に大き
くなるだけでなく，余暇時間に関しても，妻の労働時間が長く，余暇時間の比率が小さくなる
傾向にあることが確認されている．
これらの先行研究においては，世帯員の中で高所得である者の交渉力が相対的に高くなり，

高所得である世帯員にとって限界効用の高い財の支出構成が大きくなる傾向が明らかにされて
いる．その結果，配偶者の稼得所得の増大が，配偶者にとって限界効用が高い財の支出の増加
が予想される．
配偶者の稼得所得の向上とともに労働時間が増加した場合，家事時間（家計内生産時間）を節

約するインセンティブが大きくなるため，調理済み食品等，時間節約的な財の購入が拡大する
影響も予想される．また，世帯主と配偶者の選好が異なる費目，例えば妻の衣服や子供の経費
のような費目については，配偶者の所得が世帯の所得全体に占める比率が上昇すると，それら
の支出割合が増大することが考えられる．
こうした労働時間と家計内生産を考慮した消費支出との関係を推定するには，世帯員の労働

時間と消費の支出構成がすべて観察されるデータが求められる．あいにく日本には，それらの
すべてが観察される公的統計がない．そこで，阿部 他（2021）は，余暇目的の時間と金銭投入
に関して独自調査をすることで，家計内生産関数の形状に関する推計を行っている．その結
果，労働時間と家計内生産に用いる財投入の間に強い代替性はなく，十分な時間を余暇に割く
ことができない人は，財投入も少なくなることが示されている．このことは，本稿との関係で
述べれば，労働時間が長いほど，家計内生産に多く用いる財の支出が少なくなることを示唆し
ている．
伊藤・出島（2022）や伊藤 他（2023）は，全国消費実態調査の個票データを用いて，配偶者の

就業状況をより細分化した上で，世帯主と配偶者の働き方の差が消費の費目に与える影響を実
証的に明らかにした．
伊藤・出島（2022）では，賃金構造基本統計調査を用いて推計された賃金関数から算出され

た，勤め先収入の実現値と期待値の差が，どの費目に対して消費の変化をもたらすかを追究し
た．本分析から，配偶者の働き方の差が食料費や教育費等の支出に影響を与えることが確認さ
れた．また，賃金の実現値と期待値の差分が消費支出に及ぼす影響については，賃金の実現値
が期待値を上回った場合に，食料費や教養娯楽費といった費目で家計の消費支出が増大する傾
向にあることがわかった．
伊藤 他（2023）における分析結果からは，配偶者の選好に関わる消費支出の詳細費目につい
ては，配偶者の所得の比率が上昇すると，消費の比率が高まる費目があることから，配偶者の
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所得比率の増大は，家計内の配偶者の交渉力を相対的に拡大させる傾向にあることが明らかに
された．さらに時間節約的な財の購入量についても影響を受けている部分が観察された．

4. 使用するデータ

本研究で使用するデータは，2019年の全国家計構造調査の個票データ，および 2019年の賃
金構造基本統計調査の個票データである．本研究では，世帯主が 20歳～59歳である核家族世
帯を対象とした上で，世帯主と配偶者の就業形態（正規就業・非正規・非就業）の組み合わせに
基づいて，計量分析を行う．また，世帯類型を勘案するために，分析においては末子の年齢に
ついても考慮する．さらに本研究は，勤労者世帯のみを分析の対象とする．
全国家計構造調査の特徴は以下のとおりである．
全国家計構造調査は，2019年より実施されている，5年に 1回の調査でサンプル・サイズが

約 90000世帯である．家計の消費や所得さらには貯蓄の詳細な情報を把握するために，家計に
おける年単位の所得と資産・負債情報，および調査月である 10月と 11月の 2ヶ月間について
家計簿を回答する調査である．また，10大費目といった区分で消費支出を詳細に把握できるこ
とから，就業状況をコントロールした場合の所得の構成と消費支出の関係を精密に分析するこ
とができる．その意味では，勤労所得と勤め先の属性が把握できるだけでなく，家計資産およ
び資産所得等の情報も捕捉する唯一の公的統計ということができる．

2014年までの全国消費実態調査と 2019年の全国家計構造調査では，標本設計は異なる．し
たがって，モデル分析を行った場合のパラメータの比較可能性については留意することが求め
られる．また，全国家計構造調査の場合，収支項目が把握されているのは，「ロングフォーム」
の調査票に回答した世帯に限定される．このため，報告者負担の軽減から，標本の一部につい
ては家計調査の対象世帯が組み込まれている．
全国家計構造調査の留意点として，標本設計においては，家計収支に関する情報の一部につ

いては，家計調査で捕捉される収支項目に関する情報が援用されていることが指摘できる．し
たがって，全国家計構造調査の調査対象世帯と家計調査が援用された世帯におけるデータ特性
が異なる可能性がある．また，全国家計構造調査の調査事項については，学歴や労働時間と
いった拡充された項目もあるが，産業，世帯主以外の構成員の職業のような削除された項目も
存在する．
全国家計構造調査において，学歴や労働時間が新たに捕捉されたことによって，例えば学歴

を含めた形で，労働時間あたりの賃金を被説明変数とする賃金関数の推定が可能になる．な
お，労働時間については，世帯員ごとに，「ふだんの 1週間の就業時間」（以下「週間就業時間」
と呼称）を尋ねている．調査世帯に配布される記入のしかたでは，就業規則などで定められた
就業時間（所定内労働時間）に関係なく，1週間の実労働時間（いわゆる残業時間を含む）を回答
することが求められている．以下では，この週間就業時間を労働時間として解釈する．
週間就業時間については，無回答である世帯が存在する．その理由の 1つとして，事業場外

みなし労働時間制，裁量労働制が該当する者が，みなし労働時間適用者に含まれることが考え
られる．さらに，みなし労働時間もない場合でも，高度プロフェッショナル制度の対象者は，
週間就業時間については無回答者に該当する場合がある．
表 1は，厚生労働省の「就労条件総合調査」に基づくみなし労働時間制の適用労働者の割合を
示したものである．表 1を見ると，みなし労働時間が適用される労働者は，事業場外みなし労
働時間制では 7.6%，裁量労働制では 1.2%に留まる．このことから，みなし労働時間制の適用
対象となる労働者が，無回答者の一部に存在するものと考えられる．
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表 1．みなし労働時間制の適用労働者の構成割合．出典：厚生労働省「就労条件総合調査」，
2020年 1月 1日現在．

5. 世帯主と配偶者の所得の構成が双方の選好に関わる費目の消費支出に与える影響

本節では，Ito and Dejima（2020），伊藤・出島（2022），伊藤 他（2023）における先行研究を
踏まえて，全国家計構造調査で初めて調べられた労働時間に関する情報を活用するように拡張
する．以上の先行研究では全国消費実態調査で把握される 10大費目だけでなく，中分類費目
や小分類費目といった詳細な消費支出にも着目し，世帯主と配偶者の双方の選好が異なる費目
まで細分化した上で，世帯主と配偶者の所得の構成がそれらの詳細な費目に及ぼす影響を事実
発見的に明らかにしたが，本研究では，それらの情報に追加して労働時間に関する情報を説明
変数に導入する．
最初に，伊藤・出島（2022）や伊藤 他（2023）との比較を可能にするために，これらの先行研
究で導入したモデルに基づいて，本研究ではモデル 1a，モデル 1b，およびモデル 2を設定し
た．このうちモデル 1a（式（5.1a）），モデル 1b（式（5.1b））は，消費支出に対する第 i費目の比率
が，世帯主の所得（勤め先からの年間収入）と配偶者の勤め先収入がそれに占める比率に影響を
受けることを，他の世帯属性を制御した上で定量化するものである．

Ci

C
= βa0i + βaHi lnYH + βaWi
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YH
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YH
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YM

YH
+ αHHiHH + αHWiHW(5.1b)

+αEHiEH + αEWiEW + X1γbi + εbi

ここで，各変数とパラメータは以下を表している．

Ci
C
：消費支出に対する第 i費目の比率

YH , YW , YM：世帯主，配偶者，それ以外の世帯員（65歳未満）それぞれの勤め先からの年間
収入

HH , HW：世帯主と配偶者それぞれの週間就業時間ダミー
EH , EW：世帯主と配偶者それぞれの学歴ダミー
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表 2．本研究で用いたモデルで設定される説明変数の一覧．

X1：その他に制御すべき家計の属性（表 2を参照）
βa0i, βaHi, βaWi, βaMi, αHHi, αHWi, αEHi, αEWi,γai ,γbi：各説明変数の回帰係数
εai.εbi：誤差項

なお，表 2は，これらのモデルに含まれる被説明変数と説明変数の一覧を示している．伊
藤・出島（2022）では，世帯主と配偶者の勤め先からの年間収入の対数がモデルに設定されてい
るが，本研究では，伊藤 他（2023）でも導入されている勤め先からの年間収入（対数）と配偶者
の勤め先収入の年間収入に対する比率をモデルの説明変数として用いている．
モデル 1aとモデル 1bでは，被説明変数として，家計消費の 10大費目の詳細費目である中
分類費目あるいは小分類費目を対象に，消費支出に対する各比率を用いている．具体的には，
食料費については，家事時間の節約を把握するために食料費の内訳である主食的調理食品や一
般外食を分析の対象とした．さらに，子育てに家計内でかける時間を学習支援業のサービスの
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購入で代替するために，教育費に関しては，内訳である補習教育の消費支出に対する比率を算
出した．
本研究では，食料費と教育費以外については，世帯主と配偶者の選好に関わる中分類あるい

は小分類の費目として，家賃，電気代，ガス代，上下水道料，家事用消耗品，家事サービス，
被服，交通，自動車等維持，ガソリン，通信，宿泊料，月謝類，理美容サービス，こづかい，
交際費，および仕送り金を選定した上で，これらのおのおのについて消費支出に対する各費目
の比率を算出した．なお，2019年の全国家計構造調査の場合には，男女別に被服費を算出する
ことができないため，被服費全体で分析を行った．
本研究においては，夫婦が共働きか片働きかによって，さらに配偶者の就業形態の違いが，

消費支出の詳細費目別比率にどのような影響を与えるかを明らかにするために，配偶者の就業
形態別に重回帰分析を行った．
また，本研究では，伊藤・出島（2022）や伊藤 他（2023）で定義されたモデルを拡張して，モ

デル 1aにおける説明変数に世帯主の週間就業時間ダミー，配偶者の週間就業時間ダミー，世
帯主の学歴ダミーと配偶者の学齢ダミーを追加的に設定したモデル 1bも設定した上で，計量
分析を行った．
モデル 1bの特徴は，全国家計構造調査で把握可能な週間就業時間と学歴も説明変数として

用いられていることである．週間就業時間は，調査事項「ふだんの 1週間の就業時間」における
分類区分，すなわち 1©15時間未満， 2©15～29時間， 3©30～34時間， 4©35～39時間， 5©40～48
時間， 6©49～59時間， 7©60時間以上， 8©決まっていない，および 9©休業中を用いて設定され
た．なお，本分析では，労働時間が 0時間の場合を無業とし，「 9©休業中」については無業に，
「 8©決まっていない」については，「 1©15時間未満」に含めることにした．
これらをもとに，世帯主の週間就業時間ダミー，および配偶者の週間就業時間ダミーのカテ

ゴリーは以下のように設定された．
世帯主の週間就業時間ダミーについては，週間就業時間が 40時間以上の場合は 1，それ以

外は 0とした．また，配偶者の週間就業時間ダミーについては，0時間ダミー，15時間未満ダ
ミー，15時間以上 40時間未満ダミー，および 40時間以上ダミーの 4つの区分に応じてダミー
変数が設定される．なお，本研究では，0時間ダミーをリファレンス・グループとする．
世帯主と配偶者の学歴ダミーについては，高卒ダミー，短大卒ダミー，大学・大学院卒ダ

ミーを設定した（中卒ダミーがリファレンス・グループ）．
モデル 1aとモデル 1bに性別ダミーが導入されているが，世帯主が妻であるケースが非常に
少ないため，係数を評価することが困難であることから，後述するモデル 2においては，世帯
主が夫，配偶者が妻とした場合のモデルを設定している．
ところで，就業時間無回答者の対象範囲としては，（1）回答する世帯員が，就業者の労働時
間を把握できない者，（2）労働時間が実際とは異なりうる者，（3）みなし労働時間がある者が考
えられる．調査客体は，本来であれば，みなし労働時間が存在すれば，労働時間数を回答する
ことが考えられる．しかし，回答者がみなし労働時間への回答について無知であれば，無回答
のままかもしれない．家族においてもその把握は困難と推測される．
さらに，本分析では，モデル 1bの消費関数に加えて消費を決定づける所得の要因をより精

密に定量化するために，賃金が労働者の人的資本で定まるとし，その決定要因を労働者と雇用
主の属性で表すミンサー型賃金関数（5.3）と（5.4）を設定した上で，賃金率の実現値と期待値の
差が，消費支出に及ぼす影響について実証研究を行った1)．賃金率を分析に用いるのは，過去
の教育訓練などの人的資本で定まる単位労働時間当たりの稼得能力を評価するためであり，こ
の水準が恒常所得を規定して消費に影響をもたらすと考えられるからである．この定式化がモ
デル 2であり，以下の式（5.2）～（5.4）で示される．
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Ci

C
= β20i + β2Hi lnYH + β2Wi

YW

YH
+ β2Mi

YM

YH
+ α2HHiHH + α2HWiHW + α2EHiEH(5.2)

+ α2EWiEW + X2γ2i + δHi(WH − E(WH)) + δWi(WW − E(WW )) + ε2i

E(WH) = XH θ̂H(5.3)

E(WW ) = XW θ̂W(5.4)

ここで，各変数とパラメータは以下のものを表している．

Ci
C
：消費支出に占める第 i費目の比率

WH ,WW：世帯主と配偶者それぞれの賃金率
X2：家計の属性（表 1を参照）
XH：世帯主とその雇用主の属性（年齢，年齢の 2乗，地域，企業規模等）
XW：配偶者とその雇用主の属性（年齢，年齢の 2乗，地域，企業規模等）
β20i, β2Hi, β2Wi, β2Mi, α2HHi, α2HWi, α2EHi, α2EWi,γ2i , δHi, δWi：各説明変数の回帰係数
θ̂H , θ̂W：世帯主と配偶者それぞれの賃金関数の回帰係数
ε2i：誤差項

特に δHiおよび δWiは，賃金率の実現値と期待値との差が対象となる詳細費目の消費支出に対
する比率に及ぼす影響に関する回帰係数となっている.
式（5.1）～式（5.4）をもとに，本研究でモデル 2が設定されている．
式（5.3）と式（5.4）で設定される賃金関数は，賃金が人的資本で規定されるものと考えて，そ
の人的資本に影響を与える要因を，雇用主（産業など）と労働者（年齢など）の属性の関数として
モデル化したものである．雇用主・労働者の属性に対するこの関数の予測値（期待値）が，その
人的資本で得られる平均的な賃金といえる．現実に受け取っている賃金は，その期待値と同額
ではないから，その差分が消費支出に影響を及ぼす可能性がある．この差分は，人的資本のう
ち，賃金関数の説明変数として観察された部分と，そうでない部分の差といえ，生涯の予算制
約に影響を与えうる情報といえる．
モデル 2を推定するための具体的な手順は以下のとおりである．
第 1に，賃金率の期待値を求めるために，賃金構造基本統計調査の個票データを用いて，以
下の式（5.5）を推定する．

賃金率 = f（年齢，年齢の 2乗，学歴ダミー，地域，企業規模，(5.5)

企業区分（官公庁ダミー））

なお，（5.5）式の推計は，賃金関数が大きく異なる，男女別かつ雇用形態（正規，非正規）別に
行った2)．
第 2に，全国家計構造調査の個票データをもとに，世帯主および配偶者の勤め先からの年間

収入のそれぞれに基づいて賃金率を計測し，これを賃金率の実現値とする3)．
第 3に，つぎの式（5.6）をもとに賃金率を算出した上で，対数変換を行う．

賃金率 =（きまって支給する現金給与額× 12 +特別給与）(5.6)

/（所定内実労働時間数と超過実労働時間数× 12）

（5.6）式で賃金構造基本統計調査において算定された賃金率の対数を就業者のみが分析対象と
なっているミンサー型賃金関数をもとに年齢等で回帰する．
第 4に，全国家計構造調査の個票データを用いて，式（5.5）と式（5.6）をもとに男女別，雇用

形態別（正規 or 非正規）の賃金率の期待値の対数を求めた上で，実数値に変換を行う．この数
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値を用いて，世帯主と配偶者の賃金率の実現値と期待値の差を計測する．
なお，妻が無業の場合，本分析上の作業仮説として，実現値と期待値の差の計算において，

今働いていない人が働いているとしたらと仮定した場合の（妻の）年間収入の期待値を 0と設定
した4)．
モデル 2における仮説としては，実現値と期待値の差が 0より大きい場合，集団から予想さ

れる賃金より今の自分の賃金がより高くなることを示している．それによって，予算制約が緩
やかな状態になることから，消費支出を拡大するのが合理的であることが示唆される．

6. 推定結果と解釈

最初に，伊藤・出島（2022）と伊藤 他（2023）で定式化されたモデルを調査年次が異なる全国
家計構造調査の個票データを用いて推計した結果が，表 3，表 4-1と表 4-2で示されている．
この中で，表 3は，モデル 1aを推定して得られた，年間収入の対数が詳細費目の比率に与え
る影響を示したものである．また，表 4-1と表 4-2はそれぞれ，モデル 1aにおいて，年間収入
の対数が詳細費目の比率に与える影響を世帯類型別に見たものである5)．なお，モデル 1aにお
いて，分析対象となった全世帯と世帯類型ごとの説明変数に関する基本統計量はそれぞれ，付
表 1-1と付表 1-2で示されている．
これらの表から明らかにされるのは，年間収入が配偶者の選好に関わる詳細費目に与える影

響についてである．家事用消耗品の場合，勤め先収入の年間収入が与える影響については，配
偶者が片働きと共働きのいずれにおいても，マイナスに有意になっていて，係数に差が認めら
れる．つぎに，被服については，年間収入が高いほど，消費支出に占める被服の消費の割合が
増加する傾向にあることがわかる．さらに，電気代，ガス代や上下水道料を見ると，配偶者の
就業形態に関わらず，年間収入が消費支出に及ぼす影響については，マイナスに有意な結果が
得られているだけでなく，電気代，ガス代，上下水道料のいずれにおいてもパラメータの絶対
値の大きさは，配偶者が正規＞非正規＞無業の順になっていることが確認できる6)．これにつ
いては，在宅時間の影響を表していることが考えられる．なお，2019年の調査結果において

表 3．年間収入の対数が 10大費目の詳細費目に与える影響，2019年，全世帯．

注）***： 1%有意，**： 5%有意，*：10%有意，
〈 〉はリファレンス・グループである（以下同様）．
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表 4-1．年間収入の対数が 10大費目の詳細費目に与える影響，2019年，世帯類型別．

表 4-2．年間収入の対数が詳細費目に与える影響，2019年，世帯類型別．

は，年間収入が増大した場合，主食的調理食品費が消費支出に占める比率については，配偶者
が正規の場合を除けば，マイナスで有意な結果が出ている．このことから，配偶者が非正規と
無業の場合には，エンゲルの法則が実証的に示されていることがわかる．なお，配偶者が正規
の場合，所得が高くなっている傾向にあることから，在宅時間が短いことによるマイナスの影
響が，配偶者の所得の増加に伴い，予算制約が比較的大きく拡張された影響によって相殺され
た可能性が指摘できる．
その他の消費支出について見ると，こづかいに関しては，配偶者が就業している場合に，年

間収入が増加するにつれて，消費支出に対する比率が減少する傾向にあることが確認できる．
また，仕送り額に関しては，年間収入が増えると全般的に増大する傾向にある．なお，補習教
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表 5．配偶者の勤め先収入の年間収入に対する比率が詳細費目に与える影響，2019年．

表 6-1．配偶者の勤め先収入の年間収入に対する比率が詳細費目に与える影響，2019年，
世帯類型別．

育費については，共働き世帯，片働き世帯のいずれについても，年間収入が高くなると，プラ
スに有意な傾向が見られる．
つぎに表 5 は，モデル 1aから推定された，配偶者の勤め先収入の年間収入に対する比率が

詳細費目に与える影響を示したものである．また，表 6-1と表 6-2はそれぞれ，モデル 1aにお
いて，配偶者の勤め先収入の年間収入に対する比率が詳細費目に与える影響を世帯類型別に示
したものである．これらから明らかになるのは，配偶者の年間収入の比率が配偶者の選好に関
わる詳細費目に与える影響である．一般外食については，配偶者が正規である場合にのみ，パ
ラメータがマイナスで有意となっている．これについては，主食的調理食品には弁当等が含ま



労働時間を考慮した日本の消費構造に関する計量分析 207

表 6-2．配偶者の勤め先収入の年間収入に対する比率が詳細費目に与える影響，2019年，
世帯類型別．

れており，正規雇用者が勤務日に時間を取ることができない場合，外食への支出を弁当等の調
理済みの食品の購入で代替している可能性がある．すなわち，隠れた需要要因として勤務中の
昼食が存在し，それが，一般外食から主食的調理食品に代替されていることが考えられる．な
お，一般外食と主食的調理食品の区分について今後より精密な再検討が求められる．
家事用消耗品の場合，年間収入に占める配偶者の勤め先収入の比率をみると，配偶者が正規

就業かパート・アルバイト就業において，家事用消耗品に対してマイナスに有意の結果が得ら
れている．このことから，夫婦共働きの場合，片働き世帯の場合と比較して，家事時間（家計
内生産時間）が短縮していることが見て取れ，それゆえに，家事用消耗品への購入が減少して
いる可能性がある．さらに，被服については，配偶者が無業である場合，配偶者の勤め先収入
の年間収入に対する比率に関しては，プラスに有意な結果がそれぞれ導かれている．
その他の消費支出については，こづかいに関しては，配偶者が非正規就業の場合には，年間

収入に占める配偶者の勤め先収入の比率がマイナスに有意になっている．共働き世帯において
各世帯員の効用最大化が図られていることから，伊藤・出島（2022）で議論されている，世帯員
による個別の意思決定が家計の交渉力によって反映される Collective Modelと整合的な結果が
得られていることを指摘することができる．仕送り額に関しては，年間収入に占める配偶者の
勤め先収入の比率については，配偶者が正規就業者の場合マイナス，無業の場合プラスにそれ
ぞれ有意な結果が得られている．仕送り額のような子供の経費に対する支出は，配偶者にとっ
ての効用が相対的に高くなる費目であることを示唆している．
さらに，電気代，ガス代や上下水道料を見ると，年間収入に占める配偶者の勤め先収入の比

率については，配偶者が非正規の場合に電気代でマイナスに有意な結果が得られている．共働
き世帯において，年間収入に占める配偶者の勤め先収入の比率が高いほど，配偶者における在
宅時間が短くなる傾向にあることが考えられ，その結果として，消費支出に占める電気代の割
合が低下する傾向にあることがわかる．なお，このような結果が得られた背景としては，正規
であると労働時間が一定であるだけでなく，産業や職業によって時間当たりの賃金率は多様に
なっていることが指摘される．そのため，在宅時間と配偶者の勤め先収入の間に相関はないこ
とから，電気代のパラメータも有意ではないが，非正規の場合には労働時間が長いほど勤め先
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表 7-1．世帯主と配偶者の労働時間が詳細費目に与える影響，全世帯と世帯類型別．

表 7-2．世帯主と配偶者の労働時間が詳細費目に与える影響，全世帯と世帯類型別．

収入が大きく，さらにその場合は在宅時間が短くなるためにパラメータがマイナスで有意に
なっている．ガソリン代と通信費に関しては，配偶者が正規就業の場合にはそれぞれ，配偶者
の勤め先収入の年間収入に対する比率はプラスに有意な結果が得られている．なお，配偶者が
無業者である場合に回帰係数がマイナスで有意になっていることについては，配偶者が調査月
以外において就業していて勤め先収入を得ていることが指摘できる．
表 7-1と表 7-2はそれぞれ，モデル 1bから推定された，全世帯と世帯類型別に世帯主と配偶

者の労働時間ダミーが詳細費目に与える影響を示したものである．具体的には表 7-1と表 7-2
は，被服，通信，宿泊と交際費に与える労働時間の影響を表示している．また，表 7-3と表 7-4
はそれぞれ，被服と交際費に関する推定結果を示している．労働時間が把握されることで，こ
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表 7-3．被服に関する推定結果，全世帯と世帯類型別．

のような推定が可能になっている．
本研究から明らかになった知見は，労働時間が消費支出に与える影響である．被服，宿泊と

交際費については，配偶者が就業すると，消費支出に対する比率が有意に減少する傾向にある．
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表 7-4．交際費に関する推定結果，全世帯と世帯類型別．

ただし，消費支出が最も減少するのは，労働時間が短い部分にも認められる．配偶者の就業に
伴って，買い物，旅行，友達との交際といった私的な行動に対する時間が制約されることが考
えられる．一方，通信費については，上記と異なる傾向が観察される．配偶者の労働時間が増
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表 8-1．世帯主の勤め先からの賃金率の実現値と期待値の差が詳細費目に与える影響，2019年．

表 8-2．世帯主の配偶者の勤め先からの賃金率の実現値と期待値の差が詳細費目に与える影
響，2019年．

大した場合，夫婦の通信需要が増大することが想像される．また，仕事に関する通信費の自己
負担分が含まれる可能性があることから，有意に増大する傾向にあることが確認できる．
表 8-1は，モデル 2から推定された，全世帯を対象に世帯主の勤め先における賃金率の実現
値と期待値の差が 10大費目の詳細費目に与える影響を全世帯で見たものである．また，表 8-2
は，モデル 2において，世帯主の配偶者の勤め先における賃金率の実現値と期待値の差が 10大
費目の詳細費目に与える影響を示したものである．
本分析の結果から，表 8-1と表 8-2のいずれにおいても，プラスに有意な結果が出ている費
目があることが確認できる．世帯主の場合，想定通り，実現値と期待値の差分が消費支出に対
してプラスに有意になっている項目が存在する．表 8-1では，家賃，電気代，家事消耗品・家
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事サービス，被服，こづかいについてプラスに有意な値が導かれている．特に，家賃について
は，長期にわたって同じ賃貸住宅に住むことを想定しているのが通常であることから，恒常所
得と最も正確に対応する消費となる．本分析結果から，自分の賃金が観察される属性よりも高
くなっている場合，将来の予算制約がより拡張的であることから，消費支出を増加させること
が合理的であるものと解釈される．
なお，本分析では以下のような留保条件を勘案する必要がある．それは，全国家計構造調査

における標本設計の変化についてである．先述のとおり，2014年までの全国消費実態調査と
2019年の全国家計構造調査では，標本設計が異なることが指摘できる．そのため，全国家計構
造調査では家計調査で援用された世帯の消費構造が，2014年全国消費実態調査の調査対象世
帯の消費構造と異なる可能性がある．これは，全国消費実態調査における調査客体と比較した
場合，全国家計構造調査では相対的に少ない標本が本分析の対象となっていることが原因であ
る．したがって，全国家計構造調査においては，家計調査の対象世帯における家計簿情報と全
国家計構造調査の対象世帯における家計簿情報については，データ特性上の差異が生じる可能
性があることに留意する必要がある．

7. おわりに

本稿では，全国家計構造調査と賃金構造基本統計調査の個票データを併用した上で，労働時
間を考慮した場合に，世帯類型，さらには世帯主と配偶者の働き方の差に応じて，世帯主と配
偶者の所得の構成が，双方の選好に関わる詳細費目の支出に及ぼす影響に関する実証分析を
行った．
本分析の結果，第 1に先行研究と同様に，夫婦の働き方の違いが家事消耗品や宿泊費等の詳
細費目の支出に影響を与えることが観察された．第 2に，被服費，宿泊費，交際費のような一
部の詳細費目に対して，配偶者の労働時間が影響を与えていることが確認された．本研究の結
果から，共働き世帯で配偶者の労働時間が長くなるにしたがって，配偶者の消費に関する交渉
力の増加と時間節約型の消費傾向が強まっていることと解釈される．

注．

1) 日本における公的統計を用いたミンサー型賃金関数の推定については，川口（2011）が網
羅的な検討をしている．

2) 全国家計構造実態調査には学歴に関する変数はあるものの，産業や勤続年数に関する変数
がないことから，本研究の賃金関数にはこれらの変数を説明変数に設定することができな
い．このことが，賃金率の期待値に関する留保条件となる．

3) 伊藤・出島（2016）は，就業構造基本調査と賃金構造基本統計調査を併用した上で，賃金
の期待値と実現値の差が，転職意識に及ぼす影響を計測している．

4) 就業履歴が利用可能であれば，本人の人的資本と就労した場合の賃金の期待値をより正確
に算出することが可能になる．

5) 本稿の目的は，注目している回帰係数の t検定による有意性を確認するものである．ただ
し，一部の費目に関しては，モデルの適合度についての F検定が，有意でない結果も存
在している．本稿では，F検定が有意である部分について説明と解釈を行っている．

6) 配偶者が無業である世帯において，全国家計構造調査の調査対象ではない期間で勤め先収
入が発生する場合には，配偶者の年間収入は 0にならないことに留意されたい．
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Econometric Analysis of Consumption Patterns and Working Hours
in Japan: Based on National Survey of Family Income

Consumption and Wealth

Shinsuke Ito1, Takahisa Dejima2 and Mariko Murata3

1Faculty of Economics, Chuo University
2Faculty of Economics, Sophia University

3Statistical Information Institute for Consulting and Analysis

The share of dual-earner households is increasing in developed countries, including
Japan. With the accompanying changes in income composition and time allocation, ex-
amining their effects on consumption patterns and expenditures is worthwhile because
doing so will enable the study of the effects of various economic policies. This paper
examines the relationship between income composition and consumption patterns using
individual data from the National Survey of Family Income Consumption and Wealth, to
which weekly working hours have been newly added as a survey item.

Specifically, after setting up a consumption function for the detailed expense items
of household consumption that have been estimated in previous studies, we newly intro-
duced working hours as an explanatory variable. To more accurately account for the effect
of permanent income on consumption, we also introduced as an explanatory variable the
difference between expected and realized wages based on the wage function estimated by
the Basic Survey on Wage Structure.

Consistent with previous studies, we observed that differences in the way couples work
affect their spending on household consumables, lodging, and other items. In addition, we
confirmed that working hours have an effect, albeit partial, on consumption expenditures.
These results can be explained by the tendency among dual-earner households to increase
time-saving consumption as the working hours of spouses of households increase.

Key words: Household consumption, consumption function, dual-earner households, working hour.
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要 旨

わが国の事業所・企業系の統計調査においては，事業所や企業を対象にした匿名データが現
在作成されていないだけでなく，事業所・企業系の統計調査の場合，一般公開型ミクロデータ
の作成が困難である．そのため，合成データが作成可能であれば，テストデータ等へのニーズ
に応えることが可能になる．そこで，本稿では，経済センサス活動調査の個票データを用いて，
各種の合成データの生成技法について定量的な評価を行った．
本研究では，攪乱的手法であるミクロアグリゲーションの MDAV（=Maximum Distance to

Average Vector）法，CART（=Classification And Regression Tree）等，さらには深層学習モデル
の 1つである CTGAN（=Conditional Tabular GAN）も用いて生成された合成データの有用性お
よび秘匿性について定量的な評価を行った．本研究において CARTを用いて合成データを生
成した場合，要約統計量や相関係数といった分布特性が再現可能であることが確認された．ま
た，CARTはMDAV法と比較して，有用性を保ったまま秘匿性の強度が高まる可能性がある．
さらに，CTGANについては，CARTと比較した場合，秘匿性の程度がより高くなっているこ
とがわかったが，有用性の低下も相対的に大きいことが確認された．

キーワード：合成データ，ミクロアグリゲーション，CART，CTGAN，経済センサス．

1. はじめに—事業所・企業系のミクロデータの現状

わが国の公的統計においては，現在 7種類の世帯・人口系の統計調査が匿名データとして提
供されている．それに対して，事業所・企業系の統計調査に関しては，常用労働者を対象に匿
名データが作成・提供されている賃金構造基本統計調査の事例はあるものの，調査客体である
事業所や企業に匿名化技法を適用することによって作成された匿名データは，わが国では存在
しない．また，全国消費実態調査と就業構造基本調査については，一般用ミクロデータが公開
されているが，事業所・企業系の統計調査は現時点では作成の対象外となっている．このよう
に，わが国では，事業所・企業系の統計調査においては，個票データ（調査票情報）のみの利用
が可能になっている．
それに対して，教育目的のためのミクロデータの利用に対するニーズが高まっていることや，

1中央大学 経済学部：〒 192–0393 東京都八王子市東中野 742–1
2総務省 統計研究研修所：〒 162–8668 東京都新宿区若松町 19–1
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オンサイト施設やリモートアクセスのようなセキュアな環境における個票データの利用に関し
て，プログラムコードのチェックを行うためのテストデータへのニーズが少なくないこともあ
り，海外では近年合成データ（synthetic data）に対する社会的関心が高まっている．なお，合成
データとは，元になるデータからその分布特性が近似するように属性値を新たに生成するこ
とによって作成され，個体情報の秘匿性が確保されたミクロレベルの擬似的なデータ（Templ,
2017, p.157）と定義される．
事業所・企業系の統計調査の場合，一般公開型ミクロデータ（public use microdata）の作成が

困難であることから，合成データを作成することができれば，テストデータ等へのニーズに応
えることが可能になるように思われる．そこで，本稿は，経済センサスの個票データを用い
て，事業所・企業系の統計調査の合成データの生成技法を定量的に評価する．なお，本研究に
おいては，伝統的な匿名化技法としての攪乱的手法を用いて作成された匿名化ミクロデータと
機械学習の方法論等を用いて生成した各種の合成データを比較・検証する．そのために，ミク
ロデータに対する秘匿性や有用性に関する評価指標に基づいて，合成データの定量的な評価を
行う．

2. 公的統計における合成データ作成の現状

本節では，最初に海外の公的統計に関する合成データ生成の研究事例を紹介するだけでな
く，公的統計における合成データの生成技法の比較検証に関する研究についても概括する．

2.1 公的統計における合成データ生成に関する海外の現状
海外における合成データの作成状況あるいは合成データの作成に関する研究事例について

は，例えば以下の事例を指摘することができる．第 1は，Eurostatの事例である．Eurostatで
は，EU-SILC（=European Union Statistics on Income and Living Conditions）に対して，統計的
なモデルを用いたシミュレーションによる合成データの方法論を用いた一般公開型ファイル
（Public Use File）が作成されている（伊藤, 2018）．
第 2は，エディンバラ大学による事例である．エディンバラ大学では，スコットランド縦断

調査（Scottish Longitudinal Study=SLS）を対象に，合成データの作成が行われてきた．Rの合
成データ作成用のパッケージである synthpop（Nowok et al., 2016）を用いることによって，人
口センサスの縦断的な合成データが生成されている．
第 3は，イギリス国家統計局（Office for National Statistics=ONS）による事例である．ONS
では，労働力調査（Labour Force Survey）のミクロデータをもとに，synthpopを含む合成データ
作成用の複数のパッケージを比較・検討した上で，統計実務の観点から合成データの作成可能
性を追究している（Bates et al., 2019）．
第 4は，オーストラリアによる事業所・企業用の合成データの研究の事例である（Chien et

al., 2021）．産業によって市場が寡占あるいは複占という特徴を有するため，事業所・企業系の
統計調査においては，情報の削減や攪乱といった従来の匿名化手法が世帯・人口系ほど有効で
ない可能性がある．そこで，攪乱的手法との比較の結果，秘匿性と有用性を勘案した場合に，
合成データの方法論が事業所・企業系のミクロデータに適用可能な手法として議論されている．

UNECE（2022）では，海外の統計作成部局における合成データの作成に関する最近の研究
の事例が紹介されている．例えば，ニュージーランド統計局は，数理モデルによって生成さ
れた合成データを Synthetic Unit Record Files（SURFs）として展開している．また，2007年所
得調査に基づく SURFs および，2019 年の世帯貯蓄調査と人口センサスに基づき生成された
‘Census for School’ SURFが提供されている．つぎに，カナダ統計局は，センサスベースの合成
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表 1．合成データのユースケースごとの推奨技法．UNECE（2022），表 7をもとに作成．

データの生成に関する研究を行っている．具体的には，カナダの退職所得システム（Canadian
retirement and income system）に関する動態的なミクロシミュレーションモデルの初期母集団
のための研究が展開されている．オーストラリア統計局では，機械学習モデルを検証するため
にミクロシミュレーションモデルに基づく合成データの生成が紹介されている．さらに，イギ
リス国家統計局では，2017年に ONS内部に設立された ONS Data Science Campusにおいて，
敵対的生成ネットワーク（Generative Adversarial Network=GAN）（Goodfellow et al., 2014）を
用いた合成データを生成することが追究されている．

2.2 公的統計における合成データの生成技法の比較検証に関する研究
本節では，公的統計を対象にした合成データの生成技法の比較検証の事例を紹介したい．
UNECE（2022）では，合成データ生成技法やユースケースに応じた推奨技法が，体系的に

整理されている（表 1）．合成データ生成技法は，逐次的なモデル化（Sequential modelling），シ
ミュレーションによるデータ生成（Simulated Data），深層学習（Deep Learning）の 3種類に大別
される．逐次的なモデル化は，同時確率分布を設定した上で，逐次的に属性を合成する手法全
般を表しており，属性間の関係性を保持しやすいという特徴がある．本研究でも実験に用いる
ノンパラメトリックな決定木手法である CART（= Classification And Regression Tree）はこれ
に含まれる．シミュレーションによるデータ生成は，対象となる元データの分布特性に関する
情報が未知の場合に，合成データをシミュレーションで生成する手法全般を包含している．わ
が国の一般用ミクロデータは，その中の Analytically advanced simulated dataに該当すると思
われる．さらに，深層学習は GAN等の手法を用いた生成技法であり，近年注目されている手
法である．本研究で実験に用いる条件付き表形式 GAN（Conditional Tabular GAN=CTGAN）
は，非構造化データやテキストデータを処理する唯一の方法であり，深層学習の一種である．
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いずれの技法にもそれぞれ一長一短があり，原データの性質や用途に適した技法を選択するこ
とが重要である．

Taub et al.（2019）では，“The Synthetic Data Challenge” という形で，複数の研究チームが
1901年スコットランドの歴史的な人口センサスを対象にした合成データの試行的な生成が追究
されている．具体的には， 1©地域で層化を行った上での CARTの適用， 2©分位点回帰やロジス
ティック回帰の適用， 3©ランダムサンプリング， 4©χ2 統計量に基づく有向グラフ等，様々な生
成方法を用いて作成された合成データを対象に，有用性と露見リスクの両面から検証が行われ
ており，全体的に，有用性が高い合成データであるほど，露見リスクも相対的に高まるという
結果が得られている．
また，Little et al.（2021）は，1991年イギリス人口センサスの匿名化標本データ（Samples of

Anonymised Records）を用いて，synthpopを用いて行った CART，DataSynthesizerを用いた
ベイズアプローチ，深層学習モデルと位置付けられる 2つのタイプの GAN（CTGANおよび
TableGAN）を比較・検討を行っている．その結果，synthpopを用いた CARTは，テストした
4つの手法の中で最も実用性が高いが，個体が特定されるリスクも高いことが確認できた．そ
れに対して，Table GANにおける個体特定リスクは最も低いが，有用性が低いことが確認され
ている．
その一方で，横溝・伊藤（2023）においては，経済センサス活動調査の個票データを用いて，

匿名化手法と合成データ生成技法の比較・検討を行っている．本研究では，ミクロアグリゲー
ションといった攪乱的手法が適用された匿名化ミクロデータの定量的な評価を行い，秘匿性と
有用性の観点から攪乱的手法の比較・検証を行っただけでなく，回帰や決定木に基づく各種の
合成データ生成技法を用いて，秘匿性と有用性の評価指標による検証を行った．本研究の結果
から，CARTについては，ミクロアグリゲーション技法と比較して，有用性は保持された状態
で，相対的に秘匿性が高いことが実証的に確認されている．さらに，伊藤・横溝（2024）では現
行の統計法の下における合成データの展開可能性を指向しており，個票データに直接 CARTを
適用した結果とミクロアグリゲートされたデータに CARTを追加的に適用した結果を比較・検
証した上で，有用性と秘匿性の両面において大きな差が生じないことを確認している．なお，
本研究は，横溝・伊藤（2023）に基づいて，合成データの生成技法としての CTGANの適用可
能性を追究している．

3. 使用するデータ

本研究で使用するデータは，「平成 28年経済センサス -活動調査」（以下「経済センサス」と略
称）の個票データである．テストデータにおいては，横溝・伊藤（2023）と同様に，製造業を対
象とした従業者規模 1人以上 1,000人未満である 10,000事業所が含まれており，このテスト
データから 10,000レコードを合成する．本研究で分析のために用いる属性群については，質的
属性が，地域（8区分），産業（11区分），従業者規模（5区分）と資本金階級（5区分）であり1)，量
的変数が，売上（収入）金額，付加価値額，給与総額と減価償却費である．
ところで，経済センサスのような事業所・企業系の統計調査においては，従業者規模や資本

金が大きい企業および事業所が調査対象として常に含まれることが少なくない．こうした企業
や事業所の場合には属性の多くが外れ値を有することから，相対的に分布の歪みが大きくなる
だけでなく，入手可能な外部情報とのマッチングによって，個体情報が露見されるリスクが高
くなる．また，量的変数間の相関性が高いことも事業所・企業系の統計調査における特徴と言
える．
表 2と表 3はそれぞれ，使用する量的属性の基本統計量と相関係数行列を示したものであ
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表 2．本分析で使用する量的変数の基本統計量．出所 横溝・伊藤（2023）．

表 3．本分析で使用する量的変数の相関係数．出所 横溝・伊藤（2023）．

る．量的変数においては，平均値と中位数の数値が大きく異なるため，分布の山のピークが中
心の左側に位置し，右側の裾が大きくなるだけでなく，給与総額や減価償却費では 0の値が存
在しており，付加価値額では負の値も含まれることがわかる．そこで，本研究では，量的変数
に関しては，neg-log 変換によって 0や負の値も含めて対数化を行った2)．それによって，分布
の歪み，さらには 0や負値の問題を解決することが可能になる．例えば売上（収入）金額につい
て neg-log変換を行うと，概ね対数正規分布に近い分布に変換される．また，付加価値額の場
合，正の山と負の山がそれぞれ現れることが確認された．表 3の相関係数行列についても売上
（収入）金額と給与総額では，0.8という高い値を示している．

4. 合成データにおける秘匿性と有用性の評価方法について

先述のように経済センサスにおいては，外れ値（特異値）のような形でレコードが存在する可
能性があるため，対象となるレコード群の中の個体が特定されるリスクが存在するだけでなく，
合成データにおいて個体の属性情報が推定される可能性が指摘される．そこで，秘匿性に関す
る評価指標をもとに，合成データにおける露見リスクを評価することが求められる．また，合
成データの利用可能性を追究しようとすれば，原データに対する合成データの有用性の定量的
な評価を検討する必要がある．
本研究では，横溝・伊藤（2023）と同様に，絶対相対差分（Absolute Relative Difference=ARD）

と呼ばれる属性漏洩（attribute disclosure）に関する評価指標（Kim et al., 2021）を用いた検証を
行う．ARDは原データと合成データに含まれる属性値の最大値同士の乖離を評価する指標で
あり，以下の（4.1）式で表される．

ARD =
|L̂− L|
L

(4.1)

L：原データに含まれる属性値の最大値

L̂：合成データに含まれる属性値の最大値

合成データに対して侵入者が取りうる攻撃手段の 1つは，キーとなる属性の層ごとのセンシ
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ティブな属性の最大値を推定することである．例えば，地域と産業というキーとなりうる属性
のクロスで考えた場合，攻撃者はその地域と産業の層に含まれるレコードの売上の最大値を調
べることで，その地域において該当する産業の大規模な事業所に関してセンシティブな属性（売
上）を推測できる可能性がある．そこで本研究では，横溝・伊藤（2023)や伊藤・横溝（2024）と
同様に，キー変数の全ての組み合わせのそれぞれについて原データと合成データの最大値の乖
離を計算し，その平均値を用いて算出する，層化平均 ARD（stratified average ARD）を秘匿性
の評価指標として使用した．
つぎに本研究では，合成データにおける有用性の評価指標については，傾向スコア（propensity

score）（Woo et al., 2009）を用いた評価指標の 1つである，傾向スコア平均二乗誤差（propensity
score Mean Square Error=pMSE）（Snoke et al., 2016）を有用性に関する定量的な指標と設定し
た上で実証分析を行った．なお，pMSEは以下の（4.2）式で表される．

pMSE =
1

N

∑
(p̂i − c)2(4.2)

N：原データのレコード数と合成データのレコード数の和

p̂i：各レコードの傾向スコア

c：N に占める合成データのレコード数の割合

本研究でも，横溝・伊藤（2023）および伊藤・横溝（2024）と同様に，最初に原データと合成
データに含まれるレコード群を統合し，つぎに「合成データか否か」を被説明変数として設定し
た上で，ロジット回帰モデル等を用いて，各レコードについて合成データである可能性がどの
程度高いかを確率的に表す傾向スコア pi を算出する．そして，傾向スコア pi とレコード全体
に占める合成データの比率を表す cとの乖離の差の平均値として，pMSEを計測する．
また本研究では，相関係数行列の差の平均絶対誤差（mean absolute error of the difference of

the correlation coefficient matrices）（Domingo-Ferrer and Torra, 2001; 伊藤 他, 2014）も有用性
に関する指標として使用した．なお，相関係数行列の差の平均絶対誤差は，以下の（4.3）式で表
される（伊藤 他, 2014）．

∑k
j=1

∑
1≤i≤j |rij − ŕij |
k(k−1)

2

(4.3)

k：属性の数

r：原データの相関係数

r′：合成データの相関係数

5. 合成データの生成技法の有効性に関する比較研究

本研究は，経済センサスの個票データを例に，匿名化技法として用いられる攪乱的手法だけ
でなく，各種の合成データの生成技法を用いて，その有効性についての比較実験を行う．本実
験における攪乱的手法については，ミクロアグリゲーションの 1つであるMDAV法を用いる．
また，本研究で用いる合成データの生成技法は，CART，バギング（Bagging），ランダムフォレ
スト（Random Forest），および深層学習モデルの 1つである CTGANである．
ミクロアグリゲーションは，同質的なレコード群にグループ化した上で，個々の属性値を

平均値等の代表値に置き換える攪乱的手法（Defays and Nanopoulos, 1993; 伊藤, 2009）であ
る．その 1つである MDAV（=Maximum Distance to Average Vector）法（Domingo-Ferrer and
Mateo-Sanz, 2002; Hundepool et al., 2003）は，対象レコードにおける平均値からの距離を考慮
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した上でレコード間の近似性を最大にするように，平均ベクトルからの距離が最大となるレ
コードから優先的にグループ化を行う技法である．MDAV法は，以下のような手順で適用され
る（横溝・伊藤, 2023）．それは， 1©対象となるレコード群について属性値の各々に関する平均
値のベクトルを算出し， 2©平均からの距離が最大のレコードとそのレコードからの距離が最大
となるレコードを探索し， 3©しきい値 kを設定した上で，対象となるレコードを含む近傍の k

個のレコードをグループ化して平均値に置換し， 4©ミクロアグリゲート済（攪乱済み）のレコー
ドを除去した後に， 2©と 3©の処理を繰り返すというものである．
つぎに，CART（Classification And Regression Tree）（Breiman et al., 1984）は，観測済みの属

性値から目的変数となる属性を再帰的にグルーピングする，ノンパラメトリックな決定木分析
の手法である．CARTの特徴として，質的属性と量的属性の両方においての適用可能な技法で
あることが指摘できる．

CARTのメリットとして，決定木の作成における枝の分岐や決定木の末端である各々の葉
の分布が可視化できることが指摘される．また，他の手法と比較して，適用された結果の解釈
が容易であることから，実務への適用の観点から，幅広い分野での利用が可能である．さら
に．葉のサイズに対して制約を与えることによって，枝の分割の細かさを制御できることか
ら，CARTによって作成された合成データの有用性と秘匿性の程度を調整することもできる．
図 1は，CARTを用いて，地域に基づいて産業を合成した場合の決定木の例を示している．

「CHIKI8」は 8区分にリコーディングした地域の分類区分を表しており，「09_10」は，産業中分
類 “09”（食料品製造業）と “10”（飲料・たばこ・飼料製造業）をリコーディングした分類区分に対
応している．本図においては，最初に原データを対象に，地域に基づいてそれぞれの葉が異な
る分布を持つような産業の決定木を作成する．その場合の枝の分割の基準としては，ジニ係数
といった指標が一般に用いられる．次に，合成の対象となるレコードの地域を用いて決定木を
辿り，その先にある分布を用いて産業をランダムに合成する．図 1では，例えば左端の Node2
は，クラスタリングの結果 2069レコードの産業で葉が構成されている（横軸はリコーディング
済の産業分類，縦軸は構成比）．枝の分割において北海道や東北といった地域を持つレコード
の産業が振り分けられており，09_10の食品・飲料等製造業等が他の地域に比べて相対的に多
く合成されるように葉が形成されている3)．
また，表 4は，CARTによって作成された合成データにおける分布特性を示している．表 2
における原データと比較すると，概ね分布特性は再現されている．一方で経済センサスにおい
ては，世帯・人口系の統計調査と比較して分布の歪みが大きいことから，合成されたレコード
において特に右裾の部分に関しては，原データとは異なる分布特性になっていることが示唆さ
れる．これについては原データに分布特性を近づけるための合成の方法に関して改善の余地が
ある．なお，相関係数においては，原データをもとに相関係数が算出された表 3と比較して
も，相関係数は概ね再現されていることが確認される．
図 2は，原データと CARTによる合成データについて，質的属性，量的属性の構成比を比

較したものである．図中の濃い棒線が原データを，薄い棒線が合成データをそれぞれ示してい
る．いずれの属性においても構成比の違いはほとんどなく，原データの分布を概ね再現できて
いる4)．
バギング（bagging）は，CARTを発展させた合成データの生成技法であって，ブートストラッ

プ法を用いて決定木を複数作成する技法である．また，ランダムフォレストは，ブートスト
ラップ法だけでなく，使用する属性の組も変化させて決定木を複数作成する手法である．これ
らの技法についても，本研究では，合成データの生成技法の有効性を検証するために用いた．
本研究の大きな特徴は，わが国の経済センサスの個票データを用いて，合成データの生成技

法の 1つである GANの有効性について，MDAV法や CART等との比較・検証を行っている
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図 1．CARTで作成した決定木の例．

ことである．敵対的生成ネットワーク GAN（Generative Adversarial Networks）は，教師なし学
習で使用される人工知能アルゴリズムの一種であり，生成ネットワーク（generator）と識別ネッ
トワーク（discriminator）を競わせることによって，学習データを模倣した精巧な出力を得るこ
とができる技術である．図 3で示されるように，生成される合成データの品質を向上させるた
めに， 1©ノイズから合成データを生成し， 2©実データと合成データを識別させた上で， 3©識別
の正否をフィードバックして学習させるという一連の手順が繰り返される．
本研究では，GANの一手法である条件付き表形式GAN（conditional tabular GAN=CTGAN）

（Xu et al., 2019）を用いて合成データの生成を行った5)．CTGANは，表形式データの分布をモ
デル化し，その分布から合成データを生成する．GANにおける合成データ生成の特徴として
は， 1©離散値（質的属性）と連続値（量的属性）が混在するデータが合成の対象になっているこ
と， 2©非ガウス分布や多峰性分布を対象にした合成データの生成が求められること， 3©スパー
スな質的属性に基づいて学習がなされる場合があること等が指摘されている．こうした分布の
歪みやスパースな分類区分が存在する場合，合成データにおいて分布特性を精密に再現するこ
とは困難になることが想定される．そこで，CTGANでは，離散値を変分ガウス混合モデルで
近似し，それぞれの分布の最頻値（mode）を用いて正規化することや，質的属性におけるすべて
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表 4．CARTによって作成された合成データにおける分布特性．

（1）基本統計量

（2）相関係数行列

図 2．CARTによる合成データの属性別構成比．出所 横溝・伊藤（2023）．

の分類区分ができるだけ均等に学習されるように，条件付き（conditional）でオーバーサンプリ
ングすることによって，これらの課題の改善が図られている．
図 4は，予備実験として行った生成ネットワーク Gと識別ネットワーク Dの損失関数を用
いた実験の結果を示したものである6)．損失関数は深層学習全般に存在する概念であり，正解
と予想の誤差（損失）をもとに，学習の成否や学習回数の判断するために用いられる．学習がう
まくいっていない場合には，Dが振動しながら発散する状態が見られるが，本実験においては
Dの損失関数は安定していることから，学習は概ね成功していると考えられる．
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図 3．GANのイメージ図．

図 4．CTGANの損失関数．

本実験では，MDAV法，回帰による生成，サンプリングによる生成，CART，バギング，ラ
ンダムフォレストおよび CTGANについては，秘匿性と有用性の比較・検証を行っている．有
用性の指標としては，前節で述べたように傾向スコアの指標である pMSE，および相関係数
の平均絶対誤差（mean absolute error of correlation），秘匿性の指標に関しては ARDをそれぞ
れ用いて検証を行った．比較の対象となるMDAV法については，グループ化の対象となるレ
コード数 kを 3，5，10，30，50，100と変化させた場合の，CART，バギング，ランダムフォレ
ストに関しては，決定木における葉の大きさの制約である最小リーフサイズを 3，5，10，30，
50，100と変化させた場合の有効性の評価をそれぞれ行った．いずれも数字が大きくなるほど
粗くクラスリングされるため，秘匿性は高くなる一方，有用性は低くなることが想定される．
CTGANについては，epoch数（学習の回数の単位）を 100，300，1000，3000，5000，10000と
変化させた上で，有効性の比較を行っている．こちらは学習回数が多いほど精巧な合成データ
に近付くため，有用性は高くなる一方，秘匿性は低くなることが想定される．その他のハイ
パーパラメータについては，各ミクロデータ生成ツールのデフォルトのパラメータが設定され
ている．

CARTのような決定木による合成データの生成技法には乱数発生に伴うばらつきが生じるこ
とから，合成データを 10回生成した上で，その平均値が本研究で用いられている．なお，決
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定木手法だけでなく，CTGANもこのような乱数の影響を受けることに留意されたい．

6. 実証実験の結果

本節では，経済センサスを用いた合成データの生成技法の有効性に関する実証実験の結果に
ついて述べる．図 5と図 6はそれぞれ，実証実験の対象となった各種の合成データの生成技法
を比較した R-U マップ（Risk Utility map）（Duncan et al., 2001）を図示したものである．本分
析で検証の対象となったMDAV法，回帰による生成，サンプリングによる生成，CART，バギ
ング，ランダムフォレストおよび CTGANは，図 5と図 6ではそれぞれ，mdav，parametric，
sample，cart，bag，rfおよび ctganと表示されている．横軸は秘匿性の指標である層化平均
ARDを表している．また縦軸の有用性の指標としては，図 5では pMSE，図 6では相関係数
の平均絶対誤差を用いた結果をそれぞれ表しており，秘匿性の強度と有用性の程度も大きいほ
ど，右下のエリアにプロットされる．
図 5を見ると，全体的に kが大きくなるにしたがって，秘匿性の程度は大きく，有用性は相

対的に小さくなる傾向が見て取ることができる．ミクロアグリゲーションであるMDAV法に
おける実証結果は，相対的に秘匿性の強度が小さなエリアにプロットされる傾向にある．すな
わち攪乱的手法であるMDAVを適用した場合，本実験で生成された各種の合成データと比較
して相対的に秘匿性が小さくなる傾向にあることがわかる．
つぎに，CARTやバギングに着目すると，最小リーフサイズを大きくしても有用性が大きく
低減しないだけでなく，MDAV法と比較して秘匿性の強度が大きいことが確認できる．ラン

図 5．秘匿性と有用性の評価結果：pMSEを用いた場合．

図 6．秘匿性と有用性の評価結果：相関係数の平均絶対誤差を用いた場合．
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ダムフォレストの場合も同様に，最小リーフサイズにかかわらず，有用性の程度は大きく変化
しないが，MDAV法との比較においては，グループ化の対象となるレコード数 k が 3の場合
には，MDAV法においては，ランダムフォレストに対してより有用性が高くなっている．そし
て，CTGANによって得られた実証結果については，CART，バギングとランダムフォレスト
を適用して生成した合成データにおける結果と比較すると，その秘匿性の程度は大きくなる傾
向にあるが，有用性の低下も大きくなっていることが興味深い．
図 6では，横軸の秘匿性については先ほどと同様に層化平均 ARDを，縦軸に関しては有用
性として相関係数行列の絶対誤差で表している．有用性の指標として pMSEを有用性の指標
として用いた図 5と比較して，MDAV法，CART・バギング・ランダムフォレスト，および
CTGANの位置関係がより顕著に表れている．すなわち，MDAV法，CART，CTGANの順に
秘匿性の強度が大きくなっているが，MDAV法と CARTについては，有用性の大きな差は見ら
れない．このように，相関係数を有用性の指標とした場合でも，R-Uマップにおいて類似した
傾向が現れていることがわかる．その一方で，CTGANにおいては，有用性に関しては epoch
数次第で不安定になる傾向が確認された7)．

7. おわりに

本稿では，経済センサス活動調査の個票データを用いて，事業所・企業系のミクロデータに
対して各種の合成データの生成技法の有効性を評価した．本研究においては，攪乱的手法で
あるミクロアグリゲーション（MDAV），合成データの生成技法である CARTや回帰，および
CTGANを対象に，秘匿性や有用性に関する定量的な評価を行った．本研究でも，CARTで合
成データを生成した結果，分布特性として要約統計量や相関係数，属性ごとの構成比が再現可
能なことがわかった．また，CARTはMDAVと比較して，有用性を保ったまま秘匿性を高め
られる可能性があり，またその程度を調節することも可能なことが確認できた．さらに本稿で
は，公的統計のミクロデータに対する CTGANの合成データとしての適用可能性を検証した．
CTGANの場合，CARTと比較して，秘匿性の強度が高くなっていることが明らかになった
が，有用性の低下も大きいことがわかった．
なお，合成データの生成技法の有効性に関する比較・検証については，統計実務の観点に

立った場合には，合成データの利用可能性を検討するために，さらなる実証研究を進める必要
があるように思われる．これについては，将来的な研究課題としたい．

注．

1) 本研究で使用した質的属性については，リコーディング済みの変数が用いられている．
2) neg-log 変換は，つぎの式で表現される．

(3.1) Yn = sgn(Xn) × ln(|Xn| + 1)

neg-log変換がなされているのは量的属性のすべてではなく，売上等の経理項目のみであ
ることに留意されたい．例えば，従業者数や資本金については，リコーディングのみが
適用されている．なお，neg-log変換に関する説明については，高部（2017）も参照され
たい．

3) 図の例では質的属性に対する CART であったが，量的属性に対しても CART を適用
することができる．その際，原データの持つ特異な量的属性値（例えば 777といった目
立ちやすい売上など）であっても合成データとしてそのまま生成されるため，平滑化
（smoothing）を行うことが考えられる．具体的には，ガウスカーネル密度推定（Gaussian
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kernel density estimator）が用いられる．なお，カーネル密度推定は，synthpop にオプ
ションとしてあらかじめ実装されている．

4) CARTの場合，特別の工夫を加えずとも 0や未記入まで含めて属性ごとの分布を再現で
きる点は注目に値する．

5) 米国の datacebo社の提供する，合成データ生成ツール The Synthetic Data Vault（SDV）
の一機能として，Pythonや R用パッケージ “CTGAN”が公開されている．

6) CTGANの損失関数は以下で計算される．

(5.1) LD =
1

m

m∑
1

[D(x′(i)) −D(x(i))]

(5.2) LG =
1

m

m∑
1

[D(x′(i))] +H

x：元データ
x′：合成データ
m：レコード数
H：交差エントロピー

7) 深層学習では一般に，学習の初期の段階では epoch数を増やすほど性能が向上すること
が多いが，ある点を越えると過学習（overfitting）を起こすことがある．本実験においては
epoch数 10000では過学習の可能性が疑われる．
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Study on Synthetic Data Generation Techniques for Official Statistics on
Establishments and Enterprises: The Economic Census as an Example

Shinsuke Ito1 and Shuji Yokomizo2

1Faculty of Economics, Chuo University
2Statistical Research and Training Institute, Ministry of Internal Affairs and Communications

Not only are anonymous data currently not available for statistical surveys of business
establishments and enterprises in Japan, but producing publicly available microdata for
statistical surveys of business establishments and enterprises is also difficult. Therefore,
the development of a method to produce synthetic data would meet the need for test data.
In this paper, we quantitatively evaluate various techniques for generating synthetic data
using individual data from the Economic Census of Activity.

In this study, we quantitatively evaluated the usefulness and confidentiality of syn-
thetic data generated using the maximum distance to average vector (MDAV) method
of microaggregation, which is a disturbing method, the classification and regression tree
(CART), and the conditional tabular GAN (CTGAN), a deep learning model. The results
confirmed that the distributional properties such as summary statistics and correlation
coefficients were reproducible when synthetic data were generated using CART. In addi-
tion, compared with the MDAV method, CART can potentially increase confidentiality
while maintaining usefulness. Furthermore, for CTGAN, the degree of confidentiality was
found to be higher compared with that for CART; however, the decrease in usefulness was
also confirmed to be relatively greater.

Key words: Synthetic data, microaggregation, CART, CTGAN, Economic Census.
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要 旨

統計的マッチングは，異なるデータを組み合わせて有用なデータを構築するための手法であ
る．統計的マッチングにより，追加の調査やデータの収集を行うことなく，有益なデータを
作成することが可能となり，近年，様々な分野で利用が進んでいる．本研究では，高部・山下
（2021），Takabe and Yamashita（2020）及び高部・山下（2018）で提案された，多項ロジットモ
デルに基づく統計的マッチングの手法について紹介するとともに，その副産物として得られる
マッチング確率を欠値補完に活用する方法について検討し，実データを用いて，その試算・分
析を行った．

キーワード：統計的マッチング，多項ロジットモデル，ウエイト付き距離関数，欠測
値補完．

1. はじめに

1.1 公的統計データの欠測値補完に関する概要
社会学におけるアンケート調査，企業による市場調査，行政機関が実施する公的統計調査

など，様々な調査においては，無回答・無記入により，調査対象や調査項目の一部について
の情報が得られない場合がある．このような欠落した値を欠測値という（日本統計学会, 2022,
2023）．欠測値の要因である無回答には，白紙や未回収など，構成要素単位で発生する全項目
無回答（unit nonresponse）と，いくつかの質問に回答がないなど，変数単位で発生する一部項目
無回答（item nonresponse）がある（高橋・渡辺, 2017）．欠測値が発生した場合，そのままでは
統計的計算処理が不可能となることから，調査対象への再調査等により，可能な限り正しいと
考えられる結果を得ることが望ましい．しかし，そのような対応が困難な場合には，欠測値を
何らかの方法により補完（imputation）する場合がある（日本統計学会, 2022, 2023）．
単一の統計表の公表を念頭に置いた欠測値の補完においては，1つの欠測値に 1つの値（平均
値，モデルによる予測値など）を代入する単一代入法（single imputation）が用いられる場合が多
い．そのような場合に，得られたデータを用いて関心のあるパラメータの推定を行った場合，
例えば分散の過小推定が起こるなど，パラメータの推定値にバイアスが生じる可能性があるこ
とが問題点として挙げられる．こうした問題を回避するために，ベイズ統計の考え方を基に，
欠測値を含むデータの分布から独立かつ無作為に抽出された複数のシミュレーション値によっ
て欠測値を置き換える多重代入法（multiple imputation）が用いられる場合がある（高橋・渡辺,

†立正大学 データサイエンス学部：〒 360–0194 埼玉県熊谷市万吉 1700
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2017; 高井 他, 2016）．欠測値を含むデータの分析においては，完全にランダムな欠測（MCAR:
missing completely at random），ランダムな欠測（MAR: missing at random）などの欠測のメカ
ニズムを勘案しつつ，推定対象の特性も考慮しながら推定を行う必要があり，そのための様々
な手法が提案されている（高橋, 2022;高橋・渡辺, 2017;高井 他, 2016;星野, 2009;岩崎, 2002）．
ところで，国勢調査のような公的統計調査のデータに欠測値が生じた場合の補完について

は，我が国を含む多くの国において，公表される多様な集計表の元となる単一の集計用ミクロ
データを作成することを念頭に，整合性のあるデータを当該欠測値に代入して補完を行う単一
代入法が用いられており，特に同じ調査データの中から欠測した値に類似していると考えられ
るレコードを当該データから検索して代入するホットデック法（hot deck imputation）や，行政
記録などの外部データから検索して代入するコールドデック法（cold deck imputation）が多く利
用されている（北原・寺垣内, 2023; 坂下, 2018; 統計委員会担当室, 2013）．
ホットデック法及びコールドデック法では，欠測値を伴うレコードをレシピエント（recipient）
と呼び，代入値を提供するレコードをドナー（donor）と呼ぶ．そして，それらのレコードに共通
に含まれる変数から何らかの形で距離関数を定義して，距離が最小となるレコードをドナーと
する最近隣法（nearest neighbor imputation）が用いることが多い．また，単一のレコードの値
を代入するのではなく，複数のレコードの値を何らかのウエイトに基づいて加重平均した値を
代入する fractional imputationと呼ばれる手法も考案されている（De Waal et al., 2011）．ホッ
トデック法及びコールドデック法は，2つのデータの間で類似するレコードを探索するという
観点から，統計的マッチングと本質的には同じ考え方であることが指摘されている（高橋・渡
辺, 2017）．
本稿では，こうした考え方に基づき，国内外の動向も勘案しつつ，公的統計データを念頭に

置いた，統計的マッチング（statistical matching）の手法の欠測値補完への応用について検討す
る．その準備として次節では，統計的マッチングの概要について説明する．

1.2 統計的マッチングの概要
近年，情報処理技術の発展やネットワーク環境の向上により，様々なデータが利用可能に

なっており，これらのデータを何らかの形で結合することができれば，新たに統計調査やデー
タの収集等を行うことなく，情報量の多い有用なデータを構築することができる．
こうした中で，複数のデータを結合するためのデータリンケージの手法が，様々な分野で注

目を集めている（Herzog et al., 2007; Christen, 2012; Harron et al., 2015）．ところで，データ
リンケージを行う際に，各レコードを識別できる照合キー（共通一連番号，名称，所在地など）
が存在する場合には，それらを利用した完全照合（exact matching）が可能となる（村田・伊藤,
2016; 山口, 2014）．しかし，このような照合キーが利用できない場合には，各データの共通変
数を基に算出した距離が近いレコード同士を結合する方法が用いられる．これを統計的マッチ
ング（statistical matching）という（美添, 2005）．統計的マッチングのイメージを示したものが
以下の図 1である．
統計的マッチングに関する研究は 1960年代から行われてきており，初期には，名称・所在地

などを基に，異なるレコードを同一と判定する確率と，同一の対象を表すレコードが正しく同
一であると判定される確率の比率を基にマッチングの適否を判定する方法（Newcombe et al.,
1959; Fellegi and Sunter, 1969）が開発されてきている．その後，共通変数以外の変数を欠測値
とみなして重回帰モデルやベイズ統計学の枠組みに基づいて推測を行う方法（D’Orazio et al.,
2006; Rassler, 2002; 栗原, 2015），各レコードがどちらのデータに属するかという確率（傾向ス
コア（Propensity Score））の値が近いレコード同士をマッチングする方法（Rubin, 1986; Stuart,
2010）などの様々な手法が研究・開発されている．
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図 1．統計的マッチングのイメージ．

距離に基づく統計的マッチング（各データに共通の変数を用いてレコード間の距離を計算し，
最も近いレコード同士のマッチングを行う手法，D’Orazio et al., 2006）は，比較的初期の段階
から研究が行われてきている．ただし，この方法では，各変数の重要度やスケール調整の方法
をどのように決定するかについて一般的な基準が無く，各変数のウエイトの決定方法が恣意的
になるおそれがある．この問題に対応するため，高部・山下（2021），Takabe and Yamashita
（2020）及び高部・山下（2018）では，多項ロジットモデルを用いた統計的マッチングの手法を提
案している．この手法は，前述の先行研究における課題を克服している点が特長である．具体
的には，距離の最適なウエイトをデータから統計的に（最尤法により）推定することが可能であ
り，名称・所在地などの詳細な文字情報が利用できない場合でも適用可能な方法であり，さら
に，連続変数とカテゴリ変数が混在する場合でも適用可能な方法となっている．また，通常の
多項ロジットモデルの推定の際に得られる t 値・p 値などの統計量により，ウエイトの推定精
度を分析することが可能であり，レコードの一致確率（マッチング確率）を推定し，マッチング
の精度を定量的に評価することが可能である．

1.3 本稿で提案する欠測値補完への応用
本稿では，高部・山下（2021），Takabe and Yamashita（2020）及び高部・山下（2018）におけ

る多項ロジットモデルを用いた統計的マッチングの手法について，その概要を説明するととも
に，モデルの推定の過程で副産物として得られるマッチング確率の欠測値補完への効果的な利
活用方法について提案・検討する．具体的には，データから推定した統計的マッチングに関す
る多項ロジットモデルを用いて，外部のデータからマッチング確率が最大となるレコードを検
索し，そこから値を代入するコールドデック法について検討する．また，本来はホットデック
法を念頭に提案されている fractional imputationの考え方を準用し，マッチング確率をウエイ
トとして用いて，単一のレコードではなく複数のレコードの加重平均により欠測値を補完する
コールドデック法の改善方法についても検討する．そして，提案手法を実際のデータ（公的統
計データ及び商用データ）を基に，人工的に欠測させた値に対して提案手法を適用し，その効
果について検証する．
次節では，提案手法のベースとなる，多項ロジットモデルを用いた統計的マッチングの手法

について，高部・山下（2021），Takabe and Yamashita（2020）及び高部・山下（2018）を基に，
その手法や推定方法などの概要を説明する．
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2. 多項ロジットモデルに基づく統計的マッチング

2.1 手法の概要
以下の 2種類のデータ（データ A及びデータ B）の統計的マッチングを行う場合を想定する．

•データ A（マッチング元，ドナー（Donner））：レコード数M

•データ B（マッチング先，レシピエント（Recipient））：レコード数 N

ここで，データ Aの i番目のレコードと，データ B の j 番目のレコードが同一の対象であ
る確率 Pij を考える（以下，これをマッチング確率という）．ここで Pij は，レコード間の距離
Dij を用いて次のように表現できるものとする．

(2.1) Pij =
exp(−Dij)∑N

j=1 exp(−Dij)

距離Dij の形式については様々なものが考えられるが，以下の絶対値距離（Manhattan距離）
が用いられることが多い．

(2.2) Dij =

p∑
k=1

βk|Xik −Xjk|

カテゴリ変数（離散変数）に対しては，以下の距離が用いられる．

(2.3) Dij =

p∑
k=1

βkI(Xik = Xjk)

ここで I(Xik = Xjk)は，以下のように定義される関数である．

(2.4) I(Xik = Xjk) =

⎧⎨
⎩

1 (Xik = Xjk)

0 (Xik �= Xjk)

距離のウエイト βk については，連続変数の場合には，レンジ（最大値から最小値を減じたも
の）の逆数やデータの標準偏差の逆数，質的変数の場合は 1が用いられることが多い（Gower距
離，Gower, 1971）．
全てのレコードの組合せに対して計算した距離 Dij の値を基に，式（2.1）を用いてマッチン
グ確率 Pij を推定し，その値が最も大きいレコードと結合することにより，統計的マッチング
を行うことができる．多項ロジットモデルに基づく統計的マッチングのイメージを示したもの
が，以下の図 2である．

2.2 距離のウエイトの推定方法
次に，距離のウエイト βk をデータから推定する方法について述べる．式（2.1）を基に，対数
尤度関数 Lを，以下の式（2.5）のように構成することができる．

(2.5) l(β) = log

(
M∏

i=1

N∏
j=1

Pij(β)δij

)
=

M∑
i=1

N∑
j=1

δij log(Pij(β))

β = (β1, β2, . . . , βp)は，距離に含まれるウエイトを表している．δij は，データ A（Donner）の
レコード iと，データ B（Recipient）のレコード j が同一の場合に 1，それ以外の場合に 0とな
る変数である．対数尤度関数 Lを β に関して最大化することにより，ウエイトの最尤推定値
β̂ = (β̂1, β̂2, . . . , β̂p)が得られる．
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図 2．多項ロジットモデルに基づく統計的マッチングのイメージ．

前節では，多項ロジットモデルの枠組みに基づき，最尤法により最適な距離のウエイトを推
定する方法について述べた．ここでは，距離を用いた統計的マッチングにおいて，距離のウエ
イトを何らかの形で推定している先行研究とその課題，及びそれらと比較した場合の提案手法
の利点について述べる．

2.3 実データを用いた多項ロジットモデルの推定結果
本稿では，平成 24年経済センサス -活動調査のミクロデータ（経済センサスミクロデータ）及
び帝国データバンクの企業データ（帝国データバンクデータ）を対象として分析を行う．推定の
対象地域については，3つの県のデータ（県 A～C）を対象に推定を行う．データの概要につい
ては以下のとおり．

経済センサスミクロデータ
•分析には，平成 24年調査の結果を使用（調査の期日は平成 24年 2月 1日現在）．
•一部の変数に関して欠測値が含まれていることから，MICE（Buuren, 2012）の手法に基づ
き，事前に欠測値を補完（R のパッケージ miceを使用）．

帝国データバンクデータ
•「COSMOSII」企業概要ファイル・レイアウト Cを使用（平成 24年 2月時点）．
•資本金 300万円以上 5,000万円未満の企業を対象．
•完全照合できなかったレコードについては，分析対象から除外．

なお，経済センサスミクロデータと帝国データバンクデータでは，変数の定義などに違いが
あり，以下に示すように，各種の調整を行っている．

従業者数及び従業員数
•帝国データバンクデータの従業員数には，パート・アルバイトを含む場合と含まない場合
が混在していると想定されるデータが見受けられ，経済センサスミクロデータの従業者数
については，どちらの情報も得られる．

•そこで，上記の 2つの場合に関して距離を計算し，このうち小さい方を従業者数・従業員
数に関する距離とする．
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産業
•帝国データバンクデータの産業分類を，日本標準産業分類を基に組み替えて使用．
•「S：公務（他に分類されないものを除く）」及び「T：分類不能の産業」は対象外．

開設年
•帝国データバンクデータでは，開設年が年単位で記録されているが，平成 24年経済セン
サス -活動調査では，開設時期がカテゴリ変数となっている．

•そこで，開設年を（1）1984年以前，（2）1985年～1994年，（3）1995年～2004年，（4）2005
年以降，の 4つの時期に区分して，カテゴリ変数として使用．

上記のデータを名称，所在地により完全照合し，各データから 2/3 のレコードを無作為抽出
して学習用データとし，残りの 1/3 のレコードを，後述する欠測値補完の検証用のテストデー
タとした．地域ごとの各データのレコード数については，以下の表 1のとおり．
経済センサスミクロデータおよび帝国データバンクデータの両方のデータに共通に含まれる

変数（共通変数）は，以下の表 2に示した 6種類である．
このほかに，売上高も変数として含まれているが，これは後述するように，欠測値補完の検

証をする際の変数として用いることとしている．
データには連続変数とカテゴリ変数が含まれていることから，距離関数としては，式（2.2）及

び式（2.3）を組み合わせた形のものを用いることとする．その際に，高部・山下（2021），Takabe
and Yamashita（2020）及び高部・山下（2018）の結果に基づき，モデルの推定精度を向上させる
ため，距離の対数変換値（以下の式（2.6））を用いた多項ロジットモデルについて推定を行う．

(2.6) Dij =

K∑
k=1

βk log(|Xik −Xjk| + 1)

これらの距離に基づく多項ロジットモデルの推定結果を示したものが，表 3である．推定結
果を見ると，全ての地域で，ほぼ全ての変数について 0.1パーセントの有意水準で有意となっ
ている．
なお，推定した多項ロジットモデルに基づく統計的マッチングの精度についても重要な観点

表 1．各地域のデータのサイズ．

表 2．分析に使用する変数．
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表 3．多項ロジットモデルの推定結果．

ではあるものの，今回は，当該モデルを欠測値補完に応用した場合の効果に焦点を当てている
ことから，マッチングの精度の検証については省略する．様々な距離関数を用いた多項ロジッ
トモデルに基づく統計的マッチングの精度の比較検証に関しては，高部・山下（2021），Takabe
and Yamashita（2020）及び高部・山下（2018）を参照．

3. マッチング確率の欠測値補完への応用

本研究では，多項ロジットモデルに基づく統計的マッチングの手法を欠測値補完に応用する
方法について検討する．具体的には，帝国データバンクデータの売上高が全て欠測している場
合を想定し，その値を，経済センサス -活動調査データの類似したレコードにおける売上高の
値で補完する場合を想定する．なお，本研究では，欠測値があるデータ（レシピエント）を帝国
データバンクデータとし，欠測値補完に使用されるデータ（ドナー）を経済センサス -活動調査
データとしている1)．
表 3における多項ロジットモデルの推定結果を用いて，地域ごとのテストデータにおける

欠測値補完の精度を検証する．具体的には，地域ごとにマッチング確率を算出し，レシピエン
トにおいて最もマッチング確率が大きいレコードの売上高の値を，対応するドナーの売上高の
代入値とする方法を検討する．その際に，マッチング確率を用いて，経済センサスの全てのレ
コードにおける売上高の値を加重平均した結果による欠測値補完ついても検討する．具体的に
は，ドナー側のデータにおける i番目のレコードの売上高（欠測値）を yi（1 ≤ i ≤M）とし，レ
シピエント側のレコードの売上高の値 zj（1 ≤ j ≤ N）とした場合に，マッチング確率 Pij によ
る加重平均により，yi =

∑N
j=1 Pijzj として欠測値補完を行う方法を検討する．

また，これらの提案手法に対する比較手法として，従来の統計的マッチングの研究において
よく用いられている Gower距離（式（2.2）において βk を Xik, Xjk のレンジ（最大値 -最小値）の
逆数とし，式（2.3）において βk を 1としたもの，Gower, 1971）に基づく単純な最近隣法（レシピ
エントにおいて最も Gower距離が小さいレコードの売上高の値を代入値とする方法）による結
果についても検討する．
欠測値補完の精度については，帝国データバンクデータの売上高の値を真値として，以下の

平均絶対誤差率（MAPE: Mean Absolute Percentage Error）を用いて評価する．

(3.1) MAPE =
100

n

M∑
i=1

∣∣∣∣ ŷi − yi

yi

∣∣∣∣
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表 4．マッチング手法ごとの欠測値補完の精度（MAPE）．

ここで，yiは真の売上高，ŷiは，ドナーとして選択されたレコードの売上高を示している．各
地域における欠測値補完の手法ごとに，平均絶対誤差率の結果を示したものが表 4である．
上記の結果を見ると，いずれの地域においても，Gower距離に基づく最近隣法よりも，マッ
チング確率に基づく手法の方が，平均絶対誤差率でみた場合の精度が向上している．また，
マッチング確率による加重平均値を用いた手法が，最も精度がよい結果となっている．データ
から推定された最適な距離に基づくマッチング確率を用いることにより，欠測値補完の精度が
向上することが示された．Gower距離のようにウエイトをデータに応じて調整していない距離
を用いるよりも，マッチング確率のようにデータから最適な距離のウエイトを算出している指
標を用いる方が，欠測値補完の精度は向上すると考えられる．また，マッチング確率に基づく
売上高の加重平均を用いることにより，はずれ値の影響が緩和されると考えられることから，
マッチング確率の加重平均値を用いた方が，欠測値補完の精度は向上すると考えられる．こう
した結果が，表 4から確認できる．
なお，地域ごとに平均絶対誤差率の水準に違いがあることが確認される．これについて，平

均をとる前の事業所ごとの絶対誤差率を地域ごとにプロットした結果が，図 3，図 4及び図 5
である．これらの図をみると，特に地域 B において極端に大きな絶対誤差率を持つ事業所が
多いことがわかる．このように，2つのデータの時点などの違いにより，売上高の結果が大き
く異なるにもかかわらず従業差数や資本金などの結果が近い値となっている事業所が多く存在
する地域においては，他の地域よりも平均絶対誤差率の水準が全体的に大きくなることがわか
る．このような場合，地域間の平均絶対誤差率の比較はできないものの，地域内における平均
絶対誤差率を基にした各手法の比較・評価は可能である．

4. おわりに

本研究では，高部・山下（2021），Takabe and Yamashita（2020）及び高部・山下（2018）で提
案された多項ロジットモデルに基づく統計的マッチングの手法を基に，マッチング確率を用い
た加重平均により欠測値補完を行う方法について提案し，実データを基にその検証を行った．
検証の結果，いずれの地域においても，Gower距離に基づく最近隣法よりも，マッチング確
率に基づく最近隣法の方が，平均絶対誤差率でみた場合の欠測値補完の精度が向上しており，
データから最適なウエイトを計算した距離関数に基づくマッチング確率は，欠測値補完を行う
上でも有用であることが示唆される結果となった．データの構造が大きく変わらないことを想
定すれば，一度，距離関数（多項ロジットモデル）を推定しておけば，その結果を用いることで，
外部データからのコールドデック法に基づく欠測値補完を効率的に行うことが可能となる．た
だし，マッチング確率による加重平均値を用いた手法については，一部の地域で補完の精度が
低下することが明らかとなった．売上高は一般的に外れ値を持つことから，加重平均によって
補完値の精度が低下した可能性もあり，例えば加重平均を計算する範囲をマッチング確率が上
位のレコードに限定するなど，さらに工夫や検証を重ねる必要があると考えられる．なお，本
研究では，帝国データバンクデータの売上高が全て欠測している場合を想定しているが，本稿
で提案した手法は売上高などの特定の属性値が全てのレコードにおいて欠測している場合に限
定されるものではなく，売上高などの属性値が一部のレコードにおいて欠測している場合にも
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図 3．地域 Aの欠測値補完手法ごとの各事業所の絶対相対誤差．

図 4．地域 B の欠測値補完手法ごとの各事業所の絶対相対誤差．

図 5．地域 C の欠測値補完手法ごとの各事業所の絶対相対誤差．

適用可能である．
今後の課題として，今回のデータを用いて構築したモデルを全く別のデータに適用し，その

精度を検証することが考えられる．本研究における手法は，企業データだけでなく，世帯・個
人などが対象のデータにも適用することが可能であることから，企業データ以外の様々なデー
タに対しても本研究における手法を適用することにより，提案手法の有効性を確認していくこ
とが必要であると考える．また，今回は売上高という単一の連続変数について検証を行った
が，複数の変数を対象とする場合の検討や，地域・産業などのカテゴリ変数の欠測値補完をど
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のように考えるのかという点も，今後の課題である．
令和 5年 3月に決定された政府の第 IV期公的統計基本計画において，公的統計ミクロデー

タの利活用に関しては，調査票情報の利活用に係る安全及び国民の安心確保を図りつつ，学術
研究分野からの要請への対応を図っていくため，調査票情報のオンサイト利用を始めとする更
なる利便性向上を図ることとされている．こうした状況を鑑み，公的統計のミクロデータや社
会調査の個票データなど，レコード単位の様々な統計調査のミクロデータの利活用が進められ
ていく中で，欠測値の補完は今後も一層，重要なテーマになっていくものと考えられ，本稿で
提案した手法も含め，今後も，継続的な手法の開発・改善を続けていく必要があると考える．

注．

1) 本研究では，帝国データバンクデータをレシピエントとし，経済センサス -活動調査デー
タをドナーとしているが，その役割を逆にした（ドナーを帝国データバンクデータとし，
レシピエントを経済センサス -活動調査データとした）モデルを想定することも可能であ
る．高部・山下（2021）では，ドナーとレシピエントの役割を入れ替えたモデルも合わせて
活用することにより，統計的マッチングの精度を向上させる方法について分析している．
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Missing Value Imputation Using a Statistical Matching Method
Based on a Multinomial Logit Model

Isao Takabe

Faculty of Data Science, Rissho University

Statistical matching is a technique for combining different data to construct useful
data. Statistical matching enables the creation of useful data without additional research
or data collection and has recently been used in various fields. In this study, we introduce
the method of statistical matching based on the multinomial logit model proposed in Tak-
abe and Yamashita (2018, 2020, 2021) and also discuss the use of matching probabilities
obtained as a byproduct for missing value imputation.

Key words: Statistical matching, multinomial logit model, weighted distance function, missing value imputa-
tion.
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要 旨

公的統計の分野において，連続値の外れ値検出法で最も多く使用されているのはレンジ
チェックと呼ばれる単変量の方法であるが，調査統計の成果物が従来の統計表に加えて個別
データの提供も進むにつれて，多変量な外れ値への対処の重要性も徐々に認識されつつある．
本稿では，単変量の外れ値と多変量の外れ値の違いについて解説し，多変量の外れ値検出法
のうち単峰で対称な楕円分布を前提とする手法の 1つであるMSD（Modified Stahel-Donoho）推
定量による方法を実装した Rのパッケージ RMSD及び RMSDpとその利用方法について紹介
する．

キーワード：データクリーニング，楕円分布．

1. はじめに

公的部門の統計調査データの集計処理においては，何らかのエラーや，間違いではないが他
の大部分のデータとは傾向が違うデータの発生を避けることが難しい．そのような観測値は
「外れ値」と呼ばれ，広義には分布の裾にあり他の大多数のデータとは異なる傾向を持つもの
と定義される（Eurostat, 2014）が，厳密には統計調査の各集計プロセスに応じて様々に定義さ
れる．
調査票情報を電子化し，記入ミスや誤りを検出するデータチェックのプロセスにおいては，

検出すべき外れ値は誤りの可能性がある観測値が対象となる．また，例えば欠測を回帰モデル
に基づき補完するプロセスにおいては，検出すべき外れ値は梃子比と Cookの距離が共に大き
いデータが回帰推定及びそれに基づく補完値を歪める可能性がある観測値となるだろう．デー
タのエラーを除外・修正し，必要に応じて欠測を補完した後の，集計値に乗率と呼ばれる標本
抽出率の逆数を乗じて統計表の数値を作成する母集団推定プロセスでは，誤りではなくとも，
特異な値が大きな乗率を持ち，集計結果に影響するようなデータが検出すべき外れ値となり，
そのようなデータについては乗率の調整等の措置を検討することになる．統計作成プロセス毎
の外れ値の処理については，Wada（2020）などに詳しい．
公的統計における伝統的な外れ値検出法は，何らかの方法で正常な値の範囲を決めるレンジ

チェックと呼ばれる単変量の方法である．この正常値範囲をデータ自体から導き出す方法につ
いては，野呂・和田（2015）を参照されたいが，複数の相関のある数量項目を含む調査統計にお
いて，単変量の外れ値検出法を個々の項目に適用する場合，特定の変数で極端な値をとらない

†総務省 統計研究研修所：〒 185–0024 東京都国分寺市泉町 2–11–16



246 統計数理 第 72 巻 第 2 号 2024

が調査項目間の相関関係が他の大部分の観測値と異なるタイプの外れ値を検出することができ
ない．本稿では，そのような外れ値を「関係性の外れ値」と呼ぶことにする．公的統計の集計プ
ロセスでは，そのような外れ値はデータを層化したり，相関の高い変数との比率についてレン
ジチェックを適用することにより疑似的に対応することが多く，実務上多変量の外れ値検出法
はあまり普及はしていない．この理由としては以下のようなことが考えられる．

•単変量の方法と比較して技術的に難易度が上がる．
•実データでの正解（真の外れ値）はわからない．
•多くの検出法が提案されているが，ベストな方法は状況により変わりうる．
•検出された外れ値の審査や対処が単変量のものよりも困難である．

本稿では，楕円分布モデルを前提とした多変量な外れ値検出法の一つであるMSD（Modified
Stahel-Donoho）推定量に基づく方法とその実装パッケージについて解説し，公的統計への適用
事例について併せて紹介する．これは，先に述べた多変量の方法が普及しない理由のうち，技
術的難易度の緩和に貢献するものである．なお，p次元確率変数 xが楕円分布に従うとき，そ
の密度関数 f(x)は次のように表現される．

f(x) ∝ g
[
(x − μ)�Σ−1(x − μ)

]

ここで，μは xが従う楕円分布の平均値ベクトル，Σは分散共分散行列とする．また，gは
非負値関数で，確率変数の定義域全体での積分が有界となる．公的統計分野において，家計に
おける所得と消費や事業所・企業における従業者数と売上高などは，対数変換などの変数変換
によって対称化することで楕円分布と見なすことができる．探索的データ解析に基づく変数変
換等により多変量正規分布に近づくデータも，典型的な楕円分布モデルに基づく外れ値検出法
の適用範囲となる．
まず，第 2節では本稿で取り上げるMSD法に関する先行研究について紹介し，第 3節でそ
の実装アルゴリズムと並列化の方法についても解説する．第 4節ではこれらのソフトウェアの
パッケージ化とその仕様を実例を交えて紹介する．

2. 先行研究

本稿で取り上げる MSD法は，Patak（1990）が考案した，Stahel-Donoho（SD）推定量と射影
追跡（PP: Projection Pursuit）法という二つの手法の組み合わせである．SD 推定量は Stahel
（1981）と Donoho（1982）がそれぞれ考案したもので，観測値を様々な方向の基底ベクトルに射
影し基底ベクトル上の中心からの乖離度に応じて各観測値に付与したウェイトを用いて，平
均値ベクトルと分散共分散行列のロバスト推定を行う．SD推定量は，変数の数によらず高い
破局点を持つことが知られている（Maronna and Yohai, 1995）．続く PP法のステップでは，
SD推定量である分散共分散行列から固有値分解による主成分分析（PCA: Principal Component
Analysis）を行う．PCAは，相関のある変数を含むデータセットを観測値の持つ多様性を極力
保持しつつ主成分得点に変換するが，主成分同士は相関を持たないために前節で述べた「関係
性の外れ値」を想定する必要がない．このため，個々の主成分に対しては単変量の外れ値検出
法の考え方を適用することができる．
周知のように，第一主成分は最大の固有値を持つ固有ベクトルに観測値を射影した結果であ

り，分散が最も大きくなるよう設定される．第二主成分は，データから第一主成分に直交する
空間への射影方向の中で，同様に分散を最大化する方向を示す．第三主成分はデータから第
一・第二主成分に直交するという制約の下で，同様に分散を最大化する方向を示すベクトルが
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選択される．第一主成分は多変量データの共通性を代表する尺度，通常サイズ因子と呼ばれて
いるが，第二主成分以降は共通性よりも徐々に観測値の特異性が集約されていくため，外れ値
検出に関してはむしろ有用性が高い．
このように，Patak（1990）が考案したMSD法は，SD推定量として得られたロバストな分散
共分散行列に PP法を適用してさらに良い平均値ベクトルと分散共分散行列を推定し，これに
基づき各観測値のマハラノビス平方距離を算出し，その数値が大きなものが F検定統計量を目
安に外れ値として検出される．このMSD法は，大標本での破局点が約 0.5と高く，直交変換
不変（orthogonally equivariant）である（Franklin and Brodeur, 1997）．
伝統的な外れ値への対応策としては，母集団が正規分布などの特定の分布に従うこと

を前提に仮説検定を行う方法論や，回帰など異なるモデルを前提とするものも存在する
が，ここでは観測値が平均値ベクトルと分散共分散行列で決まる楕円分布族に従うこと
を前提とする検出法に焦点を当てる．統計調査の集計実務への適用可能性を重視し，国
連欧州経済委員会（UNECE）や EU 統計局（Eurostat）などが行っている公的統計分野の取
り組みである UNSC/UNECE 刊行の Statistical Data Editing シリーズや，2001～2003 年に
EU 域内の政府統計部局・大学及び企業の統計専門家が参加した EUREDIT プロジェクト
[https://www.cs.york.ac.uk/euredit/euredit-main.html] の報告書などを調査し，多変量外れ値
検出法の先駆的な実用化事例であるカナダ統計局の年次卸売・小売業調査（AWRTS）に使用さ
れたMSD法に着目した．
カナダ統計局での適用方法とその手法の詳細については，Franklin and Brodeur（1997）に詳
しい．EUREDITプロジェクト報告書の一部である Béguin and Hulliger（2003）においてこれ
が紹介され，改善点についていくつか指摘がなされている．和田（2010）は，カナダ統計局の
方法と EUREDITでの指摘に基づいた改良手法を統計ソフト Rで実装し，実際に Béguin and
Hulliger（2003）による改良が外れ値検出の性能を向上させることを確認している．

3. 実装

3.1 Modified Stahel-Donoho推定量のアルゴリズム
大きさ nで p次元のデータセットX について，その i番目の観測値を xi = (xi1, xi2, . . . , xip)

とすると，Béguin and Hulliger（2003）に基づくMSD法のアルゴリズムは以下のとおり．

（1）直交基底の作成
ランダムな b個の直交基底 ν(k) (1 ≤ k ≤ b)を作成するために，b× p× p個の一様乱数を生成

して b個の p行 p列の行列を作成，これに Gram-Schmidtの直交化法を適用する．Béguin and
Hulliger（2003）は，pが大きくなっても検出性能を維持するために必要な基底数 bについて，p
の増加に伴い指数関数的に増加すると述べたMaronna and Yohai（1995）を根拠として 1変数当
たり exp(2.1328 + 0.8023p)/pとしているので，b = exp(2.1328 + 0.8023p)となる．
（2）射影と残差の標準化
直交基底行列 ν の j番目の基底ベクトル νj (1 ≤ j ≤ p)が張る直線上に観測値 xiを射影した
座標 ν�

j xi を中央値（median）と中央絶対偏差（MAD: median absolute deviation）を用いて

(3.1) rij =
|ν�

j xi − med(ν�
j x)|

mad(ν�
j x)/0.674

によりロバストに標準化し，標準化残差 rij を求める．ここで，medは中央値，madはMADを
示す．データが標準正規分布に従うと仮定すると，MADは 0.674になるため，MADを 0.674

で割ることにより標準偏差と基準を揃える．
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（3）残差に基づく次元別ウェイトの算出
i番目の観測値 xi を j 番目の基底ベクトル νj に射影して得られる標準化残差 rij から，

(3.2) r̃ij =

⎧⎨
⎩
rij if 0 ≤ rij ≤ c,

c2/rij if c ≤ rij ,
c =

√
χ2

p,0.95

により刈り込み残差 r̃ij を算出し，

(3.3) wij = r̃ij/rij

により次元別のウェイト wij を得る．
Maronna and Yohai（1995）は，定数 cについて，X が p次元の正規分布に従う場合に射影残

差の二乗が漸近的に自由度 pのカイ二乗分布に従うことを根拠としている．
（4）一次ウェイトの算出
各観測値に対し，直交基底 1組毎に得られる p個のウェイトについて，まず

(3.4) wi =

p∏
j=1

wij

により次元別ウェイトの積和をとると，各観測値毎に基底数と同じ b個のウェイト w
(k)
i が得ら

れるので，w̆i = min
1≤k≤b

w
(k)
i として，観測値別に b個の中から最小のウェイトを選択し，これを

一次ウェイト w̆i とする．
基底ベクトルへの射影後，単変量の位置と尺度の推定量に中央値と MAD を使用し，残

差 ri = (ri1, . . . , rip) としてウェイト wi = w(ri) が正で連続かつ wi と r2iwi が ri ≤ 0 で
有界であれば，Donoho（1982）に基づき，SD 推定量は有限標本での破局点の最大値である
ε∗0 = [(n−p+1)/2]/2を達成する（Tyler, 1994）が，式（3.3）のウェイト関数はこの条件を満たす．
（5）重み付き主成分分析
一次ウェイト w̆i を用いて，

û =

∑n
i=1 w̆ixi∑n

i=1 w̆i

V̂ =

∑n
i=1(xi − û)(xi − û)�w̆2

i∑n
i=1 w̆

2
i

(3.5)

により平均値ベクトル uと分散共分散行列 V の推定値を求める．
（6）主成分射影と二次ウェイト算出
主成分分析により，p次元の固有ベクトルが pセット得られるが，これも一組の直交基底と

みなすことができる．一次ウェイト算出時と同じようにこれらの固有ベクトルに観測値を射影
し，式（3.1），（3.2），（3.3）及び（3.4）により算出したウェイトの中から観測値別に最小の値を持
つものを選び，これを二次ウェイトと呼ぶ．
（7）最終ウェイトの決定と平均値ベクトル・分散共分散行列の推定
各観測値別にさらに一次ウェイトと二次ウェイトを比較し，値が小さい方を最終ウェイトと

する．この最終ウェイトを用いて再度式（3.5）により平均値ベクトルと分散共分散行列を推定
する．
（8）マハラノビス距離の算出と外れ値の特定
ステップ（6）で推定した平均値ベクトルと分散共分散行列を用いて，

D2(xi) = (xi − û)�V̂ −1(xi − û)
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によりマハラノビス平方距離 D2(xi)を算出する．D2(xi)の検定統計量 Fi は，自由度 p及び
(n− p)の F分布に従い，

Fi =
(n− p)n

(n2 − 1)p
D2(xi)

により得られる．外れ値と判定する基準は，Franklin and Brodeur（1997）に準じて F検定統計
量の 99.9%点をデフォルトとする．

3.2 シングルコア版の性能評価
Maronna and Yohai（1995）及び Peña and Prieto（2001）は，外れ値検出法の評価に次のよう

なモデルに従う乱数データを使用している．

(1 − α)Np(0, I) + αNp(δe1, λI), I =

⎛
⎜⎜⎝

1 0
. . .

0 1

⎞
⎟⎟⎠

ここで，αは外れ値の割合，pは変数の数，λは外れ値の分散，δが第 1変数上の正常値からの
外れ値の距離を示す．外れ値ではない観測値の量はデータセットの大きさ ×(1 − α)，原点中
心で分散共分散行列が I の p次元標準正規分布乱数で，外れ値の量はデータセットの大きさ
×α，平均は第一変数以外 0，分散 λの正規分布に従う．この評価用データセットは外れ値もそ
れ以外の観測値もそれぞれ変数間に相関のない正規分布に従うため，関係性の外れ値は発生し
ない．このため，和田（2010）において実装されたMSD関数の評価には，上述のモデルの外れ
値ではない観測値には相関関係を導入し，

(3.6) (1 − α)Np(0,R) + αNp(δe1, λI), R =

⎛
⎜⎜⎝

1 r
. . .

r 1

⎞
⎟⎟⎠

に従う乱数データセットを使用した．加えて，実データはより裾が重く歪みのある分布である
場合も多いため，外れ値ではない観測値に Skew-T分布，複合ポワソン分布及び対数正規分布
に従う乱数を採用した．また，Howkins-Bradu-Kass（Hawkins et al., 1984），スイスのレストラ
ン業（Béguin and Hulliger, 2003），Herzsprung-Russell（Rousseeuw and Leroy, 2003），Bushfire
（Campbell, 1989），Stackloss（Rousseeuw and Leroy, 2003），Modified Wood Specific Gravity
（Rousseeuw and Leroy, 2003）といった評価用データにより，EUREDIT版がカナダ版より外れ
値検出性能が高いことが確認された．

Wada et al.（2020）では，調査実務への適用を目的として，和田（2010）で実装された関数の
EUREDIT版と，BACON法（Billor et al., 2000），Fast-MCD法（Rousseeuw and Van Driessen,
1999）及び NNVE法（Wang and Raftery, 2002）を比較し，上述の乱数データに加え，四乗根変
換等を施した企業の経理項目データで性能比較を行い，裾が重く歪んだデータについてMSD
法の性能が高いことを確認している．比較に使用されたソフトウェアは表 1のとおりで，オプ
ション等は全てデフォルト設定を採用している．

MSD法は，特に変数間の相関が高い場合に検出力が高いが，一方で計算負荷が上述の他の
手法と比較しても高く，特に変数の数 pの増加に伴い計算負荷は指数関数的に増大する．和田
（2010）で実装されたMSD関数について，大きさ 100のデータセットについて，4GBメモリの
32bit機では 11変数を越えるとメモリ破綻する（Wada and Tsubaki, 2013）．
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表 1．使用ソフトウェア．

3.3 並列化
和田（2010）によるMSD関数について，より高次元のデータセットへの適用を可能とするた
め，Wada and Tsubaki（2013）は和田（2010）によるMSD関数の並列化実装を行った．本節以降
では，和田（2010）で実装されたMSD関数をシングルコア版と呼ぶ．並列化版は，forや apply
等の関数による繰り返し処理を並列化するための CRANパッケージ foreach及び doParallelを
使用し，3.1節のアルゴリズムのうち（1）から（4）までのステップの処理を小分けにして複数の
スレッドに振り分けることによりメモリ破綻を防ぐ．
具体的には，シングルコア版では計算速度を重視し，b個の基底を構成する一様乱数の直交
化や b× p× p個の基底ベクトルへの射影と残差・ウェイトの計算をそれぞれ apply関数を用い
て一括で計算処理するが，並列化版はこれらをより小さなチャンクに分けて複数の子プロセス
で実行し，1セットの一次ウェイトに情報を集約した後に親プロセスに戻す．このため，同じ
データセットにシングルコア版と並列化版関数を実行する場合，コア数が少なければ計算速度
はシングルコア版の方が速い．
並列化版の性能評価は，シングルコア版と同様にモデル（3.6）に基づく正規分布に従う乱数

データに適用し，大きさ 100，20変数のデータセットにおいて，シングルコア版による少ない
変数のデータセットでの結果と比較して外れ値検出性能が落ちないことが確認された．加え
て，独立行政法人統計センターが公開していた 2004年全国消費実態調査を模した合成データで
ある疑似ミクロデータ（現在は疑似ミクロデータの公開は終了し，一般用ミクロデータが公開
されている）への適用事例も紹介された．テストに使用されたのは EPSON Pro4700で，CPU
は Core™ i5（3.33GHz），メモリ 4GBで 32bit版のWindows 7 Proである．約 2万レコードの
疑似ミクロデータについて，並列化版の処理は 8変数では 55秒，10変数で 150秒を要した．

4. パッケージ化

シングルコア版も並列化版も，平均値ベクトルと分散共分散行列をロバスト推定する関数
コードの形でそれぞれ和田（2010）及びWada and Tsubaki（2013）で公開されているが，これに
外れ値判定プロセスを追加してパッケージ化し，2023年 11月に CRANの審査を経て公開され
た．本節ではその仕様と利用方法について解説する．

4.1 シングルコア版
4.1.1 仕様
パッケージ RMSDに収録された RMSD関数は，Béguin and Hulliger（2003）に基づくMSD
法による多変量外れ値検出の関数で，並列化版の RMSDp::RMSDp()と比較すると高速だが，
高次元データへの適用はメモリ破綻を起こしやすい．引数と戻り値をそれぞれ表 2及び表 3に
示す．
引数は，inpに行が各観測値で列が変数の行列形式で外れ値を検出する欠測のないデータを
指定する．nbは基底数で，b = exp(2.1328 + 0.8023p)を変更したい場合に指定する．変数の数
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表 2．RMSD関数の引数．

表 3．RMSD関数の戻り値．

が多くメモリ破綻を起こす場合は，デフォルトよりも小さな数を指定することで破綻を防げる
可能性がある一方，外れ値検出力が低下する．この関数は直交基底の作成に一様乱数を使用し
ているために，同じデータについて複数回実行した場合，結果が動く可能性がある．sdの指定
は，基底を構成する乱数のシードに使用されるため，関数の実行結果を固定したい場合に使用
する．ptは外れ値検出の閾値でデフォルトは 99.9%値が設定されているがこれはあくまでも
目安であり，正規分布よりも裾の重いデータセットの場合は外れ値判定するマハラノビス二乗
距離の閾値 cfをデータに応じて調整し，その調整値よりも大きなマハラノビス平方距離 mah
のものを外れ値として検出し直す．また，企業の経理項目や世帯収入等の歪みの大きなデータ
は，Wada et al.（2020）での事例のように事前に適切な変換を施す．
戻り値は uがロバスト推定された観測値の平均値ベクトル，Vが分散共分散行列である．こ

の二つの推定値により楕円分布の形が決まる．wtは各観測値の最終ウェイトで，この値が 0に
近いほど観測値はデータ中心から外れている．mahは各観測値のデータ中心からのマハラノビ
ス二乗距離で，これが F検定統計量に対応する閾値 cfの値よりも大きい場合に外れ値として
otの値に 2がセットされる．

4.1.2 利用例
ここでは，robustbaseパッケージに収録された Herzsprung-Russellデータセット（パッケージ
内での名前は starsCYG）について RMSD関数を適用し，結果を外れ値判定の閾値とともに散
布図に図示するコード例を紹介する．

install.packages("RMSD")
library(RMSD)
data(starsCYG, package="robustbase")
o1.msd <- RMSD(starsCYG)

plot(starsCYG, pch=21, col="gray", bg=c("gray80", "black")[o1.msd$ot], cex=1.5)

# 確率楕円描画
n <- nrow(starsCYG); d <- ncol(starsCYG)
eg <- eigen(o1.msd$V) # 共分散行列を固有値分解
P <- eg$vectors # 固有ベクトル
D <- matrix(rep(0, d*d), ncol=d) # 対角成分が固有値、それ以外は 0
diag(D) <- eg$values
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PP <- solve(P) # 固有ベクトルの逆行列
cf <- o1.msd$cf*(n^2-1)*d / ((n-d)*n) # 検定統計量から距離の閾値を逆算

# o1.msd$cf は、外れ値判定に使用したカットオフ値（デフォルトで 99.9%点）
ax1 <- sqrt(cf * eg$values) # 楕円の長軸・短軸の計算

nb <- 0:200 # データの刻み
dw <- 2 * pi / 200; w <- dw * nb
XA1 <- ax1[1] * cos(w); XA2 <- ax1[2] * sin(w)
XX1 <- t(t(PP) %*% t(cbind(XA1, XA2)) + o1.msd$u) # 有向楕円に
lines(XX1, col="gray60", lwd=3, lty=2)
points(o1.msd$u[1], o1.msd$u[2], pch=18, cex=2) # データ中心

図 1の菱形の点は推定されたデータ中心（平均値ベクトル），外れ値の目安としている F検定
統計量の 99.9%点を灰色の点線による楕円で示している．

4.2 並列化版
パッケージ RMSDpに収録された RMSDp関数は，シングルコア版である RMSD::RMSD()
を並列化したもので，シングルコア版よりも変数の多いデータに適用できるが，シングルコア
版がメモリ破綻せず動く場合はシングルコア版の方が処理時間が短い．
関数 RNSDpの入力パラメータと出力はそれぞれ表 4及び表 5のとおり．RMSD::RMSD()

の引数に coresと dvが追加されている．coreは，関数が利用するコアあるいはスレッドの数を
指定するもので，デフォルトでは関数を実行する PCで利用可能な全てのコアを使用する．dv
は並列化のための処理のチャンクの大きさを指定するもので，デフォルト値の 10000は一括で
計算処理を行う行列の要素数を指定する．このデフォルト値は 4GBメモリの 32bit機を基準
に設定されているため，より大きなメモリのある PCの場合は値を増やすと処理速度が上がる
が，大きくしすぎるとメモリ破綻する．戻り値はシングルコア版に準拠する．

4.2.1 利用例
ここでは，（独）統計センターが公開している一般用ミクロデータから平成 21年全国消費実

態調査の詳細品目データを使用して，RMSDpパッケージを利用した外れ値検出を行う．一般
用ミクロデータは，集計表から調査の個別データを模して乱数により疑似的に作成されたもの
で，全国消費実態調査の詳細品目データは二人以上の世帯約 5万世帯についての家計の収入・
支出などの 430305項目を収録し，調査の概要や符号表とともに公開されている．
データチェックを行う場合も，Wada（2020）で紹介されている個人企業経済調査のように補
完を行う場合でも，全てのレコードについて全数量項目をまとめて外れ値検出するわけではな

図 1．Herzsprung-Russellデータセット．
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表 4．RMSDp関数の引数．

表 5．RMSDp関数の戻り値．

表 6．飲料項目と変数名．

い．世帯調査であれば世帯の属性によりできるだけグループ内の類似性が高くグループ間の相
違が大きくなるようにグループ分けを行う．このデータセットの例では，調査の対象となる世
帯の収入や支出に影響があると思われる属性でグループ化し，世帯主が就業者で年齢階級が 30
歳未満，かつ世帯人員が 2人という属性を持つ世帯に着目する．また項目について，原則とし
て相関関係があるものを選択するが，ここでは表 6に示す飲料の 20項目を対象とする．
これらの項目は全て金額なので，適切な変換を施して楕円分布に近づける必要がある．ど

の程度の変換とするかは，散布図行列の目視結果や Box-Cox変換（Box and Cox, 1964）のパラ
メータ推定結果，検出外れ値数などを勘案して決定する．Box-Cox変換のパラメータ推定値
は，0であれば対数，0.25で四乗根，0.5で平方根変換ということになるが，外れ値の影響を受
けやすいパラメトリックな方法であるため，極端なデータが混入している場合により小さな推
定値になる傾向がある．

Box-Cox変換のパラメータ推定結果を表 7，RMSDpパッケージを用いたMSD法による外れ
値検出結果を表 8，QQプロットを図 2に示す．外れ値検出結果から対数変換が最も検出数が
少ないが，Box-Cox変換のパラメータ推定結果からは少なくとも対数変換は適切ではないこと
がわかる．次に，QQプロットを見ると，変換なしあるいは平方根が適切に見えるが，変換な
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表 7．Box-Cox変換のパラメータ推定結果．

表 8．検出された外れ値の数．

しの場合外れ値がかなり多く検出されることと，散布図行列を比較すると平方根変換を施した
方がより楕円分布に近いため，平方根変換を採用する．ただし，裾の重い分布なので外れ値と
判定するための閾値を広げるか，あるいは QQプロットで検出したい個数を決めてマハラノビ
ス距離の大きい順に外れ値判定する．
この事例についてのサンプルコードを以下に示す．コードを流す前に，（独）統計セン

ターのサイト［https://www.nstac.go.jp/use/archives/ippan-microdata］からデータファイル ip-
pan 2009zensho z dataset.csvと符号表 ippan 2009zensho s.xlsをダウンロードし，符号表を加
工する．冒頭 7行を削除し，行番号・項目名・階層・項目番号・変数名以外の列を削除，さら
に変数名が空欄の行を削除して csv形式で ippan items.csvという名前で保存する．
全国消費実態調査の品目項目はレベル 5までの階層構造で，内訳を持たない品目だけを選ぶ
ために加工した符号表の情報を使用する．具体的には，次の行の品目レベルが同じであれば内
訳を持たないと判定する．
この 305レコード 20変数の外れ値検出には，8コア 32GBメモリの PC（VAIO SX12，モデ

ル VJS123C12N，Intel Core™ i7-1065G7)を使用し，計算時間は約 3時間半であった．

install.packages("RMSDp")
library(RMSDp)
#
# データファイルの読込み
dat <- read.table("ippan_2009zensho_s_dataset.csv",

header=TRUE, sep="," , skip=8, colClasses=c(rep("factor",7),
rep("numeric",423)))

attach(dat)
#
# 符号表情報の読込み
items <- read.csv("ippan_items.csv", header=TRUE)
# 内訳を持たない末端の品目特定
f.lv <- rep(0, length(items$Level)) # 末端フラグ
for (i in 1:(length(items$Level)-1)) if (items$Level[i] >= items$Level[i+1]) f.lv[i] <- 1
#
# 飲料関係の 20項目一覧
(s.itm <- items[which(f.lv==1),][79:98,])



公的統計における外れ値への対処とソフトウェア 255

図 2．一般用ミクロデータ（全国消費実態調査・飲料）QQプロット．
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#
# 世帯主が就業者で 30歳未満 (T_Age_5sが 1)かつ世帯人員 2人 (T_SeJininが 2)の世帯
require(dplyr)
s1.dat <- dat |> filter(T_Age_5s == 1, T_SeJinin == 2) # レコード選択
d1 <- s1.dat[,which(f.lv==1)][,79:98] # 項目選択
dim(d1) # [1] 305 20
#
# 外れ値検出
(s1_time <- Sys.time())
ot1 <- RMSDp(d1)　　　　　 # 変換なし
(e1_time <- Sys.time())
#
(s2_time <- Sys.time())
ot2 <- RMSDp(sqrt(d1))　 # 平方根変換
(e2_time <- Sys.time())
#
(s3_time <- Sys.time())
ot3 <- RMSDp(d1^(1/4))　 # 四乗根変換
(e3_time <- Sys.time())
#
(s4_time <- Sys.time())
ot4 <- RMSDp(log10(d1))　 # 常用対数変換
(e4_time <- Sys.time())
#
# [参考] 外れ値検出の進捗状況表示方法
# require(progress)　# プログレスバー表示
# pp <- 100 # 100%刻み
# pb <- progress_bar$new(total = n)
# for (i in 1:pp) {
# pb$tick()
# ot1 <- RMSDp(d1)
# Sys.sleep(1/pp)
# }
#
# 外れ値検出結果 (1:正常値; 2:外れ値)
table(ot1$ot)
table(ot2$ot)
table(ot3$ot)
table(ot4$ot)
#
# 並行座標プロット
require(MASS)
par(mfrow=c(4,1))
parcoord(d1, col=c(rgb(0,0,0, alpha=0.2), rgb(1,0,0, alpha=0.5))[ot1$ot])
parcoord(sqrt(d1), col=c(rgb(0,0,0, alpha=0.2), rgb(1,0,0, alpha=0.5))[ot2$ot])
parcoord(d1^(1/4), col=c(rgb(0,0,0, alpha=0.2), rgb(1,0,0, alpha=0.5))[ot3$ot])
parcoord(log10(d1), col=c(rgb(0,0,0, alpha=0.2), rgb(1,0,0, alpha=0.5))[ot4$ot])
#
# 散布図行列
pairs(d1, cex=0.1, pch=20, col=c(rgb(0,0,0, alpha=0.2),

rgb(1,0,0, alpha=0.3))[ot1$ot])
pairs(sqrt(d1), cex=0.1, pch=20, col=c(rgb(0,0,0, alpha=0.2),

rgb(1,0,0, alpha=0.3))[ot2$ot])
pairs(d1^(1/4), cex=0.1, pch=20, col=c(rgb(0,0,0, alpha=0.2),

rgb(1,0,0, alpha=0.3))[ot3$ot])
pairs(log10(d1), cex=0.1, pch=20, col=c(rgb(0,0,0, alpha=0.2),

rgb(1,0,0, alpha=0.3))[ot4$ot])
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#
# QQプロット
n <- nrow(d1); p <- ncol(d1)
par(mfrow=c(2,2))
qqplot(qchisq(ppoints(n), df=p), ot1$mah, pch=19, col=ot1$ot[order(ot1$mah)],

main="Q-Q plot 変換なし")
abline(0, 1, col="green")

qqplot(qchisq(ppoints(n), df=p), ot2$mah, pch=19, col=ot2$ot[order(ot2$mah)],
main="Q-Q plot 平方根変換")

abline(0, 1, col="green")
qqplot(qchisq(ppoints(n), df=p), ot3$mah, pch=19, col=ot3$ot[order(ot3$mah)],

main="Q-Q plot 四乗根変換")
abline(0, 1, col="green")

qqplot(qchisq(ppoints(n), df=p), ot4$mah, pch=19, col=ot4$ot[order(ot4$mah)],
main="Q-Q plot 対数変換")

abline(0, 1, col="green")
#
# Box-Cox変換のパラメータ推定
require(car)
(lambda1 <- powerTransform(d1))
#
# 外れ値判定の閾値を広げる
# F検定統計量
FF <- ot2$mah * (n-p) * n /((n^2-1) * p)
ot2r <- rep(1, n) # 外れ値フラグ

ot2r[which(FF > (ot2$fs*1.5))] <- 2 # 元の閾値を 1.5倍に
table(ot2r)

4.3 処理時間や処理の限界について
シングルコア版は，すべての基底への射影計算を一度にメモリに展開するアルゴリズムの

ため，特に変数の数が増えればメモリの破綻を起こして処理不能となる．4GBメモリ搭載の
32bit機の場合，大きさ 100のデータセットによるシミュレーションで，11変数が限界であっ
た（Wada and Tsubaki, 2013），並列化版はデフォルト設定では同様の環境において処理変数を
増やすために開発され，メモリ破綻を防止するために基底への射影計算を分割し，複数コアに
割り振っている．
データ分割の最小単位はデータセットのサイズになるため，並列化版については理論上はメ

モリ展開不能なサイズのデータでない限り，時間はかかるが処理は可能である．大容量のメモ
リが利用可能な場合は，関数 RMSDpの引数 dvを大きくすることで処理速度の向上を図るこ
とができる．
処理速度は，コア数が 1桁台の汎用 PCであればシングルコア版が速いが，コア数の多い
ワークステーションあるいはスパコン等では並列化版がより高速となる．
コア数 4で 16GBのメモリを搭載した 64bitのノート PCにおいて，シングルコア版のRMSD
パッケージの試算を行った結果は表 9のとおり．併せて並列化版のテストも行い，4コア全て
を使用して 16変数テストを行ったところ，7時間半で正常終了した．17変数のテストについ
ては，フル充電の上電源も接続していたが，演算終了前にバッテリー切れで電源が落ちて計算
不能となった．ただしこれはテスト機（表 10）のハードウェアに起因するものである．

5. おわりに

本稿では，破局点の高い楕円分布モデルに基づく外れ値検出法の一つであるMSD法のパッ
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表 9．シングルコア版の限界（コア数 4・16GBメモリ機の場合）．

表 10．テスト機について．

ケージを紹介した．現在のところ，外れ値を判定する閾値の調整は F検定統計量のパーセンタ
イル値のみであるが，今後より裾の重い分布に対応できる引数の追加など，より使いやすいも
のになるよう改善していきたい．
ここで紹介したMSD法のシングルコア版は，2019年個人企業経済調査から，相関のある経
理項目の補完プロセスについて，最近隣ホットデック法の補完値候補となるドナーデータセッ
トから他の大部分と傾向の違う特異な観測値を除外するために使用されている．補完プロセス
はデータチェック後に行われ，外れ値検出対象となるデータは誤り等を含まないクリーンデー
タであるため，検出された観測値は，審査や修正を行うことなくそのまま集計に使用されるが，
欠測の補完値として使用されない．この実用化例では，冒頭で紹介した多変量外れ値検出法の
利用が進まない理由の三番目への対応として，複数の候補からベストな方法をシミュレーショ
ンにより選択している．さらに四番目の理由に関連して，クリーンデータへの適用であるため
検出された外れ値について審査をする必要がない．
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Dealing with Outliers in Official Statistics
—R Packages Implementing the MSD Estimators—

Kazumi Wada
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Ministry of Internal Affairs and Communications (MIC)

In the field of official statistics, the univariate method known as range checking is
still the predominant method for detecting outliers in continuous values; however, the
importance of dealing with multivariate outliers is gradually being recognized because
the products of statistical surveys increasingly include individual data, in addition to
traditional statistical tables. This paper explains the difference between univariate and
multivariate outliers. It also introduces the R packages RMSD and RMSDp, which im-
plement the modified Stahel-Donoho (MSD) estimators as a multivariate outlier detection
method that assumes a unimodal symmetric elliptic distribution.

Key words: Data cleaning, elliptical distribution.
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要 旨

公的統計を利用した統計教育の一端を紹介するとともに，その際必要となる R surveyパッ
ケージの分析利用の方法を解説する．

キーワード：ミクロデータ，公的統計調査匿名データ，統計教育，surveyパッケージ．

1. はじめに

公的統計は，社会経済について知ることができる国民の情報基盤であることから，公的統計
の教育利用が有意義なものとなることは論を待たないところであり，様々な形で教育利用が行
われている．大別すると，e-Statから入手できる既製品とも言える集計表の利用，ミクロデー
タのひとつである公的統計調査匿名データの利用の 2つの方法がある．それらの実践例につ
いて，筆者の経験の一端を紹介し，さらなる教育利用の広がりを期待するものである．ここ
で，e-Statと公的統計調査匿名データという用語について説明しておく．日本の統計が閲覧で
きる政府統計ポータルサイトとして，「e-Stat」と名付けられた政府統計の総合窓口（2024）がイ
ンターネット上で運営されている. 統計法第 2条に定義されているように，公的統計（同条第 3
項）を作成するために実施される統計調査（同条第 5項）の調査票情報（同条第 11項）から，匿名
データ（同条第 12項）が作成され提供されている．この匿名データについて，「公的統計調査匿
名データ」と言うこととする．

2. e-Statにより提供されるデータを利用した統計教育

図 1で示す e-Statを通じて，各府省が作成している様々な分野の統計データ（集計表）や関
連する情報を，分野，府省名，及びキーワードにより検索して，ダウンロードできるように
なっている.さらには，地方公共団体などが提供している統計データの所在源情報も「統計関係
リンク集」として掲載されている. e-Statにより提供されている様々な分野の統計データから
主要なものを教育用標準データセットとしてパッケージ化した SSDSEというものが用意され
ており，また，上記で示したように様々な分野の統計調査や加工統計の集計表が利用可能で，
それらを利用した統計データ分析教育の実践例が積み重ねられているので，筆者の実践例は省
略するが，データを入手する手法として，webスクレイピングの技術も教育の中で取り入れ
ることが重要ではないかと考えている．例えば，メッシュ統計は，第一次メッシュ区画別に
境界データと統計データが e-Stat上で提供されているので，広範囲にわたるデータを入手し
ようとすると，webスクレイピングによる効率化が求められる．webスクレイピングを実現す

†滋賀大学 データサイエンス学部：〒 552–8522 滋賀県彦根市馬場 1–1–1
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図 1．e-Stat.

る手法としては，様々なものがあるが，筆者は，Windows Subsystem for Linux（WSL）, Docker
Google-chrome, RSeleniumパッケージの組合せで，Windows PC上で実践している．メッシュ
統計だけでなく，他のデータの webスクレイピングにも応用可能であろう．

3. 大学院における公的統計調査個票データを利用した研究指導

教育の実践例からは外れるが，関連することとして紹介する．滋賀大学においては，地方公
共団体の職員が，社会人派遣枠で，このところ数名，大学院博士前期過程に入学している．筆
者もこれまで 2人の研究指導を担当した．そのうちの 1人は，統計法第 33条第 1項の規定に
基づき，調査票情報のオンサイト利用を活用して，研究を行い論文を執筆することができた．
統計法第 33条第 1項の規定に基づいた調査票情報の利用は，大学院生が自治体職員であった
ため可能となった特殊な例ではあるが，今後は，政府が推進している，根拠に基づいた政策立
案と訳される Evidence-Based Policy Making（以下，EBPMという.行政改革推進本部, 2024も
参照）に関連する分析を含めてデータ分析を実践できる公務分野の職員の養成がさらに求めれ
ると予想されるところであり，このような形態の研究指導の需要も増加するのではないかと考
えている．e-Statからもたどることができるmiripoと名付けられたミクロデータ利用ポータル
サイト（2024）の情報や関連する研究会の情報に接していると，調査票情報の研究利用が推進さ
れていると理解できるので，そのような方針とも合致すると考えている．（ただし，筆者の理
解では，修士論文を執筆するためという理由だけでは，利用は承認されないので注意を．）

4. 公的統計調査匿名データを利用した統計教育，今後の課題

学部での演習といった，公的統計調査匿名データを利用した教育の意義やメリット，並びに
演習環境の例については，佐藤（2023）に記したので参考にしていただきたい．また，全国でど
のような教育実践例があるかは，上記で紹介した miripo（ミクロデータ利用ポータルサイト,
2024）において検索可能である．教育利用においては，筆者が利用承認を受けた経験では，総
務省令に基づいた利用環境の整備が求められる．具体的には，分析に利用する PCがインター
ネットに接続されていないことが必要，データを USBに保存して教員が管理する必要，さら
には，教員が管理する演習室や研究室を用意することが必要である．したがって，学生が自習
しようとしても，できないのが現状である．教員が，分析例を示して，学生が再現実験するだ
けならばよいが，探究的に学生が試行錯誤しながら分析をすすめることをしようとすると，自
習環境の整備も必要と考えている．具体的には，学内 LAN上に，Linuxサーバーを設置し，学
生は閉じた演習室の環境において，USBを利用したシンクライアントを立ち上げ，バーチャル
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デスクトップ環境で分析する自習環境が構築できないかと考えており，最近テストを開始した
ところである．

5. R survey パッケージを利用した匿名データの分析方法

5.1 R survey package利用の意義
公的統計調査匿名データを集計するためには，一般には，抽出率を考慮した集計が必要とな

る．大学学部レベルの演習において，そのような集計を簡単に行うことができるソフトウエア
はいろいろと考えられるが，経費を抑えるという観点からは，例えば，Rを使うことも一案で
あり，Rのパッケージ surveyを利用することができる．もともと，surveyパッケージは，標本
抽出やそのためのシミュレーションなどを行うためのパッケージであることから，標本抽出に
おける抽出率を考慮した分析機能（クロス集計や多変量解析，検定など）も実装されている．詳
細は Lumley et al.（2024）を参照．ところが，既存の検索システムや，国立情報学研究所（CiNii
research）において，「R survey package パッケージ」と検索してもたところ，survey パッケージ
を活用した分析方法一般を解説した記事は見当たらなかったので，ここに当該パッケージの分
析機能の利用方法の概要を解説し，参考にしてもらうこととしたい．参考に，他のソフトウエ
アの例を記しておくと，SASソフトウエアにおいては，weight statementを指定することが可
能なプロシージャーでは，抽出率を考慮した集計が可能である．

5.2 データの準備
申請手続きをすることなく入手できる「一般用ミクロデータ」を用いて解説することとする．

そのために，独立行政法人統計センター（2024）から，利用規約に同意し，簡単なアンケートに
答えて，平成 21年全国消費実態調査（詳細品目）ippan 2009zensho s.zip をダウンロードし，zip
ファイルを解凍する．その中には，コードブックとも呼ばれる符号表（ippan 2009zensho s.xls）
も含まれており，符号表は 2つのシートから構成されている．全国消費実態調査についての情
報は，総務省統計局（2024）を参照されたい．以下，ippan 2009zensho s dataset.csvを用いて，
surveyパッケージの利用方法を解説していく．

5.3 データの読み込み
#R version 4.3.2 (2023-10-31 ucrt) -- "Eye Holes"にて動作確認
#RStudio 2023.12.0 Build 369
#survey_4.2-1.zip
setwd("c:/data/pubstat") #各自の環境に応じてフォルダ（ディレクトリ）を指定
library(tidyverse)
library(survey)

#符号表を参照して，明示的に，f指定，d指定を，430の変数にそれぞれ割り当てる
num_of_factor <- "f"
for( i in seq(6)){

num_of_factor<-paste(num_of_factor,"f" ,sep = "")
}
str_count(num_of_factor,"f")

num_of_numeric <- "d"
for( i in seq(422)){
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num_of_numeric<-
paste(num_of_numeric,"d" ,sep = "")

}
str_count(num_of_numeric,"d")

col_format<-
paste(num_of_factor,num_of_numeric,sep= "")

col_format
nchar(col_format)

出力結果例 1
> nchar(col_format)
[1] 430

430の変数に対応して，フォーマット指定の文字列の文字数が 430となっていることが確認
できる．

#emEditorなどを使って，一般ミクロデータのヘッダーを確認の上，読み込み
zensho_s2009 <-

read_csv("ippan_2009zensho_s_dataset.csv",
col_types =col_format,
skip=8

)
dim(zensho_s2009)
str(zensho_s2009)
#R studioおいて，430個の変数について，意図どおり型が指定されているか確認
View(zensho_s2009)
#出力結果は，図 2のとおりである．

出力結果例 2
> dim(zensho_s2009)
[1] 45811 430

上記で示した符号表の 1枚目のシート「符号表」に変数の数が 430と記してあり，2枚目の
シート「基本数」というシートに，オブザベーション数が 45,811と記してあるので，Rの出力結
果と照合し確認するとよい．なお，変数の名称は，csvファイルのヘッダーにも記されており，
符号表にも記されているので，Rの実行例では，その名称をそのまま用いている．

5.4 surveydesignオブジェクトの作成
surveyパッケージを利用して，分析機能を利用するためには，まず，surveydesign型のオブ

ジェクトを作成する必要がある．surveydesign()関数を用いてオブジェクトを作成することに
なり，その際の引数としては，標本抽出を行うわけではないので，層が一つしかないと考えて
ids=~1と指定し，加えて抽出率の逆数（重み，weight）が格納されている変数の名称を指定する
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図 2．出力結果例 3．Rstudioにおいて，ポップアップ機能で変数の型を確認．

ことがポイントとなる．下記の例では，svy.zensho s2009が surveydesign型オブジェクトであ
り，このオブジェクトを surveyパッケージに含まれる分析用の各種関数に渡して分析を実行し
ていくこととなる．各関数を利用する場合は，重みとなる変数を明示的に指定する必要がなく
なるメリットがある．

svy.zensho_s2009 <-
svydesign(ids=~1,data=zensho_s2009,weights=zensho_s2009$Weight)

class(svy.zensho_s2009)#型を確認

出力結果例 4
> class(svy.zensho_s2009)
[1] "survey.design2" "survey.design"

surveydesign型オブジェクトであることが示される．

5.5 属性別の分布確認，基本数の確認
符号表ファイルの基本数シートの数値と一致するか確認するために svytable()関数を利用す

る．以下の実行例では，引数として，年齢 5歳階級を示す属性変数「T Age 5s」の名称が「~」（チ
ルダー）をつけて渡され，次に上記で作成した surveydesign型のオブジェクト名が渡されてい
る．svytable()関数では，属性変数を複数指定して，クロス集計を行うこともできる．ここで
は，基本数シートに掲載されている重み考慮ありの総世帯数 31,761,998に一致することが確認
できる．

svytable(~T_Age_5s,design=svy.zensho_s2009)
sum(svytable(~T_Age_5s,design=svy.zensho_s2009))
#クロス集計の例
svytable(~T_Age_5s +T_Syuhi,design=svy.zensho_s2009)
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出力結果例 5　 2次元クロス集計表
> svytable(~T_Age_5s +T_Syuhi,design=svy.zensho_s2009)

T_Syuhi
T_Age_5s 1 2

1 758995 0
2 1859482 0
3 2779608 0
4 2923673 0
5 2878926 0
6 3039765 0
7 3424996 0
8 2936320 0
9 3101564 0
0 0 8058669

基本数シートに掲載されている重み（ウエイト）考慮ありの場合の属性別世帯数に一致してい
ることが確認できる．
クロス集計を行う場合，上記の例では，集計値として世帯数をカウントしていたが，集計値

を平均値としたい場合もある．その場合は，svyby()関数を利用するのも一案である．集計値
を平均値としたい場合は，下記の例のように引数として「svymean」を指定する．引数として，
集計対象となる変数名や属性変数名を渡す場合の記述方法は，これまでの実行例から類推でき
る．下記の実行例で出力されたクロス集計表の値は，基本数のシートにおいて示されている数
値と一致する．

#年齢 5歳階級別収入平均値
svyby(~Y_Income,

~T_Age_5s,
svy.zensho_s2009,
svymean

)
#年齢 5歳階級別（収入平均値，消費支出平均値）
svyby(~Y_Income+L_Expenditure,

~T_Age_5s,
svy.zensho_s2009,
svymean

)
#年齢 5歳階級別就業状態別（収入平均値，消費支出平均値）
svyby(~Y_Income+L_Expenditure,

~T_Age_5s+T_Syuhi,
svy.zensho_s2009,
svymean

)
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5.6 ヒストグラムの作成
最初に，重みの分布を通常の hist()を使ってみて以下の実行例でみてみると，ばらつきがあ
ることがわかる．

hist(zensho_s2009$Weight,plot=FALSE)

次に，年間収入を表している数値変数「Y Income」についてヒストグラムを図示する実行例は以
下のとおりとなる．この関数でも，変数名の前に「~」（チルダー）をつけることがポイントとな
る．Lumley et al.（2024）を参照するとわかるとおり，残念ながら，「plot=FALSE」オプション
はサポートしていない．

#ヒストグラムを図示する場合の例
svyhist(~Y_Income, svy.zensho_s2009, main="Survey weighted",
freq=TRUE,col="purple",xlim=c(0,5e4),ylim=c(0,3.0e7))#明示的に freq指定が必要

5.7 箱ひげ図の作成
箱ひげ図を描く関数は svyboxplot()であるが，数値変数を指定した上で，属性別に一挙に箱
ひげ図を描くことができる仕様となっているので，数値変数「Y Income」に「~」（チルダー）をつ
けて属性変数を指定する．属性別の作成が必要でない場合は，「1」を指定すればよい．

#箱ひげ図
svyboxplot(Y_Income~1,svy.zensho_s2009,all.outliers=TRUE)
#属性別箱ひげ図
svyboxplot(Y_Income~T_Age_5s,svy.zensho_s2009,all.outliers=TRUE)

5.8 四分位数の算出
四分位数の算出は，以下の関数を利用する．引数の渡し方は，今までの例から簡単に類推で

きるかと思う．

#四分位階級
svyquantile(~Y_Income,svy.zensho_s2009, c(.25,.5,.75))

出力結果例 6
> #四分位階級
> svyquantile(~Y_Income,svy.zensho_s2009, c(.25,.5,.75))
$Y_Income

quantile ci.2.5 ci.97.5 se
0.25 3800 3772 3829 14.5407
0.5 5508 5472 5544 18.3672
0.75 8003 7946 8071 31.8875

> income_cdf<-svycdf(~Y_Income,svy.zensho_s2009)
#5508の位置を確認すると中位数であることがわかる
> income_cdf[[1]](5508)
[1] 0.5000038
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この関数は面白い使い方ができる．例えば，年間収入が 6000千円の場合，何パーセント点
にあたるのか，教えてくれる．実行例は以下のとおりである．

income_cdf<-svycdf(~Y_Income,svy.zensho_s2009)
income_cdf
income_cdf[[1]](6000)

5.9 回帰分析
回帰分析を行うためには，svyglm()関数を利用するが，通常の glm()関数と同様に引数を渡
せばよく，引数「family=""」も有効である．疑似的にオブザベーションが作成されている一般ミ
クロデータを利用しているため，下記の例では，回帰分析の結果はあくまで実行例である．

reg_income<-
svyglm(Y_Income~Food, design=svy.zensho_s2009)

summary(reg_income)
library(performance)
performance(reg_income)#評価指標を出力

5.10 主成分分析
主成分分析を行うためには，svyprcomp()関数を利用するが，通常の prcomp()関数と同様に

引数を渡せばよい．関数より作成されるオブジェクトも通常の prcomp()の場合と同様に扱え
ばよい．class()関数を使えば，そのことがわかる．なお，疑似的にオブザベーションが作成さ
れている一般ミクロデータを利用しているため，下記の例では，統計的な意味はあまりなく，
結果はあくまで実行例である．

svy.pc<- svyprcomp(
~Y_Income+L_Expenditure+Food+Housing+LFW+Furniture+Clothes+Health
+Transport+Education+Recreation+OL_Expenditure,
design=svy.zensho_s2009,scale=TRUE,scores=TRUE)

class(svy.pc)
svy.pc$rotation#主成分負荷量を表示
svy.pc$x#主成分得点を表示
dim(svy.pc$x)
svy.pc$rotation[,1]#PC1主成分負荷量を表示
round(sum(svy.pc$rotation[,1]*svy.pc$rotation[,2]),1)#内積により
直交していることの確認

#累積寄与率計算など
vars <- svy.pc$sdev^2
pov <-vars/sum(vars)
cpov <- cumsum(pov)
cpov#累積寄与率の表示
screeplot(x=svy.pc,type="lines",main="Scree Plot",npcs=12)
#npcsを明示しないと 10成分分しか表示されない
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出力結果例 7
#主成分分析の結果の一部
> dim(svy.pc$x)
[1] 45811 12

> round(sum(svy.pc$rotation[,1]*svy.pc$rotation[,2]),1)
#内積により直交していることの確認
[1] 0

> #累積寄与率計算など
> vars <- svy.pc$sdev^2
> pov <-vars/sum(vars)
> cpov <- cumsum(pov)
> cpov
[1] 0.2792098 0.3799106 0.4724950 0.5539764 0.6318810 0.7077415
0.7811314 0.8526595 0.9166016 0.9625722 1.0000000 1.0000000

#当然に 1になる．

screeplot(x=svy.pc,type="lines",main="Scree Plot",npcs=12)
#出力結果は，図 3のとおりである．

図 3．出力結果例 8．Rstudioにおいて Screeplot図を確認．
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要 旨

現代科学のデータ解析では，次元が d，標本数が nであるデータにおいて，n� dとなる場合
が往々にして見られる．天文学では従来，このような状況は不適切と見なされ，データの持つ
次元のほとんどの情報を破棄して d < nにする以外に選択肢はないと考えられていた．n � d

となるデータは，高次元小標本（high-dimensional low sample size: HDLSS）と呼ばれる．HDLSS
を含む高次元データの解析には，高次元データ特有の新しい理論と方法論が必要となる．青嶋
らの研究グループは，それらを高次元統計解析と名付け，さまざまな統計理論とその方法論を
構築した．本論文ではまず高次元統計解析を紹介し，その代表的な手法であるノイズ掃出し主
成分分析（principal component analysis by noise-reduction method: NRPCA）と自動スパース主
成分分析（automatic sparse PCA: A-SPCA）を導入する．これらの方法の実際のデータへの応
用例として，アタカマ大型ミリ波/サブミリ波干渉計（Atacama Large Millimeter/Submillimeter
Array: ALMA）が撮影した近傍宇宙の典型的な爆発的星形成（スターバースト）銀河 NGC 253
の分光マップに適用する．ALMAの分光マップは典型的な HDLSSデータである．NGC 253
の中心部は全体として回転しており，放射される電磁波は回転速度に対応したドップラー効果
によって波長が偏移している．元のデータはドップラー効果がそのまま表れており，予備解析
としてまずこの元データを解析した．その結果，高次元 PCAはドップラー効果を正確に抽出
し，物理的なモデルを介在させることなく回転の空間構造を正確に記述できた．次に，同じ方
法を回転のドップラーシフトを補正したデータに適用し，より詳細なスペクトルの特徴を解析
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した．これらの解析により，NRPCAと A-SPCAによって ALMAスペクトルマップの非常に
複雑な特性を定量化できることが示された．特に，これらの方法はモデルを仮定することなく
NGC 253の中心からの大規模な質量流の情報を抽出でき，高次元統計学の強力さを示した．こ
の方法は，分光サーベイデータだけでなく，HDLSSであるあらゆるタイプのデータに適用可
能である．

キーワード：高次元統計解析，高次元主成分分析，星間物質，分子輝線，爆発的星形
成，銀河進化．

1. はじめに

最近 10 年間で「ビッグデータ」という用語は広く認識され，天文学を含む科学研究のほぼ
すべての分野でみられるようになってきている．現代の天文観測装置は，従来に比べ圧倒的
に大量のデータを取得でき，それらの物理状態についての定量的情報を提供してくれる．天
文学で最も典型的なビッグデータとして，Sloan Digital Sky Survey（SDSS）1)，Dark Energy
Spectroscopic Instrument（DESI）Survey2)，Gaia3)，PanSTARRS（Panoramic Survey Telescope
And Rapid Response System）4)などが挙げられる．そのデータサイズは数十万から数百万に達
し，将来計画では数億のオーダーになると期待されている．
しかし実は，天文学にはこれとは異なった種類のビッグデータが存在する．天文学では往々

にして，詳細な観測には非常に時間がかかる．たとえばアタカマ大型ミリ波/サブミリ波干渉
計（Atacama Large Millimeter/submillimeter Array: 以下 ALMA）によって対象天体をマッピン
グ観測する場合，天体上の多くの点で電波強度を測定することは一般に非常に時間がかかり，
容易ではない．このような状況は，より一般的に面分光5)で頻繁に見られる（例：Very Large
Telescope（VLT）でのUVES6)，William Herschel Telescopeの SAURON7)，SDSS MaNGA data8)

など）．この種の別の典型的な例としては，電波干渉計（例えば ALMA）や X線，紫外線，また
は中/遠赤外線波長の衛星機器による分光マッピング調査が挙げられる．波長（または振動数）
の次元を dで表し，標本数を nで表すと，分光マッピング観測の場合往々にして n� dとなる．
従来の統計解析では，標本数 nがデータの次元 d (n� d)よりもはるかに大きいことを前提
としている．すでに述べたように，様々な自然科学研究においてこの前提は成り立っていない
ことが多い．天体物理学では，伝統的にこのような状況は不良設定問題と見なされ，上述の分
光マッピングの場合では波長分散方向の情報を大幅に捨てることによって d < nとしていた．
2010年までこの状況は他の研究分野でもほぼ同様で，多くの研究者は単純にその方向での更
なる解析を諦めていたか，ビッグデータ時代の到来以前は，そもそもそのような問題に対処す
る必要さえ見出していなかった．例えば，有名なデータセット集である Hand et al.（1994）に
は，当時の統計学で扱われた 500を超えるデータが掲載されているが，そのほとんどは d < n

と従来型の前提を満たしている．しかし 1990年代後半，情報科学の発展に伴い，突如として
d � nなる高次元データが脚光を浴びるようになった．有名な例として，Golub et al.（1999）
では，白血病患者の遺伝子発現データが扱われ，次元数 dは 7129であるのに対し，標本数 n

は 72であった．1990年代の統計学は d < nを大前提にして構成されていたため，このような
場合の統計的推測に精度を保証することができなかった．
標本数がデータの次元数よりも低い (n� d)データには，以下に代表されるようなさまざま

な問題が知られている．

（1）標本共分散行列の逆行列が不安定もしくは存在しないので，古典的な統計学では扱え
ない．
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（2）さまざまなタイプの「次元の呪い」が生じる．
（3）往々にして計算コストが膨大になる．

これらの問題により，古典的な統計学の方法では高次元のデータ空間の特性を捉えることがで
きず，データに内在する豊富な情報を活用できない．よって n � dのデータを解析するには，
高次元データ特有の統計理論と方法論を構築する必要があった．
このような状況は 2000年代に劇的に変化した．まず，確率論とランダム行列理論に基づく

理論物理学の分野から重要な結果がもたらされた．dと nが同じオーダーで増大する（すなわ
ち n/d −→ c > 0 (c：定数））場合に，母集団がガウス分布という仮定の下，標本共分散行列
の固有値の漸近的挙動が議論された（たとえば Baik et al., 2005; Baik and Silverstein, 2006;
Johnstone, 2001; Paul, 2007）．ただし，HDLSSデータにおいては，n/d −→ c > 0，および母集
団がガウス分布という仮定は現実的ではない．

Hallらは論文 Hall et al.（2005）において，高次元小標本（high-dimensional low sample size:
HDLSS）という新しい枠組みでの漸近理論を導入した．彼らの研究では，標本数 nを固定し，
データ次元 dを d −→ ∞と極限をとっている．これは，dを固定して n −→ ∞とする従来の漸
近理論からの革新的な脱却であった．

Hall et al.（2005）および Ahn et al.（2007）は HDLSSデータの重要な幾何学的な表現について
説明したものの，それでもガウス分布は仮定されていた．対照的に，Yata and Aoshima（2012）
はこの仮定を取り払った新しい理論を展開し，ガウス分布の仮定が満たされない場合について
全く異なるタイプの幾何学的表現も発見した（詳細は Yata and Aoshima, 2012や 青嶋・矢田,
2019を参照のこと）．これらの研究は，高次元のデータ解析に関する数理統計学の研究の基礎
をなし，現在流行のビッグデータサイエンスの重要な部分として発展した．これらの新理論は，
ゲノム解析，医学，神経科学，画像および形状解析などのさまざまな研究分野に新たな光をも
たらしている．そして青嶋 誠，矢田 和善，石井 晶と共同研究者らは，この種の問題を扱う統
計的方法論の枠組みをさらに発展させた（たとえば Aoshima and Yata, 2011, 2014, 2015, 2019;
Yata and Aoshima, 2012, 2013; Ishii et al., 2016; およびその参考文献）．高次元統計解析自体の
数学的背景に関心のある読者は，いくつかの総説論文を参照されたい（たとえば Aoshima and
Yata, 2017; Aoshima et al., 2018）．
ところが，他の分野での大きな進歩にもかかわらず，この新しい統計的方法論は天文学にお

いては全く知られていなかった．本論文では，天文学における HDLSSデータの高次元統計解
析の最初の応用例を紹介する．天文データに対する高次元統計解析手法のパフォーマンスを示
すため，近傍銀河NGC 253の中心領域の分光マップに応用した結果を示す．NGC 253は，近く
にある典型的なスターバースト銀河9)であり，さまざまな波長で観測されている（Rieke et al.,
1980）．本研究では高次元主成分分析（PCA）を ALMA分光マップ（Ando et al., 2017）に適用し
た結果を示す．Ando et al.（2017）は，ALMA Band 7に基づく NGC 253の中心∼ 200 pc（パー
セク）の領域における 8 pc × 5 pcの分解能での分光マップを取得した10)11)．以下で詳細に紹
介するように，ALMAマップは通常 HDLSSデータであるとみなせる．NGC 253のスペクト
ルには，非常に多数の分子輝線が存在する（たとえば Ando et al., 2017; Martín et al., 2021）．
本研究のもう 1つの焦点は，輝線やバンド輝線12)が非常に多数存在する ALMAのスペクトル
を PCAによって客観的に分類することである．銀河の進化は，主として星間物質（interstellar
medium: ISM）から星への遷移である星形成によって駆動される．星形成進化には ISMのさま
ざまな相13)が関連しており，ISMの進化は銀河の進化の完全な理解に向けた鍵となる．分光観
測は，銀河の物質の情報を抽出して解釈するために非常に重要な手段である（たとえば Martín
et al., 2021）．よって，高次元 PCAによる輝線スペクトル分類が有効であるならば，これは銀
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河進化研究のための強力なツールとなり得る．
本論文の構成は以下のようになっている．2章では高次元 PCAに重点を置き，HDLSSデー

タと高次元統計解析の概念を紹介する．ここでは詳細な数学的証明なしに，HDLSSデータの
驚くべき性質を特徴付けるいくつかの重要な定理を提示する．次に 3章では天文データの実際
の解析を示す．ここでは本解析に使用する NGC 253の ALMAマップの性質について説明す
る．本論文のデータ解析は 2段階構成になっている．まず 4章では高次元統計解析が分光マッ
プデータの解析に本当に有効かどうかを検証する．その優れたパフォーマンスを確認し，5章
では NGC 253分子線のより詳細な解析に進む．結論は 6章で示す．付録 Aでは星間物質から
の分子輝線の基礎，付録 Bでは放射のドップラー効果とデータへの補正法を解説している．本
論文は，主として Takeuchi et al.（2024）の内容をもとに著者らの研究を解説したものである．

2. 方法：高次元統計解析

2.1 高次元統計解析
本節では，高次元統計解析のいくつかの重要な統計理論とその方法論を紹介する．より詳細

な解説は例えば 青嶋・矢田（2013, 2019）を参照のこと．

2.1.1 HDLSSデータにおける強不一致性
まず，強不一致性と言われる高次元データ特有の現象を 1つ例示する．標本 �xi (i = 1, . . . , n)
が平均 �μをもつ d次元母集団から抽出されたとし，標本平均 �x

�x ≡ 1

n

n∑
i=1

�xi(2.1)

を考える．
従来の大標本の枠組みである d/n −→ 0といくつかの条件の下では

∥∥�x− �μ
∥∥ P−→ 0(2.2)

なる一致性をもつ．ここで， P−→は確率収束を表す14)．一方，高次元統計解析の枠組みである
d/n −→ ∞では，

∥∥�x− �μ
∥∥ P−→ ∞(2.3)

となる．この性質は，強不一致性と呼ばれる．式（2.3）は，次元 dの増加に伴って観測データの
ノイズが急激に増大することを意味し，データが HDLSSである場合は従来の統計手法を適用
できないことが分かる．
このような現象をより具体的に捉えるために，この巨大なノイズの振る舞いを理論的に検証

する．以下でその背景となる数学的概念を紹介する．

2.1.2 標本共分散行列の双対表現
簡単のため，平均ベクトル �μ = �0とし，正定値行列である共分散行列 Σ̃をもつ母集団を考え
る．共分散行列 Σ̃の固有値を

λ1 ≥ λ2 ≥ · · · ≥ λd (> 0)(2.4)

とすれば，

Σ̃ = H̃Λ̃H̃�(2.5)
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図 1．標本共分散行列 S̃ とその双対行列 S̃D の間の関係の概念図．上のパネルは標本共分散

行列を，下のパネルはその双対行列を表す．

Λ̃ ≡ diag (λ1, λ2, . . . , λd)(2.6)

と固有値分解することができる．ただし，	は転置を表す．ここで H̃ = [�h1, . . . ,�hd]はそれら
固有値に対応する固有ベクトルで構成された直交行列である．
ここで，この母集団から n個の標本 (d > n)，�x1, �x2, . . . , �xn を抽出し，(d× n)のデータ行列

X̃ = (�x1, �x2, . . . , �xn)(2.7)

で表現する．ただし，�x1, . . . , �xnは互いに独立に同分布に従う（i.i.d.）．標本共分散行列 (d×d)は

S̃ =
1

n
X̃X̃�(2.8)

で与えられる．これに対応する双対標本共分散行列 (n× n)は

S̃D ≡ 1

n
X̃�X̃(2.9)

として定義される（図 1）．この行列 S̃D の n個の標本固有値

λ̂1 ≥ λ̂2 ≥ · · · ≥ λ̂n ≥ 0(2.10)

は（d > n のもと）S̃ の標本固有値のうち最初の n 個と同一であることに注意する．HDLSS
データにおいて S̃D には以下のような利点がある．

（1）推測における計算コストの大幅な削減．
（2）双対空間上での高次元現象の可視化．
（3）双対空間上での漸近理論の展開．

2.1.3 高次元データの幾何学的表現
高次元データの幾何学的表現を最初に扱ったのは，Hall et al.（2005）である．彼らはその幾
何学的表現を分類問題に応用した．さらに，Aoshima and Yataらの一連の研究により，HDLSS
データにおける特徴的な幾何学的表現が導出され，高次元のさまざまな統計的推測に応用され
た15)．本節では，高次元 PCAに関連する HDLSSの幾何学的表現を 1つ紹介する．
共分散行列の固有値分解 Σ̃ = H̃Λ̃H̃� に基づき，
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X̃ ≡ H̃Λ̃
1
2 Z̃(2.11)

とおく．ただし，Z̃ = [�z1, . . . , �zd]�, �zi = (zi1, . . . , zin)� (i = 1, . . . , d) とする．ここで，
E(zijzi′j) = 0 (i 
= i′) および V(�zi) = Ĩn である（E および V は期待値および分散，Ĩn は n

次元単位行列とする）．Z̃ のそれぞれの変数の 4次モーメントは一様有界であると仮定する．
X̃ がガウス分布に従うとすれば，すべての zij は i.i.d.の標準正規分布に従う確率変数となる．
また，S̃D の固有値分解を

S̃D =
n∑

i=1

λ̂i�ui�u
�
i(2.12)

で定義する．ここで �ui は λ̂i に対応する（長さ 1の）固有ベクトルである．�̂hi を S̃ の i番目の
（長さ 1の）固有ベクトルとすると，�̂hi は

�̂hi = (nλ̂i)
−1/2X̃�ui(2.13)

と計算できる．ここで以下で与えられる条件

tr
(
Σ̃2
)

(
tr Σ̃

)2 =

d∑
i=1

λ2
i

(
d∑

i=1

λi

)2 −→ 0 as d −→ ∞(2.14)

を仮定する．ここで，tr(Σ̃2)/(tr Σ̃)2 ∈ [1/d, 1) となり，Σ = cĨd (c > 0)の場合にその最小値
1/dを与える．すなわち，共分散行列が単位行列のような球形に近い場合はその比が小さくな
る．なお，（2.14）は球形条件とも呼ばれる．X̃ がガウス分布に従う場合，条件（2.14）の下で，

n

(
d∑

i=1

λi

)−1

S̃D
P−→ Ĩn as d −→ ∞(2.15)

が得られる（Ahn et al., 2007; Jung and Marron, 2009; Yata and Aoshima, 2012）．ここで

�wi = n

(
d∑

i=1

λi

)−1

S̃D�ui = n

(
d∑

i=1

λi

)−1

λ̂i�ui(2.16)

とおく．Yata and Aoshima（2012）はガウス分布を緩めた適当な条件で，n次元ベクトル �wi に
ついて

�wi
P−→ 1 as d −→ ∞ (i = 1, . . . , n)(2.17)

を示した．すなわち，データの双対空間における固有地・固有ベクトルが単位 n次元球表面に
集中する「球面集中現象」である．式（2.17）で示される幾何学的表現により，標本固有値が一定
に定まることが見て取れる．これは，S̃D（あるいは S̃）を用いた従来型の推定量では固有値の推
定が困難であることを意味する．一方，Yata and Aoshima（2012）は，データが非ガウス分布
のもとで，まったく異なる幾何学的表現（座標軸集中現象）を与えている．詳細は，Yata and
Aoshima（2012）や 青嶋・矢田（2019）を参照のこと．
これで双対空間におけるノイズの幾何学的挙動を調べる準備が整った．平均 �μ = �0と共分散

行列 Σ̃d = Ĩd の d次元ガウス分布から抽出された標本を考える．この分布から n = 3の標本に
よる �wi をいくつか（独立に）生成すると，図 2 に示される幾何学的表現が得られる．次元 dが
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図 2．式（2.17）で示される幾何学的表現．

低い場合，直感からそれほど外れた形状をしていない，つまり �wi は原点に集まり，ある程度
散らばっている．一方より高い次元 dの場合，�wi は半径 (d/n)

1
2 の球に集中する．これは，高

次元データになるにつれ，データの本質的な特徴が巨大なノイズ球に集まることを明示してい
る．この幾何学的表現が，高次元データ特有の重要な性質である．

2.2 高次元主成分分析
前節と同様に，平均 �μ = �0, 共分散行列 Σ̃d を持つ母集団を考える．Σ̃d の固有値について，

Yata and Aoshima（2009）で導入された「一般化スパイクモデル」と呼ばれる次のモデルを仮定
する16)．

λi =

{
aid

αi for i = 1, . . . ,m

ci for i = m+ 1, . . . , d
(2.18)

ここで ai(> 0)，ci(> 0), αi (α1 ≥ · · · ≥ αm > 0)は未知の定数，m は未知の正の整数であり，
λ1 ≥ · · · ≥ λd を満たすとする17)．固有値 λi (i ≤ m)は潜在的な情報を表し，λi (i ≥ m+ 1) は
ノイズを表している．ここで，

d∑
i=m+1

λ2
i

(
d∑

i=m+1

λi

)2 −→ 0 as d −→ ∞(2.19)

が成立する．つまりノイズの空間は球形条件 [式（2.14）]を満たす．

2.2.1 従来型 PCAの限界
次元 d に依存する標本数を n(d) = dγ (γ > 0) の形で定義しておく．Yata and Aoshima

（2009）は，HDLSSデータに適用した場合における従来型 PCAを漸近的に評価し，従来型 PCA
による推定が一致性を持つための条件を求め，従来型 PCAの限界を示した18)．
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彼らは，以下の条件

zij (i = 1, . . . , d, j = 1, . . . , n)は独立(2.20)

を満たす場合と満たさない場合について，一般化スパイクモデル（2.18）のもと固有値に関する
次の 2つの定理を得た19)．

　定理 1. [Yata and Aoshima（2009）I] Z̃ の成分が条件（2.20）を満たすならば，i ≤ mにつ
いて
（1）αi > 1を満たす iについて d −→ ∞かつ n −→ ∞
（2）αi ∈ (0, 1]を満たす iについて d −→ ∞かつ d1−αi/n(d) −→ 0

の条件のもとで

λ̂i

λi

P−→ 1(2.21)

が成り立つ．

　定理 2. [Yata and Aoshima（2009）II] Z̃ の成分が条件（2.20）を満たさないならば，i ≤ mに
ついて
（1）αi > 1を満たす iについて d −→ ∞かつ n −→ ∞
（2）αi ∈ (0, 1]を満たす iについて d −→ ∞かつ d2−2αi/n(d) −→ 0

の条件のもとで式（2.21）が成り立つ．

定理 1と 2は，従来型 PCAによる固有値推定が一致性を持つための条件を与える．これらの
定理において，（1）の d −→ ∞と n −→ ∞ で記述された条件は，nは dに依存していない．す
なわち，その nが d よりもはるかに小さい HDLSSの場合も含む．しかし（2）では，特に Z̃ の
成分が条件（2.20）を満たさない場合，nは dに強く依存している．したがって，従来型 PCAを
HDLSSデータに適用する場合は細心の注意を払う必要がある．この従来型 PCAの高次元にお
ける問題を克服するため，Yata and Aoshima（2010, 2012）は HDLSSデータのための 2つの新
しい PCAを提案した．本論文ではそのうちの 1つであるノイズ掃出し法（Yata and Aoshima,
2012）に焦点を当てる20)．

2.2.2 ノイズ掃出し PCA（NRPCA）：HDLSSデータのための新しい方法
ここで高次元 PCA を導入する．図 3 は高次元 PCA のイメージを説明している．HDLSS
データは，図 2に見られるような球面に集中する巨大なノイズを持つため，データが持つ潜
在的に重要な情報（潜在空間）はノイズ球に完全に埋もれてしまい，隠されてしまっている．し
かし，実はこの状況下でもデータの特性を推定することは不可能ではない．これは，ノイズの
挙動が球面近傍で特定され，それを差し引くことができるという重要な事実による．その手法
が，Yata and Aoshima（2012）によって提案されたノイズ掃出し（NR）法である．本論文ではノ
イズ掃出し PCA（noise-reduction PCA: NRPCA）と呼ぶ．
以下でもう少し厳密な説明を試みる．Yata and Aoshima（2012）は，幾何学的表現 [式（2.15）]
から派生した NR法を提案した．まず S̃D を次のように分解する．

nS̃D =
m∑

i=1

λi�zi�z
�
i +

d∑
i=m+1

λi�zi�z
�
i .(2.22)

第 2項はノイズを表現しており，条件（2.20）のもとで式（2.15）と同様に，次のようなノイズの
幾何学的表現が得られる．
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図 3．高次元主成分分析（PCA）の概略．HDLSSデータでは，巨大なノイズをもつため，潜在
空間がノイズに埋もれてしまう．高次元 PCAを用いることで，その潜在空間の抽出が
可能となる．

d∑
i=m+1

λj�zi�z
�
i

d∑
i=m+1

λj

P−→ Ĩn as d −→ ∞ .(2.23)

つまり，一般化スパイクモデルにおけるノイズ空間は，球面集中現象をもつことがわかる．こ
の結果を用いてノイズ部分を除去した固有値の推定量

λ̌i = λ̂i − 1

n− i

(
tr S̃D −

i∑
j=1

λ̂i

)
(i = 1, . . . , n− 1)(2.24)

が得られる．ここで，以下の定理が得られている．

　定理 3. [Yata and Aoshima（2012）(I)] Z̃の成分が条件（2.20）を満たすとき，i ≤ mについて
（1）αi > 1/2を満たす iに対し，d −→ ∞かつ n −→ ∞
（2）αi ∈ (0, 1/2]を満たす iに対し，d −→ ∞かつ d1−2αi/n(d) −→ 0

の条件のもとで

λ̌i

λi

P−→ 1(2.25)

が成り立つ．

定理 3と 1を比較すると，（条件（2.20）の下で）̌λi の一致性は λ̂よりも緩い条件で成立するこ
とが分かる．
次にノイズ掃出し法を主成分ベクトル推定に適用する．�̌hi ≡ (nλ̌i)

−1/2X̃�ui を定義し，その

主成分ベクトル �hiの推定量としての性能を検証する．ここで �̌hi = (λ̂i/λ̌i)
−1/2�̂hiであることに

注意する．Yata and Aoshima（2012）は次の定理を示した．
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　定理 4. [Yata and Aoshima（2012）II] λi (i ≤ m)は単根とする．定理 3の条件の下で，

�̌h�
i
�hi

P−→ 1(2.26)

が成り立つ．

また，主成分スコアについても評価する．xi の i 番目主成分スコアは �h�
i �xj = �zij(λi)

1
2 ≡ �sij

で与えられる. �ui ≡ (ûi1, . . . , ûin)� (i = 1, . . . , d)とすると，主成分スコアは �̂uij(nλ̌i)
1
2 ≡ �̌sij と

書ける．ここで，i番目主成分スコアの平均二乗誤差（MSE）を

MSE(�̌si) ≡ 1

n

n∑
j=1

(šij − sij)
2(2.27)

と定義すると，もう 1つの重要な定理を得る．

　定理 5. [Yata and Aoshima（2012）III] λi (i ≤ m)は単根とする．定理 3の条件の下で，

MSE(ši)

λi

P−→ 0(2.28)

が成り立つ．

ここまでデータは平均 0としてきたが，（中心化することにより）与えた定理はすべて平均が
0でない場合にも適用できることに注意する．
このように，HDLSSデータの固有値（寄与率），主成分ベクトル，および主成分スコアの推定

において，NRPCAが高いパフォーマンスを持つことが分かる．以降，固有値推定にはNRPCA
で得られた値を用いる．

2.2.3 オートマティック・スパース PCA（A-SPCA）
さらに，主成分ベクトルをより精度良く推定するために，Yata and Aoshima（2022）で提案さ
れたオートマティック・スパース PCA（automatic sparse PCA: A-SPCA）を導入する．すべて
の iに対して �̂hi = (ĥi(1), . . . , ĥi(d))

� とする．閾値 ζi > 0が与えられたとき，

ĥi∗(s) =

⎧⎨
⎩
ĥi(s) if |ĥi(s)| ≥ ζi,

0 if |ĥi(s)| < ζi

for s = 1, . . . , d(2.29)

とおく．�̂hi∗ = (ĥi∗(1), . . . , ĥi∗(d))
� とすると，�hi の閾値に基づく推定量は次のように定義さ

れる．

�̂hi∗∗ = ĥi∗/‖ĥi∗‖.(2.30)

しかし，この推定量は ζi に大きく依存している．
最近，青嶋と矢田は NR 法を拡張した A-SPCA を次のように提案した（Yata and

Aoshima, 2022）．NR 法による主成分ベクトル �̌hi = (ȟi(1), . . . , h̃i(d))
� について，簡単のた

め |ȟi(1)| ≥ · · · ≥ |ȟi(d)| と仮定する．与えられた定数 ω ∈ (0, 1]に対して，成分の累積寄与率
が ω より大きくなる主成分ベクトルを考える．次を満たすある整数 ǩiω ∈ [1, d]が一意に存在
する．

ǩiω−1∑
s=1

ȟ2
i(s) < ω および

ǩiω∑
s=1

ȟ2
i(s) ≥ ω.(2.31)

さらに，
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ȟiω(s) =

⎧⎨
⎩
ȟi(s) if |ȟi(s)| ≥ |ȟi(ǩiω)|,
0 otherwise

for s = 1, . . . , d.

を定義する．�̌hiω = (ȟiω(1), . . . , ȟiω(d)))
�とする．Yata and Aoshima（2022）は HDLSSデータで

�̌hiω のいくつかの一致性に関する性質を示し，実際のデータ解析でそのパフォーマンスを検証
した．本論文では ω = 1/2とする21)．A-SPCA は，NRPCA によって構築された主成分ベクト
ルの最も重要な成分を抽出でき，それらの成分が実質的に主成分の方向を決めているといえる．

3. データ

本研究の対象銀河NGC 253は，3.5 Mpc（1′′は 17 pcに対応）の距離にある近傍棒渦巻銀河であ
り（Rekola et al., 2005），形態は Scとされている．この銀河の太陽中心速度22)は 243±2 km s−1

(z = 0.000811: Kamphuis et al. 2015) で，主に宇宙膨張による．この銀河は大小マゼラン銀
河を除いて最も明るい遠赤外線放射源の 1 つであり，多くの波長で広く研究されてきた．
NGC 253は純粋なスターバーストとして知られており，中心の分子領域での星形成率 (SFR)
は SFR ∼ 2 M� [yr−1] と推定されている（Rieke et al., 1980; Keto et al., 1999; Bendo et al.,
2015）23)．中心には大質量，高密度で暖かい ISMの存在が確認されている（e.g. Sakamoto et al.,
2011）．さらに，スーパースタークラスター24)も可視光および近赤外線（NIR）で観測されてい
る（Fernández-Ontiveros et al., 2009）．非常に強いアウトフローもこの領域で観測されている
（Matsubayashi et al., 2009; Bolatto et al., 2013）．スーパースタークラスター，アウトフローと
もスターバースト活動に密接に関連している．

3.1 NGC 253のALMA分光マップ
本研究では，Ando et al.（2017）によって取得された，近傍の典型的スターバースト銀河

NGC 253 の ALMA Band 7 での分光マップを用いる．最終的な画像の合成ビームサイズは
0.′′45 × 0.′′3で，これは NGC 253の距離において 8 pc × 5 pcに相当する．スペクトルにはさ
まざまな輝線が検出されている（Ando et al., 2017）．振動数方向のサンプリング数は 2248で
ある．

Ando et al.（2017）の元マップは，空間領域（赤経および赤緯）で 864× 864点，振動数領域で
2248成分（単位 [Hz]）で構成される．ただし，ピクセルスケールはマップの合成ビームサイズ
0.′′45× 0.′′3よりも小さいためオーバーサンプリングであり，各空間グリッド点は互いに独立に
なっていない．この問題を克服するため，0.′′45× 0.′′3の楕円ビームに対応する円形ビームサイ
ズは，0.′′37を使用して，イメージマップをリサンプリングした．得られた独立なグリッドか
らなるマップは 230 × 230ピクセルで構成される．また信号の微弱な領域を除外する必要があ
る．このため振動数の全範囲にわたって輻射強度強度を積分し，強度 I [Jy beam−1] > 2.0の領
域を選択した．図 4は有意な信号が検出された明るい領域および「マスク」領域をあらわしてい
る．信号のあるピクセルの数 nは 231となった．

3.2 宇宙膨張による赤方偏移および系の回転によるドップラーシフト
NGC 253の中心部は大きく傾いている (i ∼ 78◦)．これにより，ドップラーシフトによって

分光マップ上にかなりコヒーレントな回転パターンが生じる．この効果を考慮するため，スペ
クトル上の 3本の顕著な輝線 HCN(4–3)，HNC(4–3)，および CS(7–6)にガウス関数フィットを
行い，輝線の中心波長を推定した．速度場のマップを図 5に示す．これら 3本の輝線から得ら
れたドップラーシフトを平均することにより，シフトの大きさを決定した．次に，宇宙膨張に
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図 4．マスクで抽出した NGC 253マップの明るい領域（Takeuchi et al., 2024）．左：マス
ク領域マップ．白抜きは有意な強度の信号がきている領域．中央：信号の強度マップ．

右：信号の強度マップの鳥瞰図．

図 5．HCN(4–3)（左上），HNC(4–3)（右上），およびCS(7–6)（下）輝線から推定したNGC 253
の速度マップ（Takeuchi et al., 2024）．この銀河の系全体の速度 243 [km s−1]を差し

引いた値を示す．

よって引き起こされる NGC 253の系全体の速度25)に関して振動数をシフトした．この補正に
よってコヒーレントな回転の系統的影響のないマップが得られ，サブミリ波輝線のより詳細な
特性を解析できる．ドップラーシフトについては付録 Bに詳しく述べている．
データキューブ26)には振動数にギャップがある．速度に応じてスペクトルをシフトすると，

スペクトルの境界もシフトするため，本研究では単純にすべてのピクセルに共通の振動数範囲
を採用した．データの最終的なサイズは，空間位置に沿って 231, 補正後のスペクトル要素数
は 1971である．

3.3 HDLSSデータとしての分光マップ
上記のように，NGC 253のマップは空間次元 231×スペクトル次元 1971, つまり n = 231お

よび d = 1971であり，明らかに n � dの条件を満たしている．DNAマイクロアレイデータ
（通常，n ∼ 10–100 および d ∼ 104–105）ほど極端ではないものの，この ALMAマップは典型
的な HDLSSデータである．天体物理学の観点から問題となるのは，スペクトルに非常に多く
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の情報が含まれていること，そして nに比べて多種多様なスペクトル輝線が観測されることで
ある．しかし，これは高次元統計解析においては特別な状況ではない．
ただし，分光データへの高次元統計の適用は全く単純というわけにはいかない．スペクトル

線は，ISMの乱流運動や他の物理機構によって拡がったりシフトしたりする．その場合，各ス
ペクトル分解能ユニットが持つ情報は独立にはならない27)．この複雑な問題は，HDLSSデー
タを扱う他の研究分野で調べられたことはない．しかし，天文学のあらゆる分光データに共通
して見られる問題であるため，まず高次元統計解析が実際に輝線のシフトと広がりのある天体
分光マップに対して機能するかどうかを本格的な解析の前に検証する．

4. 予備解析

すでに述べたように，ゲノム解析やその他の分野における HDLSS データの典型的な例と
は異なり，天文分光データには特有の潜在的な問題が存在する．分光データをベクトルデー
タ �x = (x1, . . . , xd)� と考えたとき，根本的な問題は隣接する振動数（または波長）指標 i と
i + 1 (i = 1, . . . , d − 1)における情報が独立ではないことである．つまり，銀河の ISMには内
部運動があり，ドップラー効果によって振動数方向に広がる．また，天体の観測領域全体にわ
たってシステムの系統的な回転が見られる（3章）．高次元統計解析がこのようなタイプの分光
データに対して機能するかどうかを調べるため，高次元 PCAを用いて NGC 253の元の分光
マップデータの予備解析を行った．「元の」という言葉は，系全体の回転によるマップ上のドッ
プラーシフトを補正せずにこの解析をしたことを意味する．すなわち，高次元 PCAをそのま
ま元データに適用し，どのような特徴が検出されるかを検証した．このため画像の 2次元座標
を赤経方向，次に赤緯方向に沿って並べ替え，データを 1次元ベクトルと見なして指標を付け
なおした．PCAを 2次元画像に直接適用することも可能だが，本論文では解析を単純にする
ため 1次元化する方針を採用した．

4.1 固有スペクトル（eigenspectra）
次の段階の解析では，主として A-SPCAの結果に注目する．ただし，NRPCAは全てのス
ペクトル特徴を対象として機能するので，NRPCAで求めた固有スペクトル (PCAによって観
測されたスペクトルから構築された固有ベクトル）も示す．図 6の上のパネルは NGC 253の
ALMA分光マップから NRPCAによって構成された固有スペクトルを示している．この図で
は，すべての PCに対応する固有スペクトルにおいて，同じ振動数範囲で同一のスペクトルの
特徴が現れていることが見て取れる．これは，一部のスペクトルの特徴が，他のスペクトルの
領域よりもスペクトル全体を決定する重要な情報を含んでいることを示唆する．
オートマティック・スパース PCA（A-SPCA）は，これらの特定のスペクトルの特徴に対応す

る最も重要な要素を選び出し，局在化させる機能を持つ．図 6の下のパネルは，A-SPCAに
よって得られた固有スペクトルを示す．図 6からわかるように，A-SPCAはある特徴が全体
のスペクトルの決定に重要となる場合のみ値を残し，他の成分を強制的に 0にする．したがっ
て，A-SPCAの固有スペクトルはすべての特徴を含むスペクトルの再構成には用いず，完全な
スペクトルの再構成には NRPCAを用いる．A-SPCAのこの利点を利用し，次の解析でスペク
トル全体を決める特徴を特定する．

4.2 PCの寄与率分布
まず NRPCAによって得られた寄与度の大きさ順にソートした PCの固有値分布を図 7に示

す．最初のいくつかの固有値は，残りの固有値よりも著しく大きい．この振舞いは，高次元統
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図 6．NGC 253の ALMA分光マップから作成された第 1から第 5主成分（PC）に対応する
固有スペクトル（Takeuchi et al., 2024）．上段：ノイズ掃出し PCA（NRPCA）により
得られた固有スペクトル．下段：オートマティック・スパース PCA（A-SPCA）によっ
て得られた固有スペクトル．PCを決定付ける成分のみが非ゼロの値を持つ．NRPCA
と通常の PCAの結果は，�̌hi = (λ̂i/λ̌i)

−1/2�̂hi (p.11)より，形状は同じでスケールが
違うだけの図となるためここでは示していない．

図 7．NRPCA で得られた NGC 253 の ALMA 分光マップの規格化した固有値（寄与率）
（Takeuchi et al., 2024）．

計解析の文脈では「スパイク（spike）」と呼ばれる．PCAの固有値は各 PCの寄与を表している
ので，PCAは共分散行列全体を各 PCからの寄与に分解することが分かる．得られた固有値分
布がこのスパイク構造を示していることから，高次元 PCAが NGC 253の ALMA分光マップ
のいくつかの特徴を検出したことが理解できる．すなわち，本研究のデータが通常の HDLSS
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データとみなせ，高次元 PCAの前提が成り立つことが保証されている．
天体物理学的観点からは，図 7は分光マップデータに対する高次元統計解析の極めて有望な
可能性を示している．Ando et al.（2017）は，マップ上で 30を超える分子ないしラジカル輝線
（Ando et al., 2017の図 1を参照），およびいくつかの広がったスペクトル放射を特定した．た
とえ興味の対象を輝線に限定したとしても，物理的直感だけで輝線を分類することは非現実的
である．このような分光データから物理情報を抽出するために，伝統的には輝線比が使用され
てきた．しかし，輝線の数が増えるにしたがって，輝線の組み合わせ数は爆発的に増加する（組
み合わせ論的爆発）ため，力業で多数の輝線比を一度に診断することは全く現実的ではない．
これと対照的に，図 7に示されているように，複雑な分光マップの全情報は最初の数個の PC
で表現できることがわかる．これは，30本を超える輝線を含む複雑なスペクトルの特徴が，ご
く少数の PCに対応するベクトル基底（固有スペクトル：eigenspectra）て決まっていることを意
味する．これは PCAを含む，一般に次元削減として知られる方法を用いることのよく知られ
た利点である．（e.g., Galaz and de Lapparent, 1998; Ronen et al., 1999; Wang et al., 2011; Pace
et al., 2019; Portillo et al., 2020），しかし，これら先行研究はすべて，十分に大きな標本数 n

についての 1次元積分スペクトルへの応用にとどまり，HDLSSデータに適用したものではな
かった．本論文の解析は，これら先行研究の解析とは全く異なることを強調しておく．ここで
示す方法は，第 2章で述べたように，従来型 PCAでは巨大なノイズ球の存在のため歯が立た
なかった典型的 HDLSSデータである分光マップに問題なく応用できる．
このように，高次元統計解析の方法が天体分光マップデータに対してうまく機能することを

確認できた．これに基づき，高次元 PCAによるさらなる解析に問題なく進むことができる．

4.3 第 1および第 2主成分の物理的意味
得られた第 1主成分（PC1）および第 2主成分（PC2）が何を表すかを考察するのが次の段階で
ある．図 8に PC1および PC2の散布図を示す．最も顕著な特徴は，x軸に関してほぼ対称な
蝶の羽根のようなパターンである．これは，NGC 253中心領域のコヒーレントな回転を連想さ
せる．PC1と 2の 2次元構造を再構築したマップを図 9に示す．
明らかに，PC1は輝線強度を表し，PC2は NGC 253中心の対称でコヒーレントなパターン
を表している．実際，図 9 の右パネルの PC2マップと，同じ領域で直接測定した視線方向の
速度場マップ（図 5）は非常によく一致している．視線方向の速度場は，運動する物質から放射
される輝線の振動数がドップラーシフトしていることから，振動数のシフト量を特殊相対論の
式を用いて速度に換算することができる．ドップラーシフトについては付録 Bで詳しく述べて
いる．

図 8．NGC 253の ALMA分光マップから A-SPCAによって得られた PC1と PC2の分布
（Takeuchi et al., 2024）．
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図 9．A-SPCAによって得られた PC1と PC2のマップ上での 2次元分布．左パネルは第 1
主成分（PC1），右パネルは第 2主成分（PC2）のマップをそれぞれ示している．

図 10．主成分と観測された物理的特性の関係（Takeuchi et al., 2024）．左：NGC 253 の
ALMAマップ上での PC1と振動数全域での積分強度 I [Jy beam−1]との相関．右：

PC2と視線速度の相関．

この関係をさらに詳しく調べるため，PCと観測された特性の相関を図 10に示す．図 10の
左パネルは，PC1と各ピクセルにおける振動数範囲全体にわたって積分した全強度との間の
散布図である．これらの間にはよい相関が見られる．PCAはデータの線型な特徴のみを抽出
するのに対し，PCと物理量との関係は必ずしも線型ではないため，この相関は必ずしもきれ
いな線型相関とはならない．図 10の右パネルは固有速度と PC2の関係を示す．すでに 2次元
マップで示したように，PC2は図 10で視線速度場を近似的に表している．しかし，PC2と固
有速度が一致しない特異領域が存在することに注目しよう．これらの領域は，強い質量流出な
ど，何らかの局所的な現象の影響を受けている可能性がある．この問題については，後述の詳
細な解析を用いて再検討する．

4.4 主成分に対応するスペクトルの特徴：元データの場合
各主成分に具体的にどのような特徴的スペクトルが関与しているかを検証するのは非常に興

味深い解析であるが，従来の PCAはこのような目的には不向きであった．一方，A-SPCAは
各主成分を決める特徴的スペクトルを特定できる．A-SPCAによって特定された，主成分を決
める特徴的スペクトルを図 11に示す．この図において，スペクトルは銀河の解析領域全域に
わたって積分されている．星印は PC1を決める特徴的スペクトル，三角形は PC2を決める特
徴的スペクトルを示している．図を見やすくするため，高次の主成分の寄与は示していない．
PC1の情報は HCN(4–3)および HNC(4–3)分子の 2本の輝線，特に輝線の中心部に集中してい
る（分子輝線放射機構の詳細と表記法については付録 Aを参照）．PC2の情報は HCN(4–3)輝
線と関連するが，PC1の場合とは対照的に輝線のウィング部に割り当てられている．この図の
スペクトルは NGC 253の解析領域全体にわたって積分されているため，各輝線のウィング部
は実際にはドップラーシフトによって静止系波長からずれた輝線が重なることで形作られてい
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図 11．A-SPCAによって求めた NGC 253の ALMA分光マップの PCを特徴付ける特徴的
スペクトル．星印は PC1を決める特徴的スペクトル，三角形は PC2を決める特徴的
スペクトルである．

る．これは，PC2のマップ（図 9）が NGC 253のドップラー速度場マップ（図 5）とよく一致す
るということと整合的である．
このように，高次元 PCAは ALMA分光マップ上の輝線の特徴抽出において高い能力を示
すことが分かった．この予備解析により，HDLSSデータとしての ALMA分光マップに対する
A-SPCAのパフォーマンスが保証されたので，次章では問題なく分子輝線の詳細な解析に進む
ことができる．

5. 本解析および議論

前章（4章）で高次元統計解析の性能を確認した．ここでは更に詳細な物理的解析に進む．本
章では，NGC 253の分光マップの輝線の振動数から各点ごとに求めたドップラーシフトを補正
したデータを用いる．これをドップラーシフト補正済み分光マップと呼ぶことにする．

5.1 NGC 253のドップラーシフト補正済み分光マップへの高次元 PCAの応用
4章と同様の方法で，NGC 253のドップラーシフト補正済みマップに高次元 PCAを適用す

る．PC2については 4章と同じ表記を用いるが，ここでの PC2はドップラーシフト補正済み
マップから得られた値であり，4章で示した値とは異なることに注意されたい．また，ドップ
ラーシフト補正済みマップに NRPCAおよび A-SPCAを適用すると，PCのすべての寄与が補
正の影響を受けることも注意する必要がある．
予備解析と同様に，まずドップラーシフト補正済み分光マップの固有スペクトルを図 12に

示す．図 6と比較すると，各固有スペクトルの形状の意味がより明確になっている．スペク
トル全体のドップラーシフトを既に差し引いているため，輝線の振動数はもはやコヒーレント
な回転の速度を表していないことをここで強調しておく．したがって，速度構造は常に系全体
の回転パターンからの 1次のオーダーの変位であり，輝線プロファイルの広がりまたは非対称
な歪みとして現れる．もう 1つの重要な違いは，元データの解析では特定されなかった重要な
スペクトル輝線が PC5（図 12の下のパネルの PC5を参照）で識別できることである．これは，
系の回転の圧倒的な寄与がマップから適切に取り除かれ，ドップラーシフト補正済みマップで
より微妙なスペクトルの特徴が顕著になったことによる．新しい PC2は，HCNをはじめいく
つかの輝線のウィング28)を表しており，ガスの非常に局所的な膨張を反映している．PC3と 4
は，膨張速度よりも速いガスの動きによって生じる輝線の青方偏移を表している．PC5はそれ
ほど目立たないが，PC3および 4と同様に，輝線の赤方偏移を表している．
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図 12．ドップラー補正済み ALMA分光マップから高次元 PCAによって構築された第 1–第
5主成分（PC）に対応する固有スペクトル．上 5枚のパネルは NRPCAによる固有ス
ペクトル，下 5枚のパネルは A-SPCAで得られた固有スペクトルを示している．

図 13．系全体の回転によるドップラーシフト補正後の NGC 253の ALMA分光マップデー
タから NRPCAによって得られた固有値寄与率（Takeuchi et al., 2024）．

NRPCAによって得られた固有値の寄与率を図 13に示す．ドップラーシフト補正済みマッ
プから求められた新しい PC2の寄与率は，図 7の PC2よりもはるかに小さくなっている．こ
れは系統的回転の除去がうまくいっていることによる．そして，新しい PC2の寄与率は小さい
ながらも無視できない大きさを持つ．つまり，新しい PC2は NGC 253の分光マップにおける，
局所的で詳細な特徴を表現している．これは，固有スペクトルからの示唆とも一致している．
このことは，PCの散布図においてより顕著に表れる．各 PC間の関係を図 14–17に示す．
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図 14．系全体の回転によるドップラーシフト補正後の NGC 253の分光マップから A-SPCA
によって求めた PC1と PC2の 2次元分布．この図における PC2は図 9の PC2と
は異なることに注意．

図 15．図 14 と同様，NGC 253 のドップラーシフト補正済み分光マップから A-SPCA に
よって求めた PC1と PC3の 2次元分布．

図 16．図 14 と同様，NGC 253 のドップラーシフト補正済み分光マップから A-SPCA に
よって求めた PC2と PC3の 2次元分布．
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図 17．NGC 253のドップラーシフト補正済み分光マップから求めた PC1, PC2, PC3の分
布の 3次元構造．

図 18．A-SPCAによって得られた NGC 253の PC1, PC2, および PC3の空間構造．

図 14は，PC1と PC2の 2次元分布を示している．新しい図においては，図 8に見られる蝶の
翅のようなパターンが完全に消失していることがわかる．図 15および 16はそれぞれ PC1と
PC3, PC2と PC3の散布図である．図 14と同様，図 15 と 16に対称なパターンはない．図 17
は PC1, 2, 3の分布の鳥瞰図である．これらの図から，ドップラーシフト補正済みマップのス
ペクトルの特徴に明らかな対称パターンはなく，PC間の散布図は比較的連続的な主要部と外
れ値からなることがわかる．

5.2 NGC 253のスペクトル主成分マップ
NGC 253の分光マップ上での PC1, 2, 3の特徴をさらに検証するため，図 18で各 PCの空
間構造29)を再構成した．この図でも PC1が輝線強度を表していることが再確認できる．一方
ドップラーシフト補正済みマップの PC2は，図 9とは対照的に NGC 253でより複雑で局所
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図 19．図 10マップにおける速度異常がみられる領域．

的なパターンを表現している．PC3の 2次元マップには，小スケールの構造も示されている．
PC2が局所的な質量流出を示唆していることを思い出そう．Ando et al.（2017）によると，PC2
の値が最も大きい領域の空間スケール（直径）は ∼ 10 pcであり，確かに空間的に小さいスケー
ルでの現象である．
特に興味深いのは，図 18の下パネルに見られる PC3が負の領域である．固有スペクトル

は，PC3および部分的に PC4が，局所的ではあるがよりスケールの大きいアウトフロー（質量
流出）を表しており，輝線の青方偏移30)に現れていることを示している．Bolatto et al.（2013）
は，電波連続波の中心31)からの分子アウトフローを報告した．最近，Walter et al.（2017）およ
び Krieger et al.（2019）は ALMAによるこの領域の詳細な観測を行った．彼らは詳細な解析
により，この質量アウトフローを「SWストリーマー」と名付けた．このアウトフローは私たち
に向かって運動しており，SWストリーマーの根元の位置は，図 18に示された PC3が負の領
域と正確に一致している（Krieger et al., 2019, 図 1を参照）．図 19の速度異常領域も SWス
トリーマーの根本とよく一致する．さらに分子輝線観測だけでなく，ファブリーペロー分光
器32)を用いて Hα33)やその他の輝線でもアウトフローが観測されている（Matsubayashi et al.,
2009）．Hαなどの輝線は電離ガスのアウトフローをトレースするが，質量流の位置，形状，方
向は分子のアウトフローとかなりよく一致している．これらすべての手がかりは，高次元 PCA
が ALMA分光マップからアウトフロー現象を（物理モデルに依存しないという意味で）純粋に
客観的に抽出できたことを示している．

5.3 各 PCに対応するドップラー補正データの特徴的スペクトル
図 20では，星と三角形は図 11と同様に PC1および PC2に関係する特徴的スペクトルを表

し，黒丸は PC3に関係する特徴である．図 11と比較すると，まず輝線の系統的なシフトが見
られる．もちろん，これは銀河全体の宇宙論的赤方偏移の効果である．ALMAバンド間の境界
は観測者の静止系に固定されているため，ドップラーシフト補正後はスペクトルの一部が境界
からはみ出す．その結果，図 20ではスペクトルのかなりの部分が失われている．ドップラー
補正後の PC1は，HCN(4–3)および HNC(4–3)輝線の強度をより正確に表している．これは，
スペクトルの関連する特徴を担う部分がこれらの輝線のピーク付近に集中しているという事実
に反映されている．PC2は HCN(4–3)の輝線中心から少し離れた振動数のプロファイルに割り
当てられている．ただし，これは HNC(4–3)輝線の低周波側に関連しているため，ドップラー
シフト補正により低振動数側が切り取られてしまっている．PC3は HCN(4–3)輝線の高振動数
側のさらに遠いプロファイルと関連するが，PC2に関連する低振動数側のスペクトルプロファ
イルとも一部重複している．これらの特性は固有スペクトルから既に示唆されており（図 12），
A-SPCAによって得られた詳細な情報で確かめられたといえる．したがって，スペクトルが
非常に複雑に見える場合でも，NRPCA や A-SPCA など高次元 PCA を用いれば情報を解読
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図 20．系全体の回転によるドップラーシフトについて補正後の ALMA 分光マップから
A-SPCAによって求められた，PC1, 2, 3に対応する特徴的スペクトル．星と三角形
は図 11と同様，PC1および PC2に関係する特徴的スペクトルを表し，丸は PC3に
関係する．

し，分光マップを決める特徴的スペクトルを見つけ出すことができる．さらに驚くべきこと
に，HCNと HNC輝線の詳細なプロファイルは，アウトフロー現象を含む NGC 253の ALMA
分光マップのほぼすべてのスペクトル特性を支配している．NGC 253の ALMA分光マップに
よるさらに詳細な天体物理学的素過程のさらなる検証は，今後の研究で行う予定である．

6. まとめと結論

銀河進化は主に星形成によって駆動される．星形成とそれに続く元素合成によって星間物質
が進化するので，これが銀河進化を理解する鍵となる．分光観測はこの過程を明らかにする重
要な天文学的手法だが，詳細な分光マッピングは多大な時間がかかるため，多くの観測点で独
立したデータを得るのは難しい．その結果，分光マップデータは高次元小標本（HDLSS）とな
る．HDLSSデータには高次元特有の困難があり，その解析には古典的方法に代わる新しい統
計手法が必要となる．この問題を解決するため，高次元統計解析が発展してきた．

HDLSSデータの解析には「次元の呪い」に起因する多くの問題が存在し，古典的統計手法は
往々にして正しくない結果を導く．高次元統計解析は双対行列とその幾何学的表現を用いて
この問題を克服し，HDLSSデータの特異な振舞いを利用して解析を行う枠組みを提供する．
我々は NGC 253の ALMA分光マップデータに対して高次元 PCAを適用し，スペクトルマッ
プを特徴づけるスペクトルの特徴成分を特定した．高次元 PCAはモデルを仮定することなく，
NGC 253中心部の系全体の回転を抽出することに成功した．またこうして得られた回転のドッ
プラー効果を補正したデータに高次元 PCAを用いることで，爆発的星形成に起因するガスの
アウトフロー現象や速度場異常を示す固有スペクトルが得られた．
これらの結果は，物理的直観を頼りに手作業で特徴を選択するのではなく，高次元データの

完全な情報を利用することによって得られたものである．このように，高次元統計解析は将来
の宇宙望遠鏡の分光マップ解析に新たな方法論を提供する．また，たとえば極めて稀な天体の
分光データを分類する目的においても有用である．別の例として，活動銀河核からの電波連続
波を銀河間物質の水素原子が吸収することで生じる Hiの森（Hi forest）の SKAによる観測が挙
げられる．我々は希少天体のスペクトルや銀河間物質の吸収線系データに高次元統計解析を適
用し，銀河形成の過程解明を目指している．このように，高次元の統計学は天文学の幅広い課
題に対して全く新しい扉を開くことになるであろう．
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注．

1) https://www.sdss.org/surveys/.
2) https://www.desi.lbl.gov/.
3) https://www.cosmos.esa.int/web/gaia.
4) https://panstarrs.ifa.hawaii.edu/pswww/.
5) 天球上で広がった天体の電磁波スペクトルを，天体上の各点で取得する観測をこう呼ぶ．
6) https://www.eso.org/sci/facilities/paranal/instruments/uves.html.
7) https://www.ing.iac.es/PR/wht_info/whtsauron.html.
8) https://www.sdss.org/surveys/manga/.
9) 爆発的な勢いで星を形成している銀河．

10) ALMAの電波分光計は，特定の振動数範囲に限ったミリ波電波を検出する．この範囲を
bandとよぶ．

11) パーセクは天文学で使われる距離の単位で，1 [pc]は 3.08 × 1018 [cm]に相当する．
12) 輝線とは，ある量子力学的エネルギー準位から別のエネルギー準位に遷移するときのエネ
ルギー差に相当する波長あるいは振動数の放射のことで，エネルギー差が離散的な値を取
ることに対応して狭い波長に集中した放射となる．バンド輝線とは，そのような輝線が比
較的狭い波長域に多数存在し，お互いに重なり合って太い輝線となったものを指す．

13) 電離ガス（プラズマ）相，原子ガス相，分子ガス相などを指す．
14) 式（2.2）は，任意の ε > 0について lim

d/n→0
P(‖�x − �μ‖ > ε) = 0を意味する．ここで ‖ · ‖は

ユークリッドノルムを表し，P(A)は事象 Aの生起確率である．式（2.3）は，任意の ε > 0

について lim
d/n→∞

P(‖�x− �μ‖ < ε) = 0を意味する．

15) 青嶋・矢田（2019）を参照のこと．
16) 従来のスパイクモデルは Johnstone（2001）で与えられ，λ1, . . . , λm は 1よりも大きい定
数，λm+1 = · · · = λd = 1なる非常に限定的なモデルであった．それを高次元データの特
徴に合わせて一般化したのがモデル（2.18）である．ただし，一般化スパイクモデル（2.18）
は，高次元データ空間の次元数と，それに伴う固有値の大きさ，そして，それを推定する
ための標本数との関係をみるための簡便なモデルであり，Yata and Aoshima（2013）は，
一般化スパイクモデルを拡張したパワースパイクモデルを与え，高次元 PCAの漸近理論
を構築している．

17) 4節および 5節で見られるように実高次元データの固有値の最初のいくつかは非常に飛び
ぬけており，一般化スパイクモデルはその性質を非常によく表している．

18) この文脈での一致性とは，推定量 t(n) (n: 標本数）が任意の ε > 0について，

lim
n→∞

P {|tn − θ| < ε} = 1 .

が成り立つことを指す．
19) 式（2.20）はガウス分布を緩めた条件である．その条件のもと，ノイズの空間は図 2に示さ
れるような幾何学的表現をもつ．

20) もう一つは Yata and Aoshima（2010）で提案されたクロスデータ行列法である．これら
A-SPCAのコードについては，https://github.com/Aoshima-Lab/HDLSS-Toolsを参照の
こと．

21) Takeuchi et al.（2024）において，いくつかの ωの値で検証している．
22) Heliocentric velocity: 太陽を基準として測定した視線速度．銀河系内の太陽系の運動速度
ベクトルを差し引いていない.
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23) ここでM� は太陽質量，すなわち太陽の質量 1.99 × 1033 [g]を 1 [M�]とする単位．
24) 活発に星が形成される領域でみられる巨大な星の集団．
25) 宇宙膨張による輝線のシフトは厳密には速度によるものではないが，近傍銀河については
近似的に速度とみなすことができる．これをハッブル速度とよぶ．

26) 分光マップのデータは画像の空間方向 2次元＋振動数分散方向 1次元の 3次元構造を持
つため，データキューブと呼ばれている．

27) 連続放射（輝線ではなく，広い振動数域にわたって現れる放射）の存在は状況をさらに複雑
にするが，本研究ではこの問題は扱わない．

28) 分子の熱運動によるドップラー効果により輝線の振動数が変わり，静止系振動数の周りに
輝線が広がる効果をドップラーブロードニングという．この効果で広がった輝線の周辺
部をウィングとよぶ．

29) ここでの空間構造とは，天球上の 2次元マップ上での各量の位置依存性を意味する．
30) 放射する物体が我々に向かって進むとき，ドップラー効果によって放射の波長が青い方
（波長の短い側，振動数の高い側）にシフトすることを指す．

31) 輝線ではなく，電波の波長（振動数）について連続的な放射の観測画像で最も明るい領域を
このように表現する．

32) 電磁波の干渉を利用した面分光装置の一種．
33) 水素が電離して正の電荷をもったイオン（この場合は 1個の陽子）になっているとき，電子
が結合すると余剰分のエネルギーを放射してより安定な状態に遷移する．水素原子内の
電子のエネルギーは量子力学によって決まる離散的準位を取る．電子は高いエネルギー
から低いエネルギーに遷移していき，エネルギー準位の差に応じた輝線を放射する．これ
が水素の再結合線で，準位 3から 2への遷移によって放射されるのが Hα線と呼ばれる．
Hα線は可視光線の赤に対応する波長を持つ．
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付 録

A. 電波領域における分子スペクトル輝線の放射機構

スペクトル輝線の放射機構は基本的に量子力学的効果である．原子の大きさ程度以下のミク
ロなスケールでは，素粒子の運動は古典力学ではなく量子力学で記述される．古典力学との顕
著な違いは，エネルギーなど物理量が離散的な値を取ることである．これを「量子化されてい
る」と表現する．その詳細は文献に譲るが（たとえば Wilson et al., 2013），離散化されたエネル
ギーの値をエネルギー準位と呼び，その間で量子力学的遷移が生じるとエネルギー差ΔE に対
応する波長

λ =
hc

ΔE
(A.1)

の輝線が放射される（hはプランク定数，cは光速）．
分子は原子に比べて複雑な構造をしており，分子の振動や回転にともなう複数の量子状態間

の遷移によって電磁波を放射する．分子の振動準位間の遷移にともなう放射は多くの場合赤外
線領域となるが，回転遷移では電波領域の放射も多数あり，電波天文学の重要な観測対象であ
る．星間空間，特に低温の領域では，H2，CO，OH，SiOなどの 2原子分子が存在する．古典
力学的では，分子の重心周りの回転エネルギー Erot は

Erot =
ω2

2

(
m1r

2
1 +m2r

2
2

)
(A.2)

と表される．ここで，m1，m2 は 2つの原子の質量，r1，r2 は分子の重心からそれぞれの原子
までの距離，ωは回転角速度である．一方，2原子間の距離を rとすると

r1 =
m2

m1 +m2
r, r2 =

m1

m1 +m2
r(A.3)

であることを用いると

Erot =
ω2

2

(
m1m2

m1 +m2

)
r2 ≡ mred

2
r2ω2(A.4)

とできる．ここでmred は換算質量と呼ばれる量

mred =
m1m2

m1 +m2
(A.5)

である．さらに慣性モーメント I を

I ≡ mredr
2(A.6)

で定義すると，

Erot =
Iω2

2
(A.7)

と表される．また回転の角運動量 Lrot は

Lrot = Iω(A.8)

なので，

Erot =
L2

rot

2I
(A.9)
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が得られる．
一方，量子力学では L2

rot を角運動量演算子

L̂2 ≡ −�
2

{
1

sin θ

(
∂

∂θ

)[
sin θ

(
∂

∂θ

)]
+

1

sin2 θ

(
∂2

∂ϕ2

)}
(A.10)

で置き換えることにより，エネルギーの演算子であるハミルトニアン Ĥ を作り，シュレーディ
ンガー方程式

Erotψ = Ĥψ =
L̂2

2I
ψ(A.11)

を構成する (� ≡ h/2π)．変数 (θ, ϕ)は 3次元球座標系における角度変数であり，ψは系の状態
を記述する波動関数と呼ばれる関数である.
量子的な状態は確率で表現されるので，その力学的考察のためには式（A.11）を解いて ψを求

めればよい．演算子 L̂2 の固有値は J = 0, 1, 2, . . . として �
2J(J + 1)であるから，回転運動の

エネルギー固有値 EJ は

EJ =
�

2

2I
J(J + 1)(A.12)

となる．これが分子の回転のエネルギー準位の具体的表式である．本文で分子輝線の名前を
HCN(4–3)のように表記しているが，これは分子が HCNで，回転準位 J = 4 −→ 3の遷移にと
もなって放出された輝線であることを意味している．

B. ドップラーシフト（Doppler shift）

本章では物体の運動によって生じる光の波長の偏移，いわゆるドップラーシフト（Doppler
shift）について説明する．この効果を起こす物理を説明するのは特殊相対性理論である．天体
が観測者に対して速度 v（ここでは遠ざかる方向を正と定義する）で等速直線運動しているとし，
θは視線方向と運動方向のなす角を表すとする．
天体が観測者に対して静止しているとき，天体から観測者へ伝播する波長 λの電磁波を考え
る．天体と観測者間の距離を dとすると，時間間隔 t = d/cの間に n = d/λ個の波が放出され
る．一方，天体が観測者に対して速度 vで運動している場合，天体と観測者間の距離は時間間
隔 tののち

d′ = d+ (v cos θ)t(B.1)

に増加している．ここで波の数 nが保存することに注意すれば，

λ′

λ
=
d+ (v cos θ)t

d
= 1 + β cos θ ,(B.2)

β ≡ v

c
(B.3)

が得られる．波長と振動数の間には λν = cの関係があるので，式（B.2）を振動数の関係式に換
算すると

ν′

ν
=

1

1 + β cos θ
(B.4)

となる．これは，視線方向の運動によって電磁波の波長が引き伸ばされる効果である．
特殊相対論では，観測者から見ると運動している天体の時間は遅れる．つまり，時計の進み

方は
√

1 − β2 倍になり，振動数もこれに比例して小さくなる．すなわち，
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図 21．ドップラーシフト補正された分子輝線 HCN(4–3) の例．赤，緑，青は，線の中心が
その静止系振動数と一致するように補正されたスペクトルである（Takeuchi et al.,
2024）．

ν′′

ν
=
√

1 − β2(B.5)

である．この効果は天体の運動速度の大きさのみによるので，天体が視線に直交する方向に
運動している場合 (θ = 2π [rad])でも振動数が変化する．これを横ドップラー効果（transversal
Doppler effect）とよぶ．
これら 2つの効果により，最終的に特殊相対論的なドップラー効果による振動数変化は

νobs =

√
1 − β2

1 + β cos θ
νem(B.6)

と書ける．ここで，νemは静止系で観測される振動数であり，νobsは観測される振動数である．
視線方向のみの効果を考えるならば（θ = 0），

νobs =

√
1 − β2

1 + β
νem =

√
1 − β

1 + β
νem(B.7)

となり，波長では

λobs =

√
1 + β

1 − β
λem(B.8)

が求める関係である．下付き添え字 obs，emについては式（B.7）と同様である．
本文 5章で議論しているように，詳細な物理過程を考察するためには，特殊相対論的ドッ
プラーシフトを補正して静止系での振動数に戻すことが必要である．これには式（B.7）を用
いればよい．具体例として，HCN(4–3)輝線のドップラー補正を図 21に示す．赤，緑，青は
NGC 253のマップ上の異なる位置から補正されたスペクトルであり，輝線の中心がその静止
系振動数と一致する．各輝線は複雑なプロファイルを持っているため，輝線の中心はガウス
関数フィッティングによって決定している．青い縦の実線は，HCH(4–3)輝線の静止系振動数
354.5 GHzを示している．
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If we denote the dimension of data as d and the number of samples as n, we often meet
a case with n � d. Traditionally in astronomy, such a situation is regarded as ill-posed,
and they thought that there was no choice but to throw away most of the information in
data dimension to let d < n. The data with n � d is referred to as high-dimensional low
sample size (HDLSS). To deal with HDLSS problems, a method called high-dimensional
statistics has been developed rapidly in the last decade. In this work, we first intro-
duce the high-dimensional statistical analysis. We apply two representative methods in
the high-dimensional statistical analysis methods, the noise-reduction principal compo-
nent analysis (NRPCA) and automatic sparse principal component analysis (A-SPCA),
to a spectroscopic map of a nearby archetype starburst galaxy NGC 253 taken by the
Atacama Large Millimeter/Submillimeter Array (ALMA). The ALMA map is a typical
HDLSS dataset. First we analyzed the original data including the Doppler shift due to the
systemic rotation. The high-dimensional PCA could describe the spatial structure of the
rotation precisely. We then applied to the Doppler-shift corrected data to analyze more
subtle spectral features. The NRPCA and A-SPCA could quantify the very complicated
characteristics of the ALMA spectra. Particularly, we could extract the information of
the global outflow from the center of NGC 253. This method can also be applied not only
to spectroscopic survey data, but also any type of HDLSS data.

Key words: High-dimensional statistical analysis, principal component analysis, interstellar medium, molec-
ular emission line, starburst, galaxy evolution.
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